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国立大学法人京都大学事業報告書 
「Ⅰ はじめに」  

 

（事業の概要） 

京都大学は 1897 年に創立し、「高い倫理性に支えられた「自由の学風」を標榜しつつ、

学問の源流を支える研究を重視し、先端的・独創的な研究を推進して、世界最高水準の

研究拠点としての 機能を高め、社会の各分野において指導的な立場に立ち、重要な働

きをすることができる人材を育成する。」という基本理念に基づき、自由の学風のもと

闊達な対話を重視するとともに、世界都市・京都において自主独立の精神を涵養し、地

球社会の調和ある共存に貢献すべく、質の高い高等教育と先端的学術研究の推進に努め

ているところである。 

これらの理念のもと、アドミッション・ポリシーを定め、優れた学知を継承し創造的

な精神を養い育てる教育を実践するため、自ら積極的に取り組む主体性をもった人材を

確保し、自ら学び、自ら幅広く課題を探求し、解決への道を切り拓く能力を養うことを

期待するとともに、その努力を強く支援していくための体制を整備し、学問の発展、社

会的要請等を総合的に勘案して、教育研究組織の見直し、再編、整備等、学内資源を効

果的に活用するよう努めている。 

外部研究資金や寄附金その他を効果的に獲得するための基盤を強化することの取組

として、東京地区のオフィスをはじめとした、本学の国内外の拠点を充実させ、大学情

報の円滑な発信及び社会との交流を促進するとともに、本学独自の研究支援体制を整

備、活用して、競争的研究資金への申請に対する支援を強化している。また、科学研究

費補助金をはじめとする各種の外部資金を積極的に活用し、全分野にわたり、国際的に

も卓越した研究を推し進め、学外機関や民間企業との受託研究や共同研究を実施して産

官学連携を強化し、研究成果の社会への還元を図ることとしている。 

社会や地域との連携活動については、本学の学術資源を基とした社会連携や世界都

市・京都における文化の継承と価値の創生に向けた社会貢献を推進するとともに、将来

を担う世代の育成のために、児童・生徒が高度な学術にふれる機会を拡大するよう取り

組んでいる。 

医学部附属病院においては、安全で患者の視点に立った、専門性の高い、地域をも含

めた総合的チーム医療を行うことにより、質の高い医療を提供するとともに、高度な診

療・研究能力と技術を有し、人間性豊かな医療人を育成するなど、先導的病院として社

会に貢献し、効率的な経営と病院運営体制の整備を図ることとしている。 

 

（平成 23 年度国立大学法人京都大学年度計画） 

（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/operation/year/documents/nendo_23.pdf） 

 

（法人をめぐる経営環境） 

平成 23 年度における運営費交付金

については、大学改革推進係数が措置

され、この係数を用いた減額が実施さ

れた。このような中、京都大学が目的

とする多元的な課題の解決に向けた

取り組み、伝統を基礎とし革新と創造

の「魅力・活力・実力ある大学」を目

指して、地球社会の調和ある共存に貢

献するためには、財政基盤を安定させ

教育・研究・医療の質の向上を図る必

要があり、厳しい財政状況の中にあり

ながらも、中長期的な発展を実現する
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ための施策活動を推進するため、効

果的かつ効率的な資金の配分を図

る必要がある。 

国立大学法人を安定的に運営す

るためには自己収入の確保が大変

重要である。このため、適正な学生

数等に基づいた授業料、附属病院収

入等の収入目標額を設定し、その確

保を図り、雑収入等についても、よ

り一層の収入増を図る。 

基盤的な経費である運営費交付

金は、平成 23 年度においては、大

学改革促進係数の適用による減額

がなされ、本学においても非常に厳

しい財政状況にある。従って、本学

の教育・研究活動をこれまでにも増

して活性化させるためには、競争的

資金及びその他の外部資金の積極

的な獲得は必須であり、更なる戦略

性をもってこれにあたる必要があ

る。 

「京都大学第二期重点事業実施

計画」は、本学における第 2 期中期

目標・中期計画の実現を確かなもの

にするために策定されたもので、限りある財源の有効利用を図りつつ、中・長期的およ

び全学的な視点から見直し等の検討を重ね、その着実な実行を目指すものである。 

設備整備については、「京都大学における設備整備計画（設備マスタープラン）」に基

づき進めることとしており、概算要求により確保したもののほか、全学経費によるもの

及び各部局において計画的な整備に取り組むものに関する経費確保を図る。 

また、教育・研究・医療活動のあらゆる場面において“京都大学らしさ”を十分に発

揮するとともに、更なる活性化を図るため、総長および役員会のイニシアティブと責任

により、多様なニーズに対応した質の高い教育を行うための環境整備、新たな教育研究

領域を開拓し発展させるための取り組み、基礎学術分野の推進事業、若手研究者の研究

に対する奨励事業、学生の多様な活動を支援し推進する取り組みなどの活動を支えるた

め、戦略的な経費を措置している。 

（平成 23 事業年度における事業の経過及びその成果） 

平成 23 事業年度の事業の具体的内容は、「Ⅱ 2．業務内容」に示すとおりであるが、

組織運営面においては、本学の機能を強化するために必要とされる今後の 3 年間の重点

的な取組事項等をまとめた「京都大学機能強化プラン 2011-2014」を策定し、当該プラ

ンに掲げた重点アクションの第一の柱である「時代の要請に応じた組織の見直しと新し

い教育研究体制の構築」を実現するために、「10 年後の京都大学の発展を支える教育

組織改革に向けて」（平成 23 年 12 月役員会決定）を策定したほか、本改革を進める上

での具体的な制度仕組みである「10 年後の京都大学の発展を支える教育研究組織改革

制度」（平成 24 年 3 月役員会決定）についても策定した。 

教育面においては、京都大学第二期重点事業実施計画「経済的学生支援強化事業」に

より、授業料免除を実施した。加えて、東日本大震災による被災学生に対する経済的支

援として、入学金及び授業料免除、生活支援奨学金の給付を実施した。 

また、ゴールドマン・サックス証券株式会社からの寄附を原資とした奨学金により、

学部学生（2 回生以上）を対象とした支援を実施した。さらに、ゴールドマン・サック

全学共通経費
本学の教育研究医療活動を一層発展させるため、大学として支援が必要な事業に

措置するための経費

特別協力経費
各部局の教育研究医療活動を一層発展させるため、大学としての協力を必要とす

る事業に措置するための経費

設備整備経費
各部局における教育研究医療活動全般に対する設備（概ね１億円以下）を整備す

るための経費

総長裁量経費 総長のリーダーシップにより教育研究の一層の充実発展を図るための経費

重点戦略経費

第一期からの繰越積立金

（目的積立金）

各所建物修繕経費
教育・研究・医療活動の基盤である施設等を、長期にわたり良好な状態で維持管

理するため、修繕等を計画的かつ効率的に実施するための経費

産官学連携の推進に向けた取り組みを支援するための経費

全学機構や全学施設の業務を適正かつ機動的に実施するため、運営等に必要な

経費

教育研究活動の基盤となる共同利用設備等を支障なく稼働させるために必要な維

持管理経費

部局において、資金調達が困難な施設・設備の整備等のために、一時的に多額の

資金を必要とする事業計画を支援するための資金

基盤強化経費

学内貸付金

平成２３年度　各種戦略的経費

全

学

経

費

第二期重点事業実施計画

教育研究及び医療の質の向上並びに組織運営の改善に充てる第二期重点事業

実施計画実現のための経費

戦

略

的

・

重

点

的
経

費

部局運営活性化経費

大学全体の重点課題の克服に向け、各部局が部局長のリーダーシップの下に、そ

の課題達成に向けて行う積極的な取り組みに対して措置するための経費（指標型）

多様化する社会に対応し、本学における教育研究の発展を支えるための組織見直

しや改編などを促進する取り組みに対して措置するための経費（事業型）

産官学連携推進経費

戦

略

的

経

費



- 3 -

ス・アセット・マネジメント株式会社からの寄附金を原資とし、東日本大震災の被災学

生への奨学金支援も実施した。 

研究面においては、競 争 的 資 金 獲 得 の 拡 大 に 向 け た 支 援 体 制 を 整 備 す る た め

に 、 文 部 科 学 省 事 業 （ 研 究 支 援 体 制 整 備 事 業 費 補 助 金 ） の 「 リ サ ー チ ・ ア ド

ミ ニ ス ト レ ー タ ー を 育 成 ・ 確 保 す る シ ス テ ム の 整 備 」 に 申 請 し 採 択 さ れ 、 研

究 者 を 支 援 し 協 働 で 業 務 の 推 進 に 取 り 組 む 高 度 な 専 門 知 識 ・ 経 験 を 有 す る 者

を リ サ ー チ ・ リ サ ー チ ・ ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー （ URA） と し て 8 名 を 採 用 し 、

URA を 支 援 す る 組 織 と し て 、 学 術 研 究 支 援 室 を 設 置 す る こ と を 決 定 し た 。  

 

（重要な経営上の出来事等） 

平成 23 事業年度は、中期目標・中

期計画を着実に実現するため、戦略

的・重点的に行う事業である「京都

大学第二期重点事業実施計画」につ

いて、中・長期的な在り方を見据え

て見直しを図り、「教育推進事業」

「研究推進事業」「国際化推進事業」

「広報・社会連携事業」「基盤整備

事業」等において、「教育国際化推

進事業」「若手研究支援事業」「京

都大学次世代研究者育成支援事業～

白眉プロジェクト～」等、計 38 事業

を決定し実施した。（平成 23 年度措

置：2,782 百万円）。 

また、教 育 研 究 活 動 の 更 な る 活

性 化 に つ な が る 各 部 局 の 積 極 的

な 活 動 や 、特 色 あ る 取 組 等 に 対 し

て 、イ ン セ ン テ ィ ブ 附 与 を 目 的 と

し た 「部局運営活性化経費」の見直

しを図り、部局運営活性化経費「指標

型」（63 課題）及び「事業型」（3 事

業）を採択した。 

資金の運用については、「平成 23

年度資金管理計画」（平成 23 年 3 月役

員会決議）に基づき、適切な資金運用

を実施した結果、譲渡性預金等による短期運用においては約 70 百万円、国債等による

長期運用においては約 191 百万円、計 261 百万円の運用益を得た。 

外部研究資金の獲得に向け、前年度より開始した名誉教授による科学研究費補助金申

請に対してのアドバイス事業について、平成 23 年度においては研究種目範囲を 2 種目

から 4 種目へ拡大して実施したほか、新たに研究戦略室のプログラムオフィサー・プロ

グラムディレクターによるアドバイス事業を開始し、本学の研究者に対しての競争的資

金等の申請支援体制を拡大し、外部資金の獲得についての支援を行った。 

また、社会連携強化の取組として、大学支援者との連携を強化する取組を推進するた

め、京都大学第二期重点事業実施計画「戦略的情報発信強化事業～京都大学ブランドの

構築にむけて～（現計画名：京都大学のプレゼンス向上のための戦略的情報発信の充

実）」に基づき、キャンパスマップや京都大学ファンブック等の広報媒体を作成し、本

学の学術研究成果や大学情報の発信を行っていくとともに、京都大学基金への募集活動

の取組も実施した。 

施設整備については、「京都大学耐震化推進方針」及び京都大学第二期重点事業実施

国際化戦略推進事業

戦略的国際学術研究推進プログラム

学生の国際交流推進事業

戦略的情報発信の拡大・展開事業

名勝清風荘庭園の保存・活用整備事業

農学研究科附属農場移転等整備事業

教育研究医療等施設・設備環境改善事業

全学共用施設整備事業

全学の計算機資源が集約可能な高性能、高信頼データセンター施設の実現

地震による生命の安全確保のための耐震事業

京都大学第二期重点事業実施計画

【平成２２～２３年度着手決定事業】

基盤

整備事業等

教育

推進事業

研究

推進事業

国際化

推進事業

若手研究者支援事業

京都大学次世代研究者育成支援事業　～白眉プロジェクト～

広報・社会

連携事業

事務改革推進事業

男女共同参画推進事業

楽友会館等再生事業

職員宿舎整備事業（第２次）

環境マネジメントシステム推進事業

　～環境賦課金制度を中心とした環境負荷の低減～

桂キャンパス整備事業

旧演習林事務室全学共用化整備事業

吉田南構内再生整備事業　～国際交流拠点施設の整備～

時計台周辺環境整備事業

危機管理体制の整備推進事業

電話交換機設備整備事業（宇治地区・熊取地区・犬山地区・病院地区）

全学同窓会支援・卒業生連携事業

京都大学のプレゼンス向上のための戦略的情報発信の充実

京都大学基金の広報・活動支援事業

教育国際化推進事業

国際交流環境整備推進事業

研究支援体制強化プロジェクト

世界トップレベル研究拠点融合研究加速支援事業

シニア・コア研究者フォローアップ事業

女性研究者養成事業

研究推進戦略活性化事業

オープンコースウェア（OCW）支援事業

教育環境改善事業

小中高大連携推進事業　～サイエンス・コミュニケーター・プロジェクト～

キャリア支援充実化事業

経済的学生支援強化事業

身体障害学生支援強化事業

吉田南構内再生整備事業　～学生寄宿舎の整備～

東日本大震災に伴う被災学生に対する経済的支援事業

学生寄宿舎整備事業（熊野寮）

新大学院「思修館」施設整備事業～博士課程教育リーディングプログラム～
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計画「地震による生命の安全確保のための耐震事業」に基づき、耐震化、機能強化に努

め、今年度末には、耐震化率が 86％から 89％に向上した。また、キャンパス内の限ら

れたスペースについて弾力的な運用を図るため、「全学スペース利用システム」を決定

した。また、東日本大震災後の給電能力低下を踏まえ、京都大学独自の節電プログラム

を作成しこのプログラムの実施により、夏季については約 400 万 kWh（前年同期間比 7％

削減）、冬季については約 83 万 kWh（前年同期間比 1.6％削減）の電力量の削減を実現

した。 

 

（主要課題と対処方法並びに今後の計画等） 

経費の削減としては、本学の教育・研究・医療活動を積極的に展開していくための財

源捻出に取り組み、大学全体として取り組むべき経費削減対策について積極的に具体的

な検討を行い、省エネルギー設備の導入やＥＳＣＯ事業の実施等の取組によるエネル

ギー使用量の経費削減など、教職員の管理的経費に係るコスト意識を啓発するなどによ

り、一般管理費比率の低減に努めた。国立大学財政環境は大変厳しい状況に置かれてい

るが、本学の基本理念のもと、第二期における中期計画を推進し、着実に年度計画の実

施を図るものである。 

 

（国立大学法人京都大学中期計画（平成 22 年度～平成 27 年度）） 

（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/operation/medium_target/documents/h22_keikaku.pdf）
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「Ⅱ 基本情報」 

1．目標 

 

自由の学風を継承・発展させつつ多元的な課題の解決に挑戦し、地球社会の調和ある共存

に貢献するため、下記の基本的な目標を定める。 

 

【研究】 

・未踏の知の領域を開拓してきた本学の伝統を踏まえ、研究の自由と自主を基礎に、高

い倫理性を備えた先見的・独創的な研究活動により、次世代をリードする知の創造を行

う。 

・総合大学として、研究の多様な発展と統合を図る。 

 

【教育】 

・多様かつ調和のとれた教育体系のもと、対話を根幹とした自学自習を促し、卓越した

知の継承と創造的精神の涵養に努める。 

・豊かな教養と人間性を備え、責任を重んじ、地球社会の調和ある共存に貢献し得る、

優れた研究能力や高度の専門知識をもつ人材を育成する。 

 

【社会との関係】 

・国民に開かれた大学として、地域をはじめとする国内社会との連携を強め、自由と調

和に基づく知を社会に還元する。 

・世界に開かれた大学として、国際交流を深め、地球社会の調和ある共存に貢献する。

 

【運営】 

・学問の自由な発展に資するため、教育研究組織の自治を尊重しつつ、調和のとれた全

学的組織運営を行う。 

・環境に配慮し、人権を尊重した運営を行うとともに、社会的な説明責任に応える。 

 

 

 

2．業務内容 

【 業 務 運 営 の 改 善 及 び 効 率 化 】  

○ 組 織 運 営 の 改 善  

・ 「 京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実 施 計 画 」 に つ い て 、 中 ・ 長 期 的 な 在 り 方 を

見 据 え て 見 直 し を 図 り 、戦 略 的・重 点 的 に 実 施 し て い く「 教 育 推 進 事 業 」

等 38事 業 を 決 定 し 、 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 を 着 実 に 実 施 し た 。 （ 平 成 23年

度 措 置 ： 2,782百 万 円 ） 。  

・ 第 2期 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 の 着 実 な 実 施 に 向 け た 意 識 を 共 有 ・ 喚 起 す る

こ と を 目 的 と し 、 同 計 画 等 の 内 容 を 分 か り や す く 説 明 し た 「 京 大 中 期 目

標 ・ 中 期 計 画 ハ ン ド ブ ッ ク 」 （ 平 成 23年 7月 ： 約 8,000部 ） を 作 成 し 、 全

教 職 員 に 配 布 し た 。   

・ 経 営 協 議 会 学 外 委 員 と 総 長 ・ 研 究 科 長 と の 懇 談 会 を 開 催 し 、 本 学 の 運 営

に つ い て 忌 憚 な い 意 見 を 頂 戴 す る 等 の 取 り 組 み を 行 い 、 ガ バ ナ ン ス 機 能

の 強 化 を 図 っ た 。  

・ 本 学 の 機 能 を 強 化 す る た め に 必 要 と さ れ る 今 後 の 3年 間 の 重 点 的 な 取 組

事 項 等 を ま と め た 「 京 都 大 学 機 能 強 化 プ ラ ン 2011-20 1 4」 を 策 定 し 、 当

該 プ ラ ン に 掲 げ た 重 点 ア ク シ ョ ン の 第 一 の 柱 で あ る 「 時 代 の 要 請 に 応 じ

た 組 織 の 見 直 し と 新 し い 教 育 研 究 体 制 の 構 築 」 を 実 現 す る た め に 、 「 10

年 後 の 京 都 大 学 の 発 展 を 支 え る 教 育 組 織 改 革 に 向 け て 」 （ 平 成 23年 12月
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役 員 会 決 定 ） を 策 定 し た ほ か 、 本 改 革 を 進 め る 上 で の 具 体 的 な 制 度 仕 組

み で あ る 「 10年 後 の 京 都 大 学 の 発 展 を 支 え る 教 育 研 究 組 織 改 革 制 度 」

（ 平 成 24年 3月 役 員 会 決 定 ） に つ い て も 、 策 定 し た 。  

・ 本 学 の 教 育 ・ 研 究 ・ 医 療 活 動 の 更 な る 発 展 に 向 け 、 全 学 的 な 機 能 を 担 う

組 織 を は じ め 、 新 た な 教 育 ・ 研 究 等 の 諸 領 域 に 係 る 組 織 な ど に つ い て 、

総 長 が 必 要 と 認 め る 教 員 の 定 員 を 全 学 的 な 観 点 か ら 戦 略 的 に 措 置 す る

「 戦 略 定 員 」 制 度 に 基 づ き 、 戦 略 定 員 検 討 委 員 会 に お い て 戦 略 定 員 の 措

置 に つ い て 検 討 し 、 必 要 か つ 緊 急 性 の 高 い と 判 断 し た 事 項 に 加 え 、 国 際

化 の 推 進 、 男 女 共 同 参 画 に 資 す る と 考 え ら れ る 事 項 に 対 し 、 20名 の 措 置

を 行 っ た ほ か 、 既 措 置 分 の 一 部 変 更 （ 措 置 期 限 の 延 長 等 3事 項 ） を 行 っ

た 。  

・ 部 局 等 事 務 組 織 の 業 務 実 施 に 係 る 機 能 を 高 め る た め 、 事 務 の 簡 素 化 等 に

よ り 大 学 全 体 で 60名 の 再 配 置 枠 を 設 定 し 、 iPS細 胞 研 究 所 等 の 新 組 織 対

応 、 プ ロ ジ ェ ク ト 等 の 業 務 対 応 、 共 用 施 設 の 管 理 運 営 業 務 な ど 強 化 ・ 充

実 が 必 要 な 部 署 へ の 配 置 を 行 い 、 部 局 等 事 務 組 織 の 業 務 実 施 に 係 る 機 能

を 高 め た 。  

・ 教 育 研 究 活 動 の 更 な る 活 性 化 に つ な が る 各 部 局 の 積 極 的 な 活 動 や 、 特 色

あ る 取 組 等 に 対 し て 、 イ ン セ ン テ ィ ブ 附 与 を 目 的 と し た 「 部 局 運 営 活 性

化 経 費 」 の 見 直 し を 図 り 、 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 に 基 づ く 重 点 課 題 に 対 し

て 各 部 局 が 積 極 的 に 取 り 組 む こ と を 促 進 す る た め の 、 「 指 標 型 」 （ 63課

題 ） と 、 現 在 の 多 様 化 す る 社 会 に 対 応 し こ れ か ら の 京 都 大 学 に お け る 教

育 研 究 の 発 展 を 支 え る た め 、 組 織 の 大 胆 な 見 直 し や 改 編 な ど の 大 学 改 革

を 促 進 す る た め の 、 「 事 業 型 」 （ 3事 業 ） に つ い て 採 択 し た 。  

・ 効 果 的 な 組 織 運 営 を 行 う 仕 組 み と し て 、 協 働 で 業 務 の 推 進 に 取 り 組 む 高

度 な 専 門 的 知 識 ・ 経 験 を 有 す る 中 間 職 種 職 員 と し て 専 門 業 務 職 を 配 置

（ 平 成 23年 度 採 用 者 ： 情 報 関 係 （ 2名 ） 、 国 際 対 応 支 援 関 係 （ 2名 ） 、 ナ

ノ テ ク ノ ロ ジ ー 専 門 技 術 関 係 （ 5名 ） 、 研 究 運 営 支 援 関 係 （ 8名 ） ） し 、

教 員 を 支 援 し た 。  

・ 本 学 に お け る 部 局 長 会 議 等 の 一 部 の 全 学 会 議 に つ い て 、 効 率 的 な 組 織 運

営 を 推 進 す る た め 、 タ ブ レ ッ ト PCを 用 い た ペ ー パ ー レ ス 会 議 を 開 始 し

た 。 ま た 、 当 該 会 議 資 料 に つ い て は 会 議 終 了 後 に 本 学 の 教 職 員 ポ ー タ ル

（ グ ル ー プ ウ ェ ア ） に よ り pdfデ ー タ を 部 局 に 提 供 し 、 全 学 的 な 情 報 共

有 を 図 っ た 。  

・ 事 務 本 部 及 び 部 局 間 の 連 絡 ・ 調 整 機 能 を 高 め る た め 、 従 前 、 事 務 本 部 の

部 長 の み で 構 成 し て い た 部 長 会 議 に 、 部 局 の 事 務 部 長 も 加 え た 。  

・ 部 局 長 会 議 の も と に 、 部 局 長 の ほ か 本 部 部 長 ・ 部 局 の 事 務 部 長 で 構 成 す

る 「 事 務 改 革 に 係 る 部 局 長 会 議 ワ ー キ ン グ ・ グ ル ー プ 」 を 設 置 し 、 よ り

効 果 的 な 事 務 改 革 の 方 策 を 「 事 務 改 革 に 係 る 基 本 的 な 考 え 方 」 と し て と

り ま と め 、 平 成 24年 2月 の 部 局 長 会 議 に お い て 了 承 し た 。  

・ 事 務 改 革 と い う 大 学 全 体 の 課 題 に つ い て 教 員 及 び 職 員 が 同 じ 場 で 議 論

す る 機 会 と し て 、 事 務 改 革 推 進 本 部 会 議 フ ォ ー ラ ム を 開 催 し 、 教 職 員 の

意 識 喚 起 を 図 っ た 。  

・ 能 力 と や る 気 の あ る 事 務 職 員 の 積 極 的 な 登 用 を 図 る た め 、 キ ャ リ ア パ ス

の 明 示 、 人 事 異 動 の 仕 組 み 、 研 修 制 度 及 び 評 価 制 度 の 見 直 し を 中 心 と す

る 新 た な 人 材 育 成 シ ス テ ム の 検 討 を 行 い 、 基 本 方 針 を 策 定 し た 。  

・ 職 員 に 求 め る 人 材 像 、 各 階 層 に 求 め る 役 割 や 知 識 ・ 能 力 を 明 示 し 、 職 員

個 々 人 の 適 正 等 を さ ら に 向 上 ・ 発 展 さ せ る た め の 研 修 を 行 う こ と と し 、

大 学 が 職 員 を 育 成 す る と い う 態 度 を 強 く 表 明 し 、 従 来 の 公 募 型 の 研 修 か

ら 職 員 個 々 人 の 人 材 育 成 に 則 っ た 指 名 型 の 研 修 へ の 転 換 を 図 る こ と と
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し た 。  

・ 必 要 な ス キ ル の 向 上 を 図 る こ と を 目 的 と す る ス キ ル ア ッ プ 研 修 に つ い

て は 、 専 門 職 員 研 修 に お い て 、 チ ー ム ビ ル デ ィ ン グ ・ チ ー ム マ ネ ジ メ ン

ト を ス キ ル ア ッ プ 研 修 の 一 環 と し て 実 施 し た 。  

・ 男 女 共 同 参 画 推 進 に つ い て は 、 課 長 級 職 員 研 修 に お い て 、 外 部 講 師 に よ

る プ ロ グ ラ ム を 取 り 入 れ た ほ か 、 新 規 採 用 職 員 育 成 プ ロ グ ラ ム に お い

て 、 本 学 の 男 女 共 同 参 画 推 進 に 関 す る 取 組 の 概 要 に つ い て 説 明 を 行 っ

た 。  

・ 四 者 会 議 （ 理 事 、 監 事 、 監 査 室 、 会 計 監 査 人 ） に お い て 、 会 計 監 査 人 監

査 、 監 事 監 査 及 び 内 部 監 査 の 監 査 結 果 を 相 互 に 理 解 す る と と も に 、 平 成

23年 度 は 重 点 事 項 と し て 、 監 査 室 の 監 査 意 見 （ 内 部 監 査 結 果 ） に 関 す る

改 善 状 況 を 検 証 し 、 よ り 効 果 的 な 改 善 サ イ ク ル を 構 築 し た 。  

 

○ 事 務 等 の 効 率 化 ・ 合 理 化  

・ 事 務 改 革 推 進 本 部 会 議 等 に お い て 、 業 務 改 善 、 組 織 改 革 及 び 人 事 制 度 改

革 に つ い て 具 体 的 な 検 討 を 行 い 、 平 成 23年 度 は 本 部 決 裁 規 程 の 改 正 を 行

い 、 供 閲 の 廃 止 な ど 決 裁 処 理 の 迅 速 化 を 図 っ た 。  

・ 事 務 情 報 の デ ー タ 一 元 化 を 実 現 す る た め に 、 事 務 の 各 基 幹 業 務 シ ス テ ム

の デ ー タ 項 目 と そ れ ら の 連 関 に つ い て 分 析 を 行 い 、 シ ー ム レ ス な 連 携 を

行 う よ う に 検 討 を 行 っ た 。 ま た 、 本 学 が 推 進 す る 事 務 改 革 の 取 組 に つ い

て 、 ITの 面 か ら の 助 言 や 機 能 追 加 及 び シ ス テ ム 構 築 な ど の 支 援 を 行 う 体

制 を 整 え た 。  

・ 事 務 の 基 幹 業 務 シ ス テ ム （ 人 事 ・ 給 与 シ ス テ ム 、 財 務 会 計 シ ス テ ム 、 教

務 情 報 シ ス テ ム ） を 、 密 に 連 携 さ せ 全 体 最 適 化 を 進 め る べ く 、 も う 一 つ

の 大 き な シ ス テ ム で あ る グ ル ー プ ウ ェ ア を 介 し て 利 活 用 で き る よ う に 、

今 後 の シ ス テ ム 全 体 構 想 の た め の 年 次 計 画 を 策 定 し 、 第 一 段 階 と し て 財

務 会 計 シ ス テ ム と グ ル ー プ ウ ェ ア の VM化 （ 仮 想 化 ） の 可 否 を 検 討 し た 。

・ 財 務 会 計 シ ス テ ム へ の ア ク セ ス を グ ル ー プ ウ ェ ア 経 由 か ら の シ ン グ

ル ・ サ イ ン オ ン の み で 可 能 と す る こ と に よ り 、 運 用 面 及 び シ ス テ ム 面 で

の セ キ ュ リ テ ィ レ ベ ル を 飛 躍 的 に 向 上 さ せ て い た が 、 平 成 23年 度 に つ い

て は 財 務 会 計 シ ス テ ム へ の ア ク セ ス 方 法 を 職 員 証 等 の ICカ ー ド 認 証 へ

と 変 更 し 、 こ れ ま で 以 上 の 高 セ キ ュ リ テ ィ の 認 証 へ と 向 上 さ せ た 。  

 

【 財 務 内 容 の 改 善 】  

○ 外 部 研 究 資 金 、 寄 附 金 そ の 他 の 自 己 収 入 の 増 加  

・ 研 究 資 金 を 獲 得 す る た め の 様 々 な プ ロ グ ラ ム へ の 申 請 支 援 を 行 う 「 研 究

戦 略 室 」 の 研 究 戦 略 室 プ ロ グ ラ ム オ フ ィ サ ー と 協 力 し 、 京 都 大 学 若 手 研

究 者 ス テ ッ プ ア ッ プ 研 究 費 採 択 者 の 科 学 研 究 費 助 成 事 業 応 募 書 類 の

フ ォ ロ ー ア ッ プ を 実 施 し た （ 実 施 件 数  計 12件 ） 。  

・ 研 究 担 当 理 事 に よ る 部 局 キ ャ ラ バ ン（ 実 施 部 局 数：計 56部 局 ）を 実 施 し 、

部 局 長 等 と 申 請 の 支 援 を 含 め た 科 学 研 究 費 補 助 金 等 の 外 部 資 金 獲 得 強

化 、 公 的 研 究 費 の 適 正 使 用 、 研 究 環 境 改 善 の た め の 意 見 交 換 を 行 っ た 。

・ 競 争 的 資 金 獲 得 の 拡 大 に 向 け た 支 援 体 制 を 整 備 す る た め に 、 文 部 科 学 省

事 業（ 研 究 支 援 体 制 整 備 事 業 費 補 助 金 ）の「 リ サ ー チ・ア ド ミ ニ ス ト レ ー

タ ー を 育 成 ・ 確 保 す る シ ス テ ム の 整 備 」 に 申 請 し 、 採 択 さ れ た （ 平 成 23

年 10月 採 択 ） 。 当 該 事 業 の 採 択 に よ り 、 研 究 者 を 支 援 し 、 協 働 で 業 務 の

推 進 に 取 り 組 む 高 度 な 専 門 知 識 ・ 経 験 を 有 す る 者 を リ サ ー チ ・ ア ド ミ ニ

ス ト レ ー タ ー （ URA） を 8名 採 用 し た 。  

・ 部 局 長 等 で 構 成 す る 「 学 術 研 究 企 画 支 援 部 （ 仮 称 ） 設 置 準 備 委 員 会 」 を
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開 催 し 、 リ サ ー チ ・ ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー （ URA） を 支 援 す る 組 織 体 制 、

業 務 内 容 等 に つ い て 審 議 を 行 い 、 学 術 研 究 支 援 室 を 設 置 す る こ と を 決 定

し た 。  

・ こ れ ら の 取 組 の 結 果 、 こ れ

ら の 取 組 の 結 果 、 受 託 研

究・受 託 事 業 収 入 は 、13,743

百 万 円 （ 前 年 度 比 約 12 ％

減 ）、共 同 研 究・共 同 事 業 収

入 は 、5,869百 万 円（ 前 年 度

比 約 7％ 減 ）、 補 助 金 等 収 入

は 、 13,539百 万 円 （ 前 年 度

比 約 3％ 増 ）で あ り 、産 学 連

携 等 研 究 収 入 及 び 補 助 金 等

収 入 の 合 計 額 と し て は 、

37,131百 万 円 （ 前 年 度 比 約

3％ 減 ）と な っ て い る 。ま た 、

寄 附 金 は 3,639件（ 前 年 度 比

約 11.4％ 増 ）・ 4,590百 万 円

（ 前 年 度 比 約 9.2％ 減 ）、 文

部 科 学 省 科 学 研 究 費 補 助 金

は 3,552件 （ 前 年 度 比 約 3％ 増 ）・ 13,913百 万 円 （ 前 年 度 比 約 5.5％ 増 ） で

あ っ た 。  

・ 特 許 等 の 技 術 移 転 に つ い て は 、特 許 出 願 件 数 は 国 内 237件・国 外 298件（ 前

年 度 ： 国 内 230件 ・ 国 外 261件 ）、 知 的 財 産 の ラ イ セ ン ス 件 数 ・ 収 入 は 、

特 許 に よ る も の が 101件 ・ 185百 万 円 （ 前 年 度 ： 59件 ・ 155百 万 円 ）、 著 作

物 に よ る も の が 14件 ・ 4百 万 円 （ 前 年 度 ： 6件 ・ 2百 万 円 ）、 マ テ リ ア ル に

よ る も の が 25件 ・ 19百 万 円 （ 前 年 度 ： 28件 ・ 16百 万 円 ） の 計 140件 ・ 208

百 万 円 （ 前 年 度 ： 93件 ・ 173百 万 円 ） で あ っ た 。  

・ 京 都 大 学 東 京 オ フ ィ ス に お い て 、 朝 日 新 聞 社 の 協 力 の も と 、 一 般 社 会 人

向 け の 連 続 講 演 会「 東 京 で 学 ぶ  京 大 の 知 」（ 2シ リ ー ズ 各 ４ 回 、計 1,359

名 参 加 ） を 実 施 し た 。 当 講 演 会 に つ い て は 、 イ ベ ン ト の 告 知 記 事 や 取 材

記 事 を 朝 日 新 聞 に 掲 載 す る こ と で 大 学 情 報 の 発 信 を 促 進 し て お り 、 ま た

講 演 参 加 者 に 基 金 パ ン フ レ ッ ト を 配 布 し 募 金 を 募 る な ど 、 寄 附 協 力 促 進

に 向 け た 活 動 も 実 施 し た 。  

・ 京 都 大 学 東 京 オ フ ィ ス に お い て 、 読 売 新 聞 社 と 協 力 し 、 本 学 附 置 研 究 所

及 び 研 究 セ ン タ ー に よ る 連 続 セ ミ ナ ー 「 京 都 大 学  品 川 セ ミ ナ ー 」 （ 平

成 23年 度  計 12回 開 催 ） を 開 催 し た 。 本 セ ミ ナ ー に つ い て は 読 売 新 聞 に

掲 載 さ れ る こ と に よ り 、 本 学 に お け る 学 問 の 最 先 端 の 様 子 に つ い て の 情

報 発 信 の 一 助 と な っ た 。  

・ 基 金 募 集 体 制 の 強 化 を 図 る た め 、 外 部 コ ン サ ル テ ィ ン グ 会 社 と 連 携 し な

が ら 、 基 金 募 集 促 進 に つ い て 検 討 を 重 ね て お り 、 ミ ッ シ ョ ン ス テ イ ト メ

ン ト の 検 討 や パ ン フ レ ッ ト 「 京 都 大 学 フ ァ ン ブ ッ ク 」 （ 8,000部 ） を 作

成 し た 。  

 

○ 経 費 の 抑 制  

・ 経 費 削 減 方 策 の 全 学 展 開 を 図 る た め に 、 学 内 で 実 施 し て い る 経 費 削 減 方

策 の 実 施 状 況 の モ ニ タ リ ン グ を 実 施 し 、 得 ら れ た 経 費 削 減 効 果 や 問 題 点

等 の 情 報 に つ い て 、 本 学 の 教 職 員 ポ ー タ ル ウ ェ ア （ グ ル ー プ ウ ェ ア ） に

「 経 費 削 減 情 報 Navi」 と し て 掲 載 し 全 学 に 情 報 共 有 を 行 っ た 。  
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・ 環 境 賦 課 金 及 び 自 己 資 金 に よ り 、 京 都 大 学 吉 田 地 区 ESCO事 業 及 び 各 地 区

の 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 工 事 を 実 施 し た ほ か 、 昨 年 度 導 入 し た 再 生 可 能 エ ネ

ル ギ ー （ カ ー ボ ン ニ ュ ー ト ラ ル で あ る 木 質 ペ レ ッ ト と 太 陽 熱 を 熱 源 と し

た 空 調 設 備 の モ デ ル 事 業 ） の 本 格 稼 働 に よ り 、 キ ャ ン パ ス の 低 炭 素 化 に

努 め た 。ま た 、施 設 整 備 費 補 助 金 に よ り 耐 震 改 修 を 行 う 際 に 、空 調 設 備 ・

照 明 設 備 ・ 受 変 電 設 備 等 の 高 効 率 化 や 高 断 熱 化 等 の 省 エ ネ ル ギ ー 対 策 工

事 を 実 施 す る 等 の 取 組 を 行 い 、 本 学 の エ ネ ル ギ ー 消 費 量 の 1％ に 相 当 す

る 25,128G J（ ギ ガ ジ ュ ー ル 。 エ ネ ル ギ ー 量 換 算 単 位 。）、 金 額 換 算 で 約 30

百 万 円 の 経 費 削 減 が 実 現 し た 。  

・ 東 日 本 大 震 災 後 の 給 電 能 力 の 低 下 及 び 電 気 料 金 の 高 騰 を 踏 ま え て 、 夏 季

「 7月 ～ 9月 」 及 び 冬 季 「 12～ 3月 」 の 間 、 京 都 大 学 独 自 の 節 電 プ ロ グ ラ

ム を 作 成 し た 。 平 日 に お け る 電 力 使 用 量 を 分 か り や す く グ ラ フ 化 し て

ホ ー ム ペ ー ジ 上 で 公 開 す る こ と に よ っ て 、 構 成 員 の 意 識 を 高 め 、 夏 季 に

お い て は 約 400万 kWh（ 前 年 同 期 間 比 7％ 削 減 ）、冬 季 に お い て は 約 83万 kWh

（ 前 年 同 期 間 比 1.6％ 削 減 ） の 電 力 量 の 削 減 を 実 現 し た 。 ま た 、 建 物 上

部 に 太 陽 光 発 電 設 備 を 、（ 南 部 ）総 合 研 究 棟（ 旧 再 生 研 西 館 ）１ 0kW、（ 中

央 ）総 合 研 究 棟（ 旧 工 学 部 8号 館 及 び 6号 館 ）47kW、巨 大 災 害 研 究 セ ン タ ー

(宇 治 ） 4.1kW に 設 置 し た 。  

・ 教 員 等 研 究 者 に お け る 外 国 雑 誌 の 利 用 は 、 24時 間 い つ で も 使 用 で き る 電

子 ジ ャ ー ナ ル に よ る も の が 多 い こ と か ら 、 冊 子 体 と 電 子 ジ ャ ー ナ ル の 両

方 を 購 入 し て い た も の に つ い て 、 冊 子 体 の 購 読 を 止 め コ ス ト 削 減 を 図 っ

た 。  

・ 従 来 、 郵 送 で 行 っ て い た 本 学 か ら の 振 込 通 知 に つ い て 、 電 子 メ ー ル を 活

用 し 通 知 す る こ と に よ り 郵 便 ・ 印 刷 の コ ス ト 削 減 (8百 万 円 ） が 図 れ た 。

・ 平 成 21年 度 に 契 約 を 締 結 し た 「 情 報 入 出 力 運 用 支 援 サ ー ビ ス 」 に よ り 、

平 成 23年 度 の 複 写 機 経 費 は 前 年 度 に 比 べ て 約 45百 万 円 の 削 減 を 実 現 し

た 。  

・ 平 成 22年 度 に 締 結 し た 随 意 契 約 に つ い て 点 検 ・ 見 直 し を 行 い 、 部 局 に 対

し て 引 き 続 き 契 約 の 競 争 性 、 透 明 性 の 確 保 に 努 め る 等 の 指 導 を 行 っ た 。

・ 財 務 会 計 シ ス テ ム か ら 抽 出 し た 決 算 デ ー タ を 用 い 、 勘 定 科 目 毎 に 部 局 及

び 費 用 区 分 等 に 対 応 す る 一 覧 資 料 並 び に 部 局 毎 に 分 析 し た 一 般 管 理 費

の 年 度 推 移 や 部 局 間 比 較 が 可 能 な グ ラ フ 資 料 を 各 部 局 に 提 供 し 、 部 局 教

職 員 の 管 理 的 経 費 に 係 る コ ス ト 意 識 を 啓 発 す る な ど に よ り 、 一 般 管 理 費

比 率 を 前 年 度 3.2％ か ら 3.0％ に 下 げ 、 管 理 的 経 費 の 削 減 ・ 効 率 化 を 図 っ

た 。  

・ 各 部 局 へ の 毎 月 の エ ネ ル ギ ー の 消 費 状 況 の 報 告 、 全 部 局 へ の 省 エ ネ ル

ギ ー 説 明 会 時 に 、 エ ネ ル ギ ー 管 理 標 準 に つ い て 運 用 の 指 導 、 蛍 光 灯 型 照

明 器 具 か ら LED型 照 明 器 具 へ の 更 新 及 び 環 境 配 慮 行 動 に 関 す る パ ソ コ ン

の 省 エ ネ 設 定 な ど の 省 エ ネ ル ギ ー 手 法 の 指 導 に よ り 、 省 エ ネ ル ギ ー へ の

啓 発 を 行 っ た 。  

・ 建 物 の 耐 震 工 事 等 の 移 転 に 伴 う 研 究 室 ・ 事 務 室 等 か ら 出 る 不 用 什 器 類 に

つ い て 、 全 学 に 対 し 不 用 物 品 見 学 会 を 開 催 し 、 他 部 局 で 使 用 希 望 が あ る

什 器 類 に つ い て 再 利 用 す る こ と に よ り 、 コ ス ト 削 減 を 図 っ た 。  
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○ 資 産 の 運 用 管 理 の 改 善   

・ 「 平 成 23 年 度 資 金 管 理 計

画 」（ 平 成 23年 3月 役 員 会 決

議 ） に 基 づ き 、 資 金 繰 り 状

況 を 迅 速 か つ 正 確 な 情 報 に

基 づ き 把 握 し 、 精 度 の 高 い

資 金 繰 り に よ り 資 金 運 用 を

行 う 等 、 適 切 な 資 金 運 用 を

実 施 し た 結 果 、 譲 渡 性 預 金

等 に よ る 短 期 運 用 益 に つ い

て は 70百 万 円 、 国 債 等 に よ

る 長 期 運 用 に お い て は 191

百 万 円 、 計 261百 万 円 の 収 益 見 込 以 上 の 運 用 益 を 得 た 。  

・ 保 有 設 備 の デ ー タ ベ ー ス を 作 成 し 、 共 同 利 用 が 可 能 な 大 型 設 備 に つ い て

部 局 に 通 知 し た 。  

・ 土 地 ・ 建 物 を 含 む 保 有 資 産 の 利 用 状 況 に つ い て は 、 10団 地 （ 団 地 と は 国

立 大 学 法 人 等 の 施 設 が 存 在 す る か 又 は 施 設 を 整 備 し よ う と し て い る 一

団 の 土 地 の こ と を い う ） に つ い て 現 地 調 査 を 実 施 し た ほ か 、 内 部 監 査 実

施 時 に 4団 地 に つ い て の ヒ ア リ ン グ 調 査 を 実 施 し た 。 ま た 、 老 朽 化 等 に

よ り 今 後 の 利 用 が 見 込 め な い と 判 断 さ れ た 職 員 宿 舎 36戸 に つ い て 、 廃 止

の 決 定 を 行 っ た 。  

・ 実 効 的 か つ 効 率 的 な 少 額 資 産 の 実 態 調 査 を 行 う た め 、 実 態 調 査 対 象 資 産

の 見 直 し を 行 い 、 第 2期 中 期 計 画 期 間 中 の 6年 の 間 に す べ て の 少 額 資 産 に

つ い て 確 実 に 現 品 確 認 を 行 う た め 、 1年 ご と に 行 う 実 施 対 象 資 産 を 取 り

決 め た 。  

・ 既 存 の 全 学 共 同 利 用 建 物 や 複 数 部 局 共 有 建 物 の 管 理 主 体 ・ 責 任 体 制 を 明

確 に す る た め 、 共 用 施 設 ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト セ ン タ ー に よ る 管 理 事 務

の 一 元 化 を 図 り 「 管 理 主 体 ・ 責 任 体 制 一 覧 表 」 を 作 成 し た 。  

 

【 自 己 点 検 ・ 評 価 及 び 情 報 の 提 供 】  

○ 評 価 の 充 実  

・ こ れ ま で 各 部 局 ご と に 実 施 し て い た 自 己 点 検 ・ 評 価 に つ い て 、 自 己 点

検 ・ 評 価 単 位 （ 実 施 対 象 ）、 実 施 時 期 、 評 価 項 目 等 に つ い て 全 学 的 な 基

準 と し て 、 大 学 評 価 小 委 員 会 と 教 員 活 動 評 価 委 員 会 に よ る 合 同 ワ ー キ ン

グ グ ル ー プ を 立 ち 上 げ 、自 己 点 検・評 価 の 実 施 対 象・時 期・体 制・項 目 ・

結 果 の 公 表 等 に つ い て 検 討 し （ 計 2回 ）、 大 学 評 価 委 員 会 に て 「 京 都 大 学

に お け る 自 己 点 検 ・ 評 価 の 基 本 方 針 」 を 決 定 し た 。  

・ 平 成 23年 10月 に 文 部 科 学 省 国 立 大 学 法 人 評 価 委 員 会 よ り 、「 業 務 運 営 の

改 善 及 び 効 率 化 に 関 す る 目 標 」、「 財 務 内 容 の 改 善 に 関 す る 目 標 」、「 自

己 点 検 ・ 評 価 及 び 当 該 状 況 に 係 る 情 報 の 提 供 に 関 す る 目 標 」 等 4つ の 目

標 全 て に つ い て 、“ 中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 の 達 成 に 向 け て 順 調 に 進 ん で い

る ” と の 評 定 結 果 を 受 領 し た 。  

 

○ 情 報 公 開 等 の 推 進  

・ 大 学 ホ ー ム ペ ー ジ 外 国 語 版 （ 英 語 、 韓 国 語 、 中 国 語 （ 簡 体 ・ 繁 体 ）） に

掲 載 し て い る 記 事 に つ い て 、 ア ク セ ス 数 を 検 証 し 、 そ の 傾 向 な ど か ら 留

学 案 内 や 留 学 生 向 け 情 報 ペ ー ジ を 分 か り や す く 構 成 し 直 す 等 、 充 実 を

図 っ た 。  

・ 国 内 向 け 広 報 誌 で あ る「 紅 萠 」に つ い て 内 容 を 刷 新 し 、一 般 の 方 の ほ か 、
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本 学 を 志 望 す る 高 校 生 に と っ て も 読 み や す い も の と し た 。 刷 新 し た 内 容

と そ の 効 果 に つ い て は 、「 紅 萠 」 編 集 専 門 部 会 な ど に お い て 継 続 的 に 検

証 を 行 っ た 。  

・ 大 学 文 書 館 に お い て 企 画 展 「 京 大 教 育 学 部 と 教 育 学 研 究 の 戦 前 ・ 戦 後 」

及 び 「 京 大 史 の な か の 広 報 」 の 開 催 、「 大 学 文 書 館 だ よ り 」 の 刊 行 （ 平

成 23年 4月 、 10月 ） を 行 う 等 、 資 料 の 利 用 促 進 を 図 っ た 。 ま た 、「 公 文 書

等 の 管 理 に 関 す る 法 律 」 に 基 づ き 、 新 書 架 の 設 置 や 温 湿 度 管 理 に 必 要 な

設 備 を 充 実 さ せ る 等 、 大 学 文 書 館 書 庫 の 整 備 を 行 い 文 書 管 理 の 促 進 を

図 っ た 。  

・ 「 学 校 教 育 法 施 行 規 則 等 の 一 部 を 改 正 す る 省 令 の 施 行 に つ い て 」（ 平 成

23年 4月 1日 施 行 ） に 基 づ い て 、 研 究 の み な ら ず 教 育 に 関 す る 情 報 の 公 表

に 対 応 で き る シ ス テ ム を 構 築 し 、 研 究 者 総 覧 デ ー タ ベ ー ス で 蓄 積 さ れ た

デ ー タ を 教 育 研 究 活 動 デ ー タ ベ ー ス に 移 行 し 、 情 報 管 理 の 一 元 化 ・ 保 全

を 図 っ た 。  

・ 記 者 発 表 や 資 料 提 供 の 実 施 、 本 学 ホ ー ム ペ ー ジ 「 ニ ュ ー ス （ 研 究 成 果 ）」

へ の 掲 載 を は じ め 、 総 長 と 記 者 ク ラ ブ と の 定 例 懇 談 会 の 開 催 、 メ ー ル マ

ガ ジ ン 、 広 報 誌 「 紅 萠 」、「 楽 友 （ 英 文 ）」、「 京 大 広 報 」、 研 究 成 果 の 国 際

的 な ア ウ ト リ ー チ と し て の 研 究 紹 介 冊 子 「 Kyoto Un iv ersi ty  R esea rch  

Acti vit ie s 2011」 の 刊 行 等 に よ り 、 本 学 の 研 究 活 動 や 研 究 成 果 に 関 す

る 情 報 を 積 極 的 に 発 信 し た 。  

 

【 そ の 他 の 業 務 運 営 】  

○ 施 設 設 備 の 整 備 ・ 活 用  

・ 耐 震 対 策 に つ い て は 、施 設 整 備 費 補 助 金 等 に よ り 約 14,800 ㎡ の 施 設（ 平

成 23 年 10 月 30 日 ま で に 予 算 化 さ れ た 事 業 ： 計 5 事 業 ） の 耐 震 化 に 着

手 し 、 一 部 が 完 了 し た ほ か 、 京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実 施 計 画 「 地 震 に

よ る 生 命 の 安 全 確 保 の た め の 耐 震 事 業 」 に 基 づ き 、 未 壊 建 物 や 小 規 模 建

物 の 耐 震 補 強 を 行 っ た こ と に よ り 、 当 初 計 画 を 上 回 る 耐 震 対 策 を 実 施

し 、 耐 震 化 率 が 86％ か ら 89％ に 向 上 し た 。  

・ 東 日 本 大 震 災 を 機 に 、 こ れ ま で 「 京 都 大 学 耐 震 化 推 進 方 針 」 に お い て 耐

震 化 の 対 象 で あ っ た 建 造 物 の み な ら ず 、 非 構 造 部 材 に つ い て も 新 た に 耐

震 化 の 対 象 と し 、 非 構 造 部 材 と 実 験 設 備 の 目 視 に よ る 点 検 、 改 善 時 期 の

調 査 を 行 い 、 異 状 の 見 ら れ た 箇 所 の 約 40％ に つ い て 改 善 を 図 っ た 。  

・ 「 病 院 構 内 敷 地 周 辺 整 備 年 次 計 画 」 に 基 づ き 、（ 南 部 ） 総 合 研 究 棟 （ 旧

再 生 研 西 館 ） 改 修 そ の 他 工 事 に お い て 、 ポ ケ ッ ト パ ー ク （ 小 公 園 ） の 整

備 を 実 施 し た 。  

・ 職 員 証 、 学 生 証 及 び 認 証 IC カ ー ド の IC カ ー ド 機 能 を 利 用 し た 入 退 室 管

理 の た め の シ ス テ ム 構 築 や 、 既 存 設 備 （ シ ス テ ム ） の ソ フ ト 改 修 等 に 関

す る ア ド バ イ ス を 部 局 に 対 し て 実 施 し 、 入 退 室 管 理 シ ス テ ム の 設 置 を さ

ら に 推 進 し た （ 平 成 23 年 度 ： ア ド バ イ ス 実 施 及 び 入 退 室 管 理 シ ス テ ム

導 入 部 局 数 4 部 局 、 導 入 建 物 数 14 建 物 ； 延 べ 導 入 部 局 数 17 部 局 、 導 入

建 物 数 51 建 物 ）。  

・ 本 部 構 内 の 再 配 置 に つ い て は 、 本 部 構 内 主 要 施 設 部 局 別 再 配 置 計 画 図 に

関 係 す る と 考 え ら れ る 部 局 に 対 し 、 将 来 構 想 に つ い て ヒ ア リ ン グ を 行 い

（ 平 成 23 年 5 月 ・ 10 月 ・ 11 月 ）、 施 設 整 備 委 員 会 、 吉 田 キ ャ ン パ ス 整

備 専 門 委 員 会 、 本 部 構 内 暫 定 再 配 置 計 画 作 業 部 会 に て 、 再 配 置 案 を 取 り

ま と め 、そ の 中 で 施 設 担 当 理 事 が 所 掌 す る 全 学 共 用 ス ペ ー ス（ 31,440 ㎡ ）

を 位 置 づ け 、 こ の ス ペ ー ス を マ ネ ジ メ ン ト す る た め 全 学 共 用 ス ペ ー ス 有

効 活 用 専 門 委 員 会 の 議 を 経 て 、 施 設 整 備 委 員 会 に て 、「 全 学 ス ペ ー ス 利
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用 シ ス テ ム 」 を 決 定 し た 。  

・ （ 桂 ） 総 合 研 究 棟 Ⅲ （ 物 理 系 ） に つ い て は 、 PFI 京 大 桂 物 理 系 研 究 棟 株

式 会 社 と ス ペ ー ス チ ャ ー ジ を 導 入 し た レ ン タ ル ラ ボ 契 約 書 に つ い て 、 協

議 を 行 っ て い る 。  

・ 全 学 共 用 ス ペ ー ス お い て 、 東 日 本 大 震 災 の 被 災 研 究 者 支 援 の た め 弾 力 的

運 用 を 行 う こ と を 決 定 し 、 北 部 総 合 教 育 研 究 棟 に お い て 、 本 学 に お け る

東 日 本 大 震 災 の 被 災 者 等 を 支 援 す る 取 組 に 対 し て 使 用 を 許 可 し た 。  

・ 総 合 研 究 1 号 館 ・ プ ロ ジ ェ ク ト ラ ボ に お い て プ ロ ジ ェ ク ト 研 究 等 ス ペ ー

ス の 使 用 者 を 決 定 し た ほ か 、 旧 演 習 林 事 務 室 、 北 部 総 合 教 育 研 究 棟 に お

い て 、共 同 利 用 ス ペ ー ス の 共 用 を 開 始 し た 。ま た 、南 部 総 合 研 究 1 号 館 ・

再 生 研 西 館 （ 旧 再 生 研 西 館 ・ 南 西 病 棟 ） に お い て も 、 プ ロ ジ ェ ク ト 研 究

等 ス ペ ー ス の 使 用 者 募 集 ・ 決 定 を 行 っ た 。  

・ ホ ー ム ペ ー ジ に 利 用 可 能 な 施 設 を 掲 載 し た ほ か 、 建 物 ご と に 分 か れ て い

た 長 期 利 用 ス ペ ー ス や 時 間 利 用 ス ペ ー ス に つ い て の 管 理 運 営 に 関 す る

要 項 を 「 全 学 共 用 ス ペ ー ス の 管 理 運 営 に 関 す る 要 項 」 と し て 統 合 す る な

ど の 取 組 を 行 っ た 。  

・ 吉 田 地 区 の 全 て の 電 気 室 の 老 朽 度 の 調 査 及 び 電 気 室 判 定 シ ー ト に よ る

点 検 評 価 の 内 容 に 基 づ き 、 京 都 大 学 吉 田 地 区 電 気 設 備 （ 受 変 電 設 備 ） の

中 長 期 維 持 保 全 計 画 案 を 策 定 し た 。  

・ 吉 田 地 区 の 自 家 給 水 設 備 、 さ く 井 設 備 、 屋 外 給 水 管 の 中 長 期 維 持 保 全 計

画 に 基 づ き 、 設 備 の 点 検 、 更 新 、 修 繕 を 実 施 し 、 さ ら に 毎 年 行 っ て い る

自 家 給 水 施 設 点 検 の 結 果 、 動 作 不 良 が 判 明 し た 給 水 バ ブ ル ・ 電 動 弁 に つ

い て は 、 計 画 を 前 倒 し て 取 替 を 実 施 す る な ど 、 計 画 の 見 直 し を 図 っ た 。

・ 平 成 23 年 度 に 計 画 し た PFI 事 業 の 進 捗 状 況 は 次 の と お り で あ り 、 着 実

に 実 施 し た 。  

  ・（ 桂 ） 総 合 研 究 棟 Ⅲ (物 理 系 )等 ： 平 成 24 年 度 中 の 完 成 に 向 け 、 工

事 を 実 施 し て い る 。  

 ・（ 桂 ）総 合 研 究 棟 Ⅴ：平 成 18 年 3 月 竣 工 、同 年 4 月 よ り 維 持 管 理 業

務 開 始  

 ・（ 桂 ）福 利・保 健 管 理 棟：平 成 17 年 3 月 竣 工 、同 年 4 月 よ り 維 持 管

理 業 務 開 始  

 ・（ 南 部 ）総 合 研 究 棟：平 成 17 年 3 月 竣 工 、同 年 4 月 よ り 維 持 管 理 業

務 開 始  

 ・（ 北 部 ） 総 合 研 究 棟 改 修 （ 農 学 部 総 合 館 ）： 平 成 18 年 3 月 竣 工 、 同

年 4 月 よ り 維 持 管 理 業 務 開 始  

・ 京 都 市 の 「 京 都 市 ス ー パ ー テ ク ノ シ テ ィ 構 想 」 に 基 づ き 、 桂 キ ャ ン パ ス

に 隣 接 す る 「 桂 イ ノ ベ ー シ ョ ン パ ー ク 」 内 に 設 立 さ れ た 独 立 行 政 法 人 科

学 技 術 振 興 機 構（ JST）の 産 学 連 携 施 設「 JST イ ノ ベ ー シ ョ ン プ ラ ザ 京 都 」

に お い て 、 本 学 の 研 究 課 題 が 採 択 さ れ て お り 、 共 同 研 究 ス ペ ー ス 59.5

㎡ を 確 保 し た ほ か 、 同 地 区 に あ る 独 立 行 政 法 人 中 小 企 業 基 盤 整 備 機 構 に

よ り 整 備 さ れ た 「 京 大 桂 ベ ン チ ャ ー プ ラ ザ 」 に お い て も 、 独 立 行 政 法 人

日 本 学 生 支 援 機 構（ JASSO）と 連 携 し 、746.0 ㎡ の 研 究 ス ペ ー ス を 確 保 し 、

民 間 企 業 、 自 治 体 等 と の 共 同 研 究 を 実 施 し た 。  

・ 産 官 学 の 連 携 に よ る イ ノ ベ ー シ ョ ン を 促 進 す る た め の 補 助 金 制 度 で あ

る 経 済 産 業 省 「 先 端 技 術 実 証 ・ 評 価 設 備 整 備 等 事 業 （ 技 術 の 橋 渡 し 拠 点

整 備 事 業 ）」（ 事 業 名 「 メ デ ィ カ ル イ ノ ベ ー シ ョ ン セ ン タ ー 棟 事 業 」） の

採 択 を う け 、 新 た に 学 内 ス ペ ー ス を 確 保 し 、 メ デ ィ カ ル イ ノ ベ ー シ ョ ン

セ ン タ ー 棟（ 仮 称 ）（ 7,700 ㎡ ）の 整 備 に む け 設 計 に 着 手 す る な ど 、年 度

計 画 を 拡 大 し て 実 施 し た 。  
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・ 自 己 資 金 に よ る 国 際 人 材 育 成 拠 点 施 設（ 2,632 ㎡ ）、宇 治 職 員 宿 舎（ 3,600

㎡ ）、 附 属 病 院 立 体 駐 車 場 （ 仮 称 ） の 整 備 、 寄 附 金 及 び 自 己 資 金 に よ る

先 端 医 療 機 器 開 発 ・ 臨 床 研 究 セ ン タ ー 等 （ 4,635 ㎡ ） の 模 様 替 え 整 備 、

寄 附 金 に よ る 医 学 部 B 棟 増 築（ 970 ㎡ ）及 び ラ グ ビ ー ク ラ ブ ハ ウ ス（ 145

㎡ ） の 整 備 を 進 め た 。  

○ 環 境 管 理  

・ 環 境 賦 課 金 及 び 自 己 資 金 に よ り 、 吉 田 地 区 ESCO事 業 及 び 各 地 区 の 省 エ ネ

ル ギ ー 対 策 工 事 を 実 施 し た ほ か 、 再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー （ カ ー ボ ン ニ ュ ー

ト ラ ル で あ る 木 質 ペ レ ッ ト と 太 陽 熱 を 熱 源 と し た 空 調 設 備 の モ デ ル 事

業 ） の 本 格 稼 働 に よ り 、 キ ャ ン パ ス の 低 炭 素 化 に 努 め た 。  

・ 太 陽 光 発 電 設 備 と し て （ 南 部 ） 総 合 研 究 棟 （ 旧 再 生 研 西 館 ） 改 修 工 事 に

て 10kW、（ 中 央 ） 総 合 研 究 棟 （ 旧 工 学 部 8号 館 及 び 6号 館 ） 改 修 工 事 に て

47kW、 巨 大 災 害 研 究 セ ン タ ー (宇 治 ） 改 修 工 事 に て 4.1kWを 設 置 し た 。  

・ 低 炭 素 化 に 向 け た 環 境 配 慮 行 動 を 推 進 す る た め 、 教 職 員 等 に 対 し て 自 己

宣 言 ウ ェ ブ へ の 参 加 登 録 の 呼 び か け を 行 い 、 前 年 度 末 1,202名 の 宣 言 者

が 平 成 24年 3月 末 現 在 1,891名 に 増 加 し た 。 平 成 23年 度 に お い て は 、 更 な

る 登 録 促 進 に 向 け て 、 携 帯 電 話 か ら ア ク セ ス で き る モ バ イ ル サ イ ト の 構

築 を 継 続 し て 実 施 し 、 ホ ー ム ペ ー ジ の 更 新 を 行 っ た 。  

・ 東 日 本 大 震 災 後 の 給 電 能 力 の 低 下 を 踏 ま え て 、 夏 季 「 7月 ～ 9月 」 及 び 冬

季 「 12～ 3月 」 の 間 、 京 都 大 学 独 自 の 節 電 プ ロ グ ラ ム を 作 成 を 実 施 し 、

平 日 に お け る 電 力 使 用 量 を 分 か り や す く グ ラ フ 化 し て ホ ー ム ペ ー ジ 上

で 公 開 す る こ と に よ っ て 、教 職 員 等 の 意 識 を 高 め 、夏 季 に お い て は 約 400

万 kWh（ 前 年 同 期 間 比 7％ 削 減 ）、 冬 季 に お い て は 約 83万 kWh（ 前 年 同 期 間

比 1.6％ 削 減 ） の 電 力 量 の 削 減 を 実 現 し た 。 加 え て 、 各 部 局 へ の 毎 月 の

エ ネ ル ギ ー の 消 費 状 況 の 報 告 、 全 部 局 へ の 省 エ ネ ル ギ ー 説 明 会 時 に お い

て 、エ ネ ル ギ ー 管 理 標 準 に つ い て 運 用 の 指 導 、蛍 光 灯 型 照 明 器 具 か ら LED

型 照 明 器 具 へ の 更 新 及 び 環 境 配 慮 行 動 に 関 す る パ ソ コ ン の 省 エ ネ 設 定

な ど の 指 導 に よ り 、 省 エ ネ ル ギ ー へ の 啓 発 を 行 っ た 。  

・ 環 境 安 全 保 健 機 構 長 が 各 部 局 へ の 個 別 訪 問 す る エ コ キ ャ ラ バ ン に つ い

て 、 訪 問 部 局 の 拡 大 を 行 い （ 訪 問 先 ： 工 学 研 究 科 等  計 14研 究 科 )、 他

部 局 等 の 効 果 的 な 取 組 事 例 の 紹 介 、 環 境 負 荷 低 減 メ ニ ュ ー の 取 組 要 請 や

意 見 交 換 な ど を 実 施 し た 。  

 

○ 安 全 管 理  

・ 過 去 5年 間 の 事 故 ・ 労 働 災 害 等 の 情 報 の 要 因 調 査 ・ 分 析 を 行 い 、 そ の 結

果 に つ い て 、 環 境 安 全 保 健 委 員 会 へ 報 告 及 び 各 部 局 長 宛 に 通 知 し 、 事 故

再 発 低 減 の 呼 び か け を 行 い 、 あ わ せ て 事 故 ・ 労 働 災 害 等 の 連 絡 体 制 と 対

策 の 実 施 フ ロ ー チ ャ ー ト を 作 成 し 、 報 告 業 務 の 徹 底 を 図 っ た 。 ま た 、 平

成 23年 度 に お い て も 情 報 収 集 を 継 続 し て 、 事 故 ・ 労 働 災 害 等 の 情 報 収 集

と 要 因 調 査 ・ 分 析 を 実 施 し た 。  

・ リ ス ク 低 減 対 策 の 行 動 実 施 計 画 と し て 、 危 険 予 知 活 動 の 導 入 計 画 を 作 成

し 、 モ デ ル 部 署 （ 農 学 研 究 科 及 び エ ネ ル ギ ー 科 学 研 究 科 の 研 究 室 単 位

計 29研 究 室 ） で 、 実 験 室 を 中 心 と し た 危 険 予 知 訓 練 を 実 施 し た 。  

・ 情 報 検 索 の 仕 組 み の 改 善 と し て 、 同 類 の 事 故 ・ 労 働 災 害 の 情 報 検 索 に つ

い て 、 頻 発 事 故 の 事 故 情 報 一 覧 を 事 例 ご と に 分 類 し 、 環 境 安 全 保 健 機 構

ホ ー ム ペ ー ジ 、 環 境 安 全 衛 生 業 務 情 報 シ ス テ ム （ ESS） に 公 開 し た 。  

・ 事 故 ・ 労 働 災 害 等 の 要 因 や 再 発 防 止 に つ い て は 、 再 発 防 止 策 の 検 証 方 法

と し て 、 事 故 報 告 書 の 総 合 的 評 価 を 環 境 安 全 保 健 機 構 の 専 門 委 員 会 な ど

で 審 議 す る こ と と し た 。 平 成 23年 度 も 頻 発 し て い る 「 薬 品 と の 接 触 や
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レ ー ザ ー 光 な ど の 事 故 」 に つ い て は 、 保 護 め が ね の 着 用 の キ ャ ン ペ ー ン

や 事 故 発 生 状 況 や 再 発 防 止 対 策 に つ い て 現 場 検 証 を 実 施 し 、 環 境 安 全 保

健 機 構 専 門 委 員 会 及 び 吉 田 事 業 場 衛 生 委 員 会 に 附 議 し 、 そ の 他 事 故 報 告

と あ わ せ て 部 局 長 へ の 通 知 を 行 い 、 事 故 発 生 部 局 で の 改 善 策 の 実 施 及 び

他 部 局 で の 発 生 防 止 を 呼 び 掛 け た 。  

・ 学 生 に 関 す る リ ス ク と し て 考 え ら れ る 自 転 車 事 故 、 飲 酒 、 違 法 薬 物 、 カ

ル ト 等 の 危 険 性 に つ い て 、 新 入 生 特 別 セ ミ ナ ー に お い て 説 明 す る と と も

に 学 生 便 覧 等 の 配 布 物 に よ り 周 知 し た 。  

・ 留 学 を 検 討 し て い る 学 生 に 対 す る 情 報 提 供 や 説 明 の 場 で あ る 「 留 学 の ス

ス メ 」に て 、海 外 渡 航 安 全 を テ ー マ に 説 明 会 を 開 催 し 、国 際 交 流 セ ン タ ー

の 国 際 経 験 豊 か な 教 員 が 、 海 外 生 活 の 注 意 事 項 や 遭 遇 し う る 危 機 の 予

防・対 処 法 な ど を 伝 授 し た 。さ ら に 各 種 短 期 派 遣 プ ロ グ ラ ム に お い て も 、

事 前 に 海 外 渡 航 安 全 研 修 を 実 施 し 、 そ の 中 で リ ス ク の 周 知 を 行 う と と も

に 保 険 加 入 を 指 導 し た 。 海 外 留 学 生 安 全 対 策 協 議 会 (JCSOS )緊 急 事 故 支

援 シ ス テ ム や ア イ ラ ッ ク 危 機 管 理 支 援 シ ス テ ム に 加 入 す る な ど し て 、 海

外 に お け る 病 気 や 事 故 等 の 緊 急 対 応 時 の バ ッ ク ア ッ プ 体 制 を 強 化 し た 。

・ 学 生 教 育 研 究 災 害 傷 害 保 険 等 の 学 生 保 険 の 加 入 促 進 を 図 る た め 、 平 成 22

年 度 の 学 生 部 委 員 会 の 方 針 に 従 い 、 平 成 23年 度 か ら 原 則 と し て 入 学 時 に

学 生 教 育 研 究 災 害 傷 害 保 険 及 び 学 研 災 付 帯 賠 償 責 任 保 険 に 全 員 加 入 す

る こ と と し 、 そ の 旨 を 加 入 案 内 、 学 生 便 覧 、 本 学 ホ ー ム ペ ー ジ に 明 記 し

た 。 ま た 、 入 学 案 内 に 「 学 生 教 育 研 究 災 害 傷 害 保 険 」 の 加 入 案 内 と 加 入

の し お り を 同 封 し 、 学 生 保 険 の 加 入 を 促 し た ほ か 、 加 入 状 況 を 教 務 担 当

に 通 知 し 、 情 報 を 共 有 し な が ら 加 入 促 進 に 努 め た 。  

・ 情 報 セ キ ュ リ テ ィ シ ス テ ム の 運 用 体 制 の 見 直 し と し て 、 情 報 セ キ ュ リ

テ ィ 対 策 室 に 技 術 職 員 を 1名 配 置 し 、 運 用 体 制 の 充 実 を 図 っ た 。  

・ 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 監 査 責 任 者 に よ る 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 監 査 で は 、 監 査 結

果 に 基 づ く 改 善 状 況 を 把 握 す る と 共 に 、 新 た な 5部 局 を 選 定 し 監 査 を 実

施 し た 。 さ ら に 、 全 学 の 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 の 現 況 調 査 の た め 、 部 局

の 情 報 セ キ ュ リ テ ィ 対 策 の 現 況 に 関 す る ア ン ケ ー ト に よ り 全 部 局 に 報

告 を 求 め た 。  

・ 新 規 採 用 職 員 及 び 新 規 採 用 教 員 に 向 け て 情 報 セ キ ュ リ テ ィ の 講 義 を 4回

実 施 し た 。 ま た 、 情 報 環 境 機 構 講 習 会 を 3回 開 催 し 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ

の 基 礎 的 な 内 容 を 周 知 し た 。 な お 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ e-Learni ngの コ ン

テ ン ツ に つ い て は 、 日 本 語 ・ 英 語 双 方 共 に 更 新 を 完 了 し て お り 、 教 材 の

拡 充 を 図 っ た 。  

 

○ 法 令 遵 守  

・ 監 事 監 査 、 内 部 監 査 及 び 外 部 監 査 の 結 果 を 踏 ま え 、 各 担 当 部 署 が 法 令 遵

守 に 係 る 規 程 整 備 ・ 学 内 周 知 等 を 行 う と と も に 、 業 務 改 善 等 の 指 導 等 を

行 っ た 。  

・ 新 入 生 を 対 象 と し た 新 入 生 特 別 セ ミ ナ ー に お い て 、 社 会 通 念 、 人 権 、 飲

酒 、 薬 物 、 犯 罪 行 為 等 、 ま た そ れ ら に 対 す る 処 罰 等 、 コ ン プ ラ イ ア ン ス

に 関 す る 講 演 を 行 っ た 。  

・ 各 部 局 の 自 主 的 な 情 報 セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ー の 見 直 し を 支 援 す る た め

に 、 情 報 セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ー 実 施 手 順 書 雛 形 を 配 布 し 、 各 部 局 に よ る

実 施 手 順 の 整 備 の 促 進 を 図 っ た 。  

・ 新 規 採 用 教 職 員 に 対 し て は 、 各 種 コ ン プ ラ イ ア ン ス に つ い て の 説 明 会 を

実 施 し た ほ か 、 幹 部 職 員 に 対 し て 公 認 会 計 士 を 講 師 に 招 き 、 財 務 マ ネ ジ

メ ン ト セ ミ ナ ー を 開 催 し た 。  
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・ 会 計 監 査 人 監 査 時 に 担 当 職 員 が 同 行 し 使 用 ル ー ル と 運 用 実 態 の 乖 離 の

有 無 に つ い て 把 握 に 努 め 、 記 録 し た 問 題 点 等 を 取 り ま と め 各 部 局 に 通 知

し た 。 さ ら に 、 各 部 局 に お け る 内 部 統 制 の 状 況 、 牽 制 体 制 及 び 不 正 防 止

に つ い て の 取 組 状 況 な ど に つ い て 、 別 途 モ ニ タ リ ン グ を 行 い 実 情 把 握 に

努 め た 。  

 

○ 大 学 支 援 組 織 等 と の 連 携 強 化  

・ 学 術 研 究 成 果 や 大 学 情 報 を 発 信 し 、 大 学 支 援 者 と の 連 携 を 強 化 す る 取 組

を 推 進 す る た め に 、 平 成 23年 度 に お い て は 、 京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実

施 計 画 「 戦 略 的 情 報 発 信 強 化 事 業 ～ 京 都 大 学 ブ ラ ン ド の 構 築 に む け て ～

（ 現 計 画 名 ： 京 都 大 学 の プ レ ゼ ン ス 向 上 の た め の 戦 略 的 情 報 発 信 の 充

実 ） 」 に 基 づ き 、 以 下 の 取 組 を 実 施 し た 。  

・ 大 学 生 の 視 点 を 活 か し た キ ャ ン パ ス マ ッ プ 「 Welcom e！ 京 大 」 の 配

布 （ 10,000冊 ） と 、 中 高 生 か ら の ア ン ケ ー ト 回 収 （ 約 700通 ） に よ

る フ ィ ー ド バ ッ ク 報 告 書 を 作 成 し 、当 該 報 告 書 を 活 用 し 、戦 略 的 情

報 発 信 強 化 事 業 に 生 か し た 。  

・本 学 の 社 会 連 携 等 の 活 動 を 、大 学 支 援 者 に 伝 え る た め の 新 し い パ ン

フ レ ッ ト 「 京 都 大 学 フ ァ ン ブ ッ ク 」（ 8,000部 ） を 作 成 し た 。  

・京 都 大 学 及 び 京 都 大 学 東 京 オ フ ィ ス に お い て 、新 任 社 長 と な っ た 本

学 卒 業 生 と 総 長・理 事 と の 懇 談 会 を 開 催 し 、大 学 の 改 革 状 況 に つ い

て 説 明 ・ 意 見 交 換 を 行 っ た 。  

・ 本 学 卒 業 生 を 中 心 と し た 政 官 財 界 の 各 界 で 活 躍 す る 関 係 者 を 招 待

し 、ホ テ ル ニ ュ ー オ ー タ ニ に お い て 京 都 大 学 東 京 フ ォ ー ラ ム「 京 都

の 知 ～ 文 明 の 危 機 と 京 都 学 派 ～ 」 を 開 催 し た 。  

・京 都 大 学 東 京 オ フ ィ ス に て 朝 日 新 聞 社 の 協 力 の も と 、一 般 社 会 人 向

け の 連 続 講 演 会 「 東 京 で 学 ぶ  京 大 の 知 」 を 4 シ リ ー ズ 実 施 し た 。

ま た 、本 講 演 会 に て 、ア ン ケ ー ト の 実 施 に よ る 本 学 に 対 す る 意 識 調

査 や 、基 金 寄 附 の 呼 び か け を 行 う な ど 、大 学 支 援 に 関 す る 取 組 も あ

わ せ て 実 施 し た 。  

・東 京 都 教 育 委 員 会 の 協 力 の も と 、首 都 圏 地 域 の 高 校 生 を 対 象 と し た

京 都 大 学 高 校 生 フ ォ ー ラ ム in Tokyoを 開 催 し た 。  

・海 外 に お け る 活 動 と し て は 、北 京 に お け る 本 学 同 窓 会 で あ る 京 京 会

と 共 催 で 、シ ン ポ ジ ウ ム「 東 日 本 大 震 災 の 教 訓 － 日 中 災 害 協 力 ネ ッ

ト ワ ー ク の 構 築 － 」を 北 京 の 中 国 人 民 大 学 に て 開 催 し 、約 80名 の 参

加 が あ っ た 。あ わ せ て 、今 後 、本 学 の 国 内 外 の 拠 点 を 充 実 さ せ る こ

と を 目 的 と し て 、 京 京 会 等 と 本 学 の 北 京 事 務 所 設 置 に つ い て の 検

討 、 情 報 収 集 を 行 っ て い る 。  

・東 南 ア ジ ア 研 究 所 ジ ャ カ ル タ 事 務 所 及 び バ ン コ ク 事 務 所 と の 連 携 に

よ り 、 京 都 大 学 東 南 ア ジ ア フ ォ ー ラ ム を 開 催 し た 。  

・京 都 市 を 中 心 と す る 関 西 圏 を 対 象 と し た 地 域 ラ ジ オ 局「 α -station

（ ア ル フ ァ ス テ ー シ ョ ン ）」（ エ フ エ ム 京 都 ）と の 協 力 に よ り 、平 成

23 年 11 月 か ら 平 成 24 年 1 月 に タ イ ア ッ プ コ ー ナ ー “ Kyoto  

Univ ers it y Ac ade mi c Ta lk” の 放 送 を 全 10回 実 施 し 、 10名 の 教 員 が

自 身 の 研 究 に つ い て ラ ジ オ を 通 じ て 発 信 し 、新 た な 支 援 者 層 の 開 拓

に 努 め た 。  

・ 同 窓 会 活 動 の 活 性 化 の 活 動 と し て 、 本 学 役 員 等 が 京 京 会 （ 中 国 ・ 北 京 地

区 京 都 大 学 同 窓 会 ） 他 多 数 の 同 窓 会 に 出 席 し 、 本 学 と の 連 携 強 化 を 図 る

た め の 意 見 交 換 を 行 っ た 。  

・ 第 6回 ホ ー ム カ ミ ン グ デ イ を 開 催 し 、 約 2,300名 の 参 加 者 を 得 る と と も
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に 、 タ イ 同 窓 会 及 び 台 湾 同 窓 会 か ら 代 表 を 招 へ い し て 活 動 報 告 等 を 行 っ

て も ら い 、 国 内 他 団 体 と の 交 流 を 図 っ た 。  

・ 本 学 と 卒 業 生 、 卒 業 生 相 互 の コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ネ ッ ト ワ ー ク の 強 化 を

図 る た め 、 京 都 大 学 同 窓 会 フ ェ イ ス ブ ッ ク を 開 設 し た 。  

 

【 教 育 研 究 等 の 質 の 向 上 】  

 ○  教 育 の 内 容 と 成 果 等  

・ 全 学 共 通 教 育 と し て の 英 語 教 育 に 資 す る た め 、 ア カ デ ミ ッ ク ラ イ テ ィ ン

グ 教 育 を 目 的 と し た 「 英 語 表 現 デ ー タ ベ ー ス 」 に お け る 「 英 語 表 現 リ ス

ト 」 が 完 成 し 、 本 デ ー タ ベ ー ス を 活 用 し た ア カ デ ミ ッ ク ラ イ テ ィ ン グ 用

教 科 書 が 、「 平 成 23年 度 大 学 英 語 教 育 学 会 賞 実 践 賞 」 を 受 賞 し た 。  

・ 学 士 課 程 に 関 し て 、 本 学 へ の 入 学 を 希 望 や 検 討 し て い る 受 験 者 や 保 護 者

等 を 対 象 に 、 オ ー プ ン キ ャ ン パ ス の ほ か 、 高 等 学 校 担 当 者 向 け 説 明 会 で

あ る 「 京 都 大 学 交 流 会 」 に お い て 、 本 学 の 情 報 提 供 を 行 っ た 。  

・ 新 た な プ ロ ト タ イ プ と し て 大 阪 府 教 育 委 員 会 と 連 携 協 定 を 締 結 し 、 大 阪

府 立 高 等 学 校 「 進 学 指 導 特 色 校 10校 」 等 と の 連 携 事 業 で あ る 講 演 会 （ 参

加 10校 、 600名 ） を 開 催 し た 。  

・ 本 学 の 歴 史 、 伝 統 、 魅 力 、 入 試 制 度 及 び ア ド ミ ッ シ ョ ン ・ ポ リ シ ー 等 を

掲 載 し た 入 学 者 選 抜 要 項 、学 生 募 集 要 項 、大 学 案 内「 知 と 自 由 へ の 誘 い 」

を 作 成 し 、 配 布 ・ ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 公 表 を 行 っ た 。  

・ 大 学 院 志 望 者 の た め の 各 種 情 報 を 網 羅 的 に 紹 介 し た 冊 子 「 京 都 大 学 大 学

院 案 内 2013 － 地 球 社 会 の 調 和 あ る 共 存 を 目 指 し て － 」を 作 成 し 、配 布 ・

ホ ー ム ペ ー ジ に よ る 公 表 を 行 っ た ほ か 、 希 望 者 に 対 し て は 、 各 研 究 科 ・

研 究 所 等 に お い て 東 京 や 京 都 等 で 入 試 説 明 会 や ミ ニ オ ー プ ン キ ャ ン パ

ス を 開 催 し た 。  

・ 独 立 行 政 法 人 日 本 学 生 支 援 機 構 （ JASSO） が 主 催 す る 日 本 留 学 フ ェ ア 、

独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構（ JICA）が 主 催 す る 日 本 セ ン タ ー 留 学 フ ェ ア 、

文 部 科 学 省 国 際 化 拠 点 整 備 事 業 （ グ ロ ー バ ル 30） 採 択 大 学 が 主 催 す る 留

学 説 明 会 、 韓 国 国 立 国 際 教 育 院 及 び 本 国 文 部 科 学 省 が 主 催 す る 留 学 フ ェ

ア 、 京 都 市 が 主 催 す る 「 京 都 の 大 学 紹 介 セ ミ ナ ー 」 等 、 海 外 に お い て 開

催 さ れ る 留 学 説 明 会 等 に 積 極 的 に 参 加 し 、 本 学 の 大 学 情 報 の 提 供 や 留 学

相 談 等 を 行 っ た 。  

・ 学 部 ・ 研 究 科 等 及 び 関 連 の 附 置 研 究 所 ・ 研 究 セ ン タ ー を 含 め た 全 学 共 通

教 育 の 実 施 体 制 の 見 直 し を 図 る た め 、 「 京 都 大 学 全 学 共 通 教 育 実 施 体 制

等 特 別 委 員 会 」 を 設 置 し 、 検 討 を 開 始 し た 。  

・ 全 学 共 通 教 育 シ ス テ ム 委 員 会 に お い て 、「 非 常 勤 講 師 に よ る 全 学 共 通 科

目 の 担 当 に 関 す る 申 し 合 わ せ 」 を 作 成 し て 非 常 勤 講 師 に よ る 科 目 の 担 当

と 、 非 常 勤 講 師 の 資 格 に 関 す る ガ イ ド ラ イ ン を 作 成 し 、 シ ラ バ ス の 検 討

を 行 う と と も に 、 非 常 勤 講 師 に よ る 科 目 の 担 当 、 非 常 勤 講 師 の 適 切 性 を

審 査 し た 。  

・ 教 育 制 度 委 員 会 ・ 全 学 共 通 教 育 シ ス テ ム 委 員 会 合 同 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

に お い て 、 学 士 課 程 初 年 次 を 対 象 と し た 教 育 プ ロ グ ラ ム の 検 討 を 行 い 、

全 学 共 通 科 目 新 入 生 ガ イ ダ ン ス・入 学 式 及 び「 新 入 生 特 別 セ ミ ナ ー 2011」

に て 、 メ ン タ ル ヘ ル ス 、 京 都 大 学 の 歴 史 、 京 大 生 の 学 び 、 コ ン プ ラ イ ア

ン ス 、 キ ャ リ ア デ ザ イ ン 、 世 界 の 大 学 情 勢 、 キ ャ ン パ ス に お け る カ ル ト

の 実 態 に つ い て 講 演 を 行 っ た 。  

・ 学 士 課 程 初 年 次 を 対 象 と し た 教 育 プ ロ グ ラ ム と し て 、「 京 大 ス ピ リ ッ ツ

へ の 招 待 」 と 題 す る 新 入 生 向 け 講 演 会 を 開 催 し 、 高 校 教 育 か ら の 学 び の

転 換 、 モ チ ベ ー シ ョ ン の 維 持 向 上 、 ま た 、 研 究 の 一 端 に 触 れ る こ と に よ
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り 自 身 の キ ャ リ ア 設 計 を 意 識 さ せ た 。  

・ 自 学 自 習 の 実 施 に 関 す る 調 査 に つ い て 、 京 都 大 学 教 務 情 報 シ ス テ ム

(KULASI S )を 利 用 し た 調 査 を 実 施 す る た め 新 た に 汎 用 ア ン ケ ー ト シ ス テ

ム を 開 発 ・ 導 入 し 、 全 学 部 学 生 （ た だ し 、 留 年 生 は 除 く ） を 対 象 に 後 期

履 修 登 録 に 合 わ せ 調 査 を 実 施 し た 。  

・ テ ィ ー チ ン グ ・ ア シ ス タ ン ト （ TA） の 拡 充 方 策 に つ い て 、 平 成 23年 度 教

育 制 度 委 員 会 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ 1及 び 教 育 制 度 委 員 会 の 審 議 を 経 て 、

「 京 都 大 学 テ ィ ー チ ン グ ・ ア シ ス タ ン ト ア ン ケ ー ト 結 果 報 告 書 」「 京 都

大 学 テ ィ ー チ ン グ ・ ア シ ス タ ン ト 活 用 事 例 集 」 を ま と め た 。  

・ 対 話 を 根 幹 と し た 自 学 自 習 の 支 援 体 制 を 強 化 す る た め 、 複 数 の 部 局 に お

い て 、 オ フ ィ ス ・ ア ワ ー の 設 定 や 検 討 、 少 人 数 担 任 制 や 複 数 教 員 に よ る

ア ド バ イ ザ ー 制 度 の 継 続 、 推 進 及 び 検 討 を 行 っ た 。  

・ 海 外 留 学 や 海 外 研 修 を 促 進 す る た め の 国 際 交 流 科 目 と し て 、「 変 容 す る

東 南 ア ジ ア － 環 境 ・ 生 業 ・ 社 会 」、「 暮 ら し ・ 環 境 ・ 平 和 － ベ ト ナ ム に 学

ぶ Ⅱ 」 等 計 4科 目 を 開 講 し 、 タ イ 、 ベ ト ナ ム 、 ア メ リ カ 、 イ ン ド シ ナ 諸

国 に 本 学 学 生 を 派 遣 し（ 計 44名 ）、タ イ よ り 学 生 を 受 け 入 れ た（ 計 12名 ）。

・ 自 律 型 外 国 語 学 習 の 展 開 等 の 外 国 語 教 育 の 情 報 化 に つ い て は 、 CALL教 材

の 開 発 を 行 う と 共 に 、 中 国 語 と ス ペ イ ン 語 の 教 員 と 密 接 に 協 力 し な が

ら 、 学 習 支 援 シ ス テ ム (WebCT 、 コ ー ス 管 理 シ ス テ ム ) を 利 用 し て 、

e-Learn in gに よ る 情 報 化 を 進 め た 。  

・ 教 育 用 コ ン ピ ュ ー タ シ ス テ ム で は 、 CALL教 材 を 使 っ た 自 学 自 習 環 境 の 拡

充 を 目 的 に 、 従 来 CALL端 末 と し て 機 能 す る も の は 専 用 端 末 （ 179台 ） で

あ っ た が 、 導 入 端 末 の 全 て （ 1,369台 ） で CALL端 末 と し て 機 能 で き る も

の と し た 。  

・ 単 位 制 度 の 実 質 化 、 成 績 評 価 の あ り 方 、 授 業 評 価 ア ン ケ ー ト の あ り 方 等

に 関 連 し て 、教 育 制 度 委 員 会 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ 1に て 、キ ャ ン パ ス ミ ー

テ ィ ン グ で 聴 取 し た 意 見 の 整 理 ・ 分 析 及 び 単 位 制 度 の 実 質 化 に 関 わ る 各

種 事 項 に つ い て 検 討 を 行 い 、 教 育 制 度 委 員 会 に 報 告 し た 。 ま た 、 授 業 評

価 ア ン ケ ー ト の あ り 方 に つ い て 、 FD研 究 検 討 委 員 会 主 催 の 「 勉 強 会 」 に

お い て も 検 討 し た 。  

・ 全 学 共 通 科 目 シ ラ バ ス に つ い て 、 シ ラ バ ス 標 準 モ デ ル に 従 っ た レ イ ア ウ

ト と な る よ う 、 京 都 大 学 教 務 情 報 シ ス テ ム (KULASI S)の 改 修 を 行 っ た 。  

・ 各 部 局 に お い て 、 シ ラ バ ス 標 準 モ デ ル の 活 用 及 び KULASISに よ る シ ラ バ

ス 入 力 シ ス テ ム の 導 入 を 進 め る と と も に 、 公 共 政 策 連 携 教 育 部 ・ 経 営 管

理 教 育 部 等 に お い て は 成 績 評 価 方 法 の 見 直 し 等 を 行 っ た 。  

 

○ 教 育 の 実 施 体 制  

・ 無 線 LAN整 備 に つ い て は 、 平 成 23年 度 も 公 共 ス ペ ー ス へ の 基 地 局 の 設 置

に よ り 無 線 ネ ッ ト ワ ー ク の 整 備 を 進 め 、 新 た に 153台 の 無 線 LAN基 地 局 を

設 置 し た 。  

・ 教 育 体 制 の 整 備 に 関 し て 、 全 学 共 通 教 育 の 実 施 体 制 の 見 直 し を 図 る た

め 、 部 局 長 会 議 の 下 に 「 京 都 大 学 全 学 共 通 教 育 実 施 体 制 等 特 別 委 員 会 」

(委 員 :教 育 担 当 理 事 、 高 等 教 育 研 究 開 発 推 進 機 構 長 、 各 学 部 長 等 )を 設

置 し (平 成 23年 12月 )、 検 討 を 開 始 し た 。  

・ 各 学 部 ・ 研 究 科 等 の 教 育 研 究 の 状 況 と 将 来 展 望 を 踏 ま え 、 平 成 23年 度 に

お い て は 以 下 の と お り 入 学 定 員 の 適 正 化 に つ い て 見 直 し 、 平 成 23年 度 概

算 要 求 を 行 い 認 め ら れ た 。  

・ 文 学 研 究 科 入 学 定 員 の 減 （ 修 士 課 程 126名 → 110名 、 博 士 後 期 課 程

63名 → 55名 ）  
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・ 医 学 研 究 科 入 学 定 員 の 増 （ 修 士 課 程 59名 → 69名 ）  

・ 平 成 23年 度 FD活 動 と し て 、 高 等 教 育 研 究 開 発 推 進 セ ン タ ー 及 び FD研 究 検

討 委 員 会 が 中 心 と な っ て 、 新 任 教 員 を 対 象 と し た 「 新 任 教 員 教 育 セ ミ

ナ ー 」、 及 び 大 学 院 生 を 対 象 と し た プ レ FD活 動 と し て 「 大 学 院 生 の た め

の 教 育 実 践 講 座 」 を 開 催 し た 。  

・ FD研 究 検 討 委 員 会 は 、 文 学 研 究 科 と の 共 催 に よ り 、 文 学 研 究 科 を 対 象 に

「 文 学 研 究 科 プ レ FDプ ロ ジ ェ ク ト 」 (文 学 研 究 科 ODに よ る 連 続 公 開 ゼ ミ

ナ ー ル と そ の 検 討 会 )を 実 施 し た ほ か 、 高 等 教 育 研 究 開 発 推 進 セ ン タ ー

と も 連 携 し て プ ロ ジ ェ ク ト 参 加 ・ 検 討 会 の 運 営 ・ 研 修 会 の 企 画 等 支 援 を

行 っ た 。  

・ 教 育 環 境 改 善 事 業 と し て 、 実 験 器 具 の 補 充 、 AV機 器 の 補 充 、 講 義 室 ・ 実

験 室 の 整 備 等 、 各 種 の 教 育 施 設 ・ 設 備 の 整 備 を 行 っ た 。 工 学 研 究 科 、 地

球 環 境 学 堂 、 フ ィ ー ル ド 科 学 教 育 研 究 セ ン タ ー に お い て 、 遠 隔 講 義 シ ス

テ ム の 整 備 ・ 拡 充 を 行 う と と も に 、 情 報 学 研 究 科 に お い て 、 モ バ イ ル 端

末 を 活 用 し た 教 材 視 聴 シ ス テ ム を 開 発 し た 。  

・ 附 属 図 書 館 を は じ め と す る 学 内 の 図 書 館 ・ 室 に お い て 電 子 ジ ャ ー ナ ル や

デ ー タ ベ ー ス の 利 用 講 習 会 を 開 催 し 、 学 習 ・ 研 究 活 動 を 支 援 し た 。  

 

○ 学 生 へ の 支 援  

・ カ ウ ン セ リ ン グ セ ン タ ー で は 、 就 学 や 学 生 生 活 に 不 安 を 抱 え る 学 生 に 対

す る カ ウ ン セ リ ン グ 体 制 の 強 化 に 向 け て 各 種 取 組 を 実 施 し 、 ま た 、 ホ ー

ム ペ ー ジ の デ ザ イ ン を 一 新 し 、 か つ コ ン テ ン ツ 面 の 充 実 を 図 っ た 。  

・ カ ウ ン セ リ ン グ セ ン タ ー で は 自 発 来 談 し な い 学 生 の 保 護 者 等 か ら の 相

談 事 例 を 蓄 積 し 、 よ り 効 果 的 な 援 助 方 法 を 分 析 す る 作 業 に 取 り 組 ん だ 。

ま た 、 問 題 を 抱 え た 学 生 へ の 対 応 に つ い て 、 教 員 に 対 す る コ ン サ ル テ ー

シ ョ ン を 行 う と 同 時 に 、 そ う し た コ ン サ ル テ ー シ ョ ン の 事 例 を 蓄 積 し て

分 析 し た 。  

・ 学 生 相 談 や 心 理 援 助 の 領 域 に お け る 最 新 の 知 見 を 研 究 し 、 時 代 に 合 っ た

支 援 技 法 の 研 究 開 発 に 取 り 組 み 、 そ の 成 果 の 一 部 を カ ウ ン セ リ ン グ セ ン

タ ー 紀 要 に お い て 発 表 し た 。  

・ 障 害 の あ る 学 生 に 対 す る 支 援 体 制 の 強 化 を 目 指 し て 、 障 害 学 生 支 援 室 の

利 用 状 況（ 主 に 利 用 者 内 訳 ）を 調 査 し 、特 定 職 員（ 障 害 学 生 支 援 コ ー デ ィ

ネ ー タ ー ） を 配 置 し た （ 平 成 23年 4月 ： 1名 ）。 障 害 の あ る 学 生 に 対 し て 、

ノ ー ト テ イ ク 等 に よ る 人 的 支 援 等 の ソ フ ト 面 及 び バ リ ア フ リ ー 改 修 等

の ハ ー ド 面 、 休 養 ベ ッ ド の 設 置 、 ド ア 改 修 、 階 段 室 及 び 手 摺 の 点 字 シ ー

ト の 取 付 の 支 援 を 実 施 し た 。  

・ 女 子 学 生 に 対 す る 支 援 体 制 の 強 化 を 目 指 し て 、 隔 年 度 に 実 施 し て い る

「 京 都 大 学 学 生 生 活 実 態 調 査 」 に 女 子 学 生 対 象 の ア ン ケ ー ト 項 目 を 追 加

し 、 調 査 を 行 っ た 。  

・ キ ャ リ ア サ ポ ー ト セ ン タ ー と 各 部 局 に お け る 就 職 支 援 の 役 割 の 明 確 化 、

京 都 大 学 に お け る 就 職 支 援 の 在 り 方 等 に つ い て 、 学 生 担 当 理 事 補 及 び 4

研 究 科 （ 文 学 ・ 経 済 学 ・ 理 学 ・ 工 学 ） の 教 員 で 構 成 す る キ ャ リ ア サ ポ ー

ト 懇 談 会 を 設 置 し 、 検 討 を 行 っ た 。  

・ 博 士 後 期 課 程 及 び ポ ス ド ク 等 の 大 学 院 修 了 者 へ の 研 究 活 動 の 場 の 開

拓 ・ 情 報 提 供 に つ い て は 、 全 国 の 企 業 を 訪 問 す る と と も に 、 京 都 府 ・ 京

都 市 の 支 援 事 業 と も 連 携 を 図 り な が ら 、 求 人 等 の 情 報 収 集 や 意 見 交 換 を

行 っ た 。  

・ 企 業 及 び 若 手 研 究 者 を 結 ぶ た め web上 で 登 録 ・ 情 報 発 信 が 可 能 な 求 人 情

報 提 供 シ ス テ ム（ マ ッ チ ン グ シ ス テ ム ）へ の 登 録 促 進 を 図 り 、今 年 度 151
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社 か ら の 求 人 の 登 録 が あ っ た ほ か 、 マ ッ チ ン グ シ ス テ ム へ の 登 録 以 外 で

も 企 業 か ら の 求 人 が あ り 、 そ れ ら の 情 報 に つ い て は 、 メ ー ル マ ガ ジ ン を

活 用 し て 定 期 的 に 希 望 者 へ 提 供 す る な ど 、 情 報 提 供 に 努 め た 。  

・ 博 士 後 期 課 程 及 び ポ ス ド ク 向 け に 、 意 識 改 革 や 社 会 人 ス キ ル ア ッ プ を 図

る た め の セ ミ ナ ー や 研 修 を 実 施 し 、 今 年 度 に 開 催 し た 3回 の セ ミ ナ ー に

は 、 計 85名 が 参 加 し た 。 ま た 、 若 手 研 究 者 と 企 業 と の 交 流 や 情 報 交 換 の

た め の 合 同 企 業 説 明 会 （ 平 成 24年 2月 ） に は 26社 の 企 業 参 加 と 学 生 298名

の 参 加 が あ っ た 。  

・ 博 士 後 期 課 程・ポ ス ド ク に 対 す る 個 別 就 職 相 談 等 に つ い て は 、今 年 度 130

件 の キ ャ リ ア 相 談 に 応 じ 、 個 々 の 研 究 内 容 を 判 断 し て 本 人 の 意 向 と も 照

ら し 合 わ せ な が ら 、 能 力 を 最 大 限 に 発 揮 で き る と こ ろ を 導 き 出 す た め の

対 応 に 努 め た 。  

・ 京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実 施 計 画 「 経 済 的 学 生 支 援 強 化 事 業 」 に よ り 予

算 措 置 さ れ た 本 学 独 自 の 授 業 料 免 除 実 施 枠 に 加 え 、 東 日 本 大 震 災 に よ る

被 災 学 生 に 対 す る 特 別 枠 と し て の 予 算 を 確 保 し 、 入 学 料 免 除 及 び 授 業 料

免 除 並 び に 生 活 支 援 奨 学 金 の 給 付 を 実 施 し 支 援 し た 。  

・ ゴ ー ル ド マ ン ・ サ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社 か ら の 寄 附 金 を も と に 、 学 資 支 弁

が 困 難 な 日 本 人 の 学 部 学 生 （ 2回 生 以 上 ） を 対 象 に 新 た な 奨 学 金 制 度 を

平 成 23年 度 よ り 実 施 し た 。さ ら に 、ゴ ー ル ド マ ン・サ ッ ク ス・ア セ ッ ト ・

マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 か ら の 寄 附 金 を も と に 東 日 本 大 震 災 被 災 学 生 に

対 し て も 奨 学 金 支 援 を 行 っ た 。  

 

○ 教 育 の 国 際 化  

・ 学 士 課 程 に お い て は 、 京 都 大 学 国 際 教 育 プ ロ グ ラ ム （ KUINEP： Kyoto 

Univ ers it y In ter na tion al Ed ucat ion  P rogr am） に よ り 、 学 生 交 流 協 定

を 締 結 し て い る 17カ 国 1地 域 の 34大 学 か ら 受 け 入 れ た 54名 の 留 学 生 及 び

科 目 ご と に ほ ぼ 同 数 の 本 学 学 生 に 対 し 英 語 に よ る 講 義 （「 日 本 の 社 会 と

文 化 Ⅰ 」 等 34科 目 ） を 行 い 、 当 該 プ ロ グ ラ ム の 充 実 を 図 っ た 。  

・ 短 期 学 生 派 遣 制 度 に つ い て は 、 ア メ リ カ ・ オ ー ス ト ラ リ ア 関 係 の 4プ ロ

グ ラ ム （ 実 習 型 ・ 夏 季 短 期 留 学 プ ロ グ ラ ム （ カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 ）、 ア

メ リ カ 短 期 留 学 プ ロ グ ラ ム （ 世 界 銀 行 等 ）、 文 系 ・ 異 文 化 英 語 研 修 プ ロ

グ ラ ム（ シ ド ニ ー 大 学 ）、理 系・サ イ エ ン ス 英 語 研 修 プ ロ グ ラ ム（ ニ ュ ー

サ ウ ス ウ ェ ー ル ズ 大 学 ）） を 実 施 し 、 86名 が 参 加 し た 。  

・ 大 学 院 の 秋 入 学 に つ い て は 、 前 年 度 に 引 き 続 き 文 部 科 学 省 国 際 化 拠 点 整

備 事 業 （ グ ロ ー バ ル 30） 採 択 に よ り 本 学 が 推 進 し て い る 京 都 大 学 次 世 代

地 球 社 会 リ ー ダ ー 育 成 プ ロ グ ラ ム （ K.U.PRO FI LE ： Kyoto Un ive r sity  

Prog ram s  for Fu t ure I nte rnat ion al  Lead ers） に お い て 、 10月 受 入 開

始 の 英 語 の み で 学 位 が と れ る コ ー ス を ７ コ ー ス 設 置 し て い る 。 ま た 、 大

学 院 の 秋 入 学 を 促 進 す る た め の 現 況 調 査 を 行 っ た 。  

・ 留 学 生 ・ 外 国 人 研 究 者 支 援 体 制 の 充 実 を 図 る 一 環 と し て 、 本 学 吉 田 南 構

内 に 「 京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実 施 計 画 」 に よ り 国 際 人 材 育 成 拠 点 を 建

設 中 で あ る 。 ま た 、 公 営 住 宅 へ の 入 居 等 を 活 用 し な が ら 、 留 学 生 用 の 住

居 の 確 保 を 図 っ た 。  

・ 留 学 生 に 対 す る 支 援 と し て は 、 留 学 生 担 当 教 員 連 絡 会 を 開 催 し （ 2回 (う

ち 1回 は 「 G30国 際 教 育 指 導 研 究 シ ン ポ ジ ウ ム 」 と し て 開 催 )）、 留 学 生 ア

ド バ イ ジ ン グ 教 員 や 相 談 員 （ ピ ア サ ポ ー ト 等 ） に よ る 個 別 相 談 の 充 実 及

び 学 部 ・ 研 究 科 等 へ の 支 援 を 行 っ た （ 平 成 24年 3月 末 現 在 ： 相 談 員  計 5

名 ）。  

・ 留 学 生 ア ド バ イ ジ ン グ に つ い て は 、 専 任 教 員 2名 及 び 非 常 勤 医 師 1名 が 当
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た っ て お り 、ま た 、非 常 勤 相 談 員 3名 に よ る 留 学 生 ラ ウ ン ジ で ピ ア サ ポ ー

ト の 継 続 及 び ピ ア サ ポ ー ト 相 談 員 ・ 常 勤 相 談 員 に よ る 月 1回 の 情 報 交 換

会 を 実 施 し 、 体 制 の 充 実 を 図 っ た 。  

・ 海 外 派 遣 学 生 及 び 留 学 生 に 対 す る 経 済 的 支 援 の 充 実 に つ い て は 、 引 き 続

き K.U.PR OFIL Eに よ り 、 英 語 の 授 業 の み で 学 位 が 取 れ る 英 語 コ ー ス に お

い て 、 前 期 66名 、 後 期 65名 の 留 学 生 に 対 し 授 業 料 免 除 を 実 施 し た ほ か 、

ま た 、 独 立 行 政 法 人 日 本 学 生 支 援 機 構 （ JASSO） の 行 う 留 学 生 交 流 支 援

制 度 （ シ ョ ー ト ス テ イ 、 シ ョ ー ト ビ ジ ッ ト ） を 活 用 し 、 海 外 派 遣 ・ 受 入

と し て 240名 に 対 し て 経 済 的 支 援 を 行 っ た 。  

・ 学 内 で 実 際 に 利 用 し て い る 講 義 教 材 等 を イ ン タ ー ネ ッ ト で 公 開 す る プ

ロ ジ ェ ク ト で あ る 「 オ ー プ ン コ ー ス ウ ェ ア （ OCW）」 で は 、 平 成 23年 度 の

全 部 局 の 講 義 2万 件 の シ ラ バ ス を 公 開 し 、 英 語 授 業 コ ン テ ン ツ 、 京 都 大

学 国 際 教 育 プ ロ グ ラ ム （ KUINEP）、 国 際 会 議 、 公 開 授 業 な ど を 含 む コ ン

テ ン ツ 1,043件 を 提 供 し 、 毎 月 の ア ク セ ス 件 数 は 7～ 8万 件 に 達 す る な ど 、

順 調 に 計 画 を 実 施 し た 。  

・ iTun esU京 都 大 学 の 立 上 げ に 向 け て 、 京 大 OCWに 登 録 さ れ て い る 映 像 ベ ス

ト 100を コ ン テ ン ツ と し て 選 択 し 、 構 築 を 進 め 公 開 し た 。  

 

○ 研 究 水 準 及 び 研 究 の 成 果  

・ 各 府 省 か ら の 競 争 的 資 金 制 度 の 情 報 収 集 及 び 申 請 支 援 を 行 う た め 、 研 究

国 際 部 研 究 推 進 課 に 競 争 的 資 金 戦 略 担 当 職 員 （ 専 門 職 員 ） を 配 置 し 、 さ

ら な る 強 化 を 図 っ た 。  

・ 競 争 的 資 金 獲 得 の 拡 大 に 向 け た 支 援 体 制 を 整 備 す る た め に 、 文 部 科 学 省

事 業（ 研 究 支 援 体 制 整 備 事 業 費 補 助 金 ）の「 リ サ ー チ・ア ド ミ ニ ス ト レ ー

タ ー を 育 成 ・ 確 保 す る シ ス テ ム の 整 備 」 に 申 請 し 採 択 さ れ 、 研 究 者 を 支

援 し 協 働 で 業 務 の 推 進 に 取 り 組 む 高 度 な 専 門 知 識 ・ 経 験 を 有 す る 者 を リ

サ ー チ・リ サ ー チ・ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー（ URA）と し て 8名 を 採 用 し た 。

・ 学 際 融 合 教 育 研 究 推 進 セ ン タ ー に お い て 、 運 営 委 員 会 を 中 心 に そ の 運 営

体 制 の 整 備 ・ 充 実 に つ い て 検 討 を 進 め る と と も に 、 新 た に 運 営 連 絡 会 を

設 置 し 、 セ ン タ ー と ユ ニ ッ ト 及 び ユ ニ ッ ト 間 の 情 報 共 有 を 図 っ た 。  

・ 研 究 戦 略 室 に お い て 、 各 研 究 科 等 に お け る 競 争 的 資 金 の 獲 得 状 況 に 関 す

る 調 査 を 行 い 、「 H20-23科 学 研 究 費 補 助 金 新 規 応 募 採 択 状 況 」「 平 成 23

年 度 外 部 資 金 獲 得 状 況 調 査 書 」 を 作 成 し 、 こ れ ら 資 料 の 分 析 結 果 に 基 づ

き 、 研 究 担 当 理 事 に よ る 部 局 キ ャ ラ バ ン を 実 施 し （ 実 施 部 局 数 ： 計 56部

局 ）、 部 局 長 等 と 科 学 研 究 費 補 助 金 等 の 外 部 資 金 獲 得 強 化 、 公 的 研 究 費

の 適 正 使 用 、 研 究 環 境 改 善 の た め の 意 見 交 換 を 行 う な ど 、 各 研 究 科 等 に

お け る 競 争 的 資 金 の 獲 得 へ の 支 援 を 行 っ た 。  

・ 競 争 的 資 金 の 獲 得 支 援 と し て 、 研 究 戦 略 室 プ ロ グ ラ ム オ フ ィ サ ー と 協 力

し 、 京 都 大 学 若 手 研 究 者 ス テ ッ プ ア ッ プ 研 究 費 採 択 者 の 科 学 研 究 費 助 成

事 業 応 募 書 類 の フ ォ ロ ー ア ッ プ を 行 い 、 ヒ ア リ ン グ 審 査 の 行 わ れ る 事 業

を 対 象 に 、 希 望 者 に 対 し て 研 究 戦 略 室 プ ロ グ ラ ム オ フ ィ サ ー ・ プ ロ グ ラ

ム デ ィ レ ク タ ー に よ る 学 内 模 擬 ヒ ア リ ン グ を 実 施 し た 。 平 成 23年 度 に お

け る 京 都 大 学 と し て の 採 択 事 業 件 数 は 51件 で あ り 、 う ち ヒ ア リ ン グ を 希

望 し た 事 業 の 採 択 件 数 は 25件 で あ っ た 。  

・ 国 際 共 同 研 究 を よ り 効 果 的 に 遂 行 す る た め に 、 産 官 学 連 携 本 部 組 織 内 の

改 組 を 行 い 、 こ れ ま で 国 内 連 携 を 主 に 担 当 し た 旧 産 官 学 連 携 推 進 室 、 海

外 連 携 を 主 に 担 当 し て き た 旧 国 際 連 携 推 進 室 な ら び に 旧 ベ ン チ ャ ー 支

援 開 発 室 を 統 合 し て 企 業 化 促 進 部 門 を 新 設 し 、 共 同 研 究 コ ー デ ィ ネ ー ト

の ノ ウ ハ ウ や 経 験 を 国 内 外 問 わ ず に 活 用 で き る 体 制 を 築 い た 。  
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・ 国 際 共 同 研 究 に 関 し て は 、 バ イ オ 医 薬 品 分 野 の 世 界 的 企 業 で あ る サ ノ

フ ィ ・ ア ヴ ェ ン テ ィ ス （ フ ラ ン ス ） と の 包 括 連 携 協 定 （ Gate K eepe rと

し て の 役 割 に 関 す る 協 定 ） を 締 結 し 、 共 同 研 究 及 び 本 学 知 財 の ラ イ セ ン

ス を 促 進 す る た め の 体 制 を 整 え た 。  

・ 物 質 － 細 胞 統 合 シ ス テ ム 拠 点 （ iCeMS） に 関 し て は 、「 京 都 大 学 第 二 期 重

点 事 業 実 施 計 画 」 に よ り 、 同 拠 点 の 運 営 活 動 の 支 援 事 業 と し て 世 界 ト ッ

プ レ ベ ル 研 究 拠 点 融 合 研 究 加 速 支 援 事 業 等 を 実 施 し 、 iPS細 胞 研 究 所

（ CiRA） に 関 し て は 、 文 部 科 学 省 と 厚 生 労 働 省 が 協 働 で 実 施 す る 「 再 生

医 療 の 実 現 化 ハ イ ウ ェ イ プ ロ ジ ェ ク ト 」（ 研 究 課 題 名 ： パ ー キ ン ソ ン 病

に 対 す る 幹 細 胞 移 植 治 療 の 実 現 化 ） に 申 請 し 、 採 択 が 決 定 し た 。  

・ グ ロ ー バ ル COEプ ロ グ ラ ム 採 択 拠 点 （ 平 成 23年 4月 現 在 ： 13拠 点 ） に 関 し

て は 、 研 究 活 動 支 援 の た め 組 織 し た グ ロ ー バ ル COEプ ロ グ ラ ム 推 進 委 員

会 を 開 催 し 、 各 拠 点 事 業 の 円 滑 な 業 務 遂 行 の 支 援 を 行 っ た 。  

・ 先 端 医 療 開 発 特 区 （ ス ー パ ー 特 区 ） に お い て は 、 学 内 外 関 係 機 関 と 連 携

し 各 種 プ ロ ジ ェ ク ト 等 を 遂 行 す る と と も に 、 公 開 シ ン ポ ジ ウ ム 「 先 端 医

療 研 究 支 援 組 織 の 維 持 と 発 展 － ustainabi lit yを 考 え る 」 を 開 催 し た 。  

・ 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 「 ス ー パ ー 特 区 対 応 部 門 」 と の 薬 事 相 談 等 、

ス ー パ ー 特 区 専 用 に 設 け ら れ て い る 特 別 制 度 を 活 用 し た プ ロ ジ ェ ク ト

の 進 行 を 加 速 し 、 平 成 23年 度 に お い て は 、「 革 新 的 な 医 療 機 器 の 開 発 」

薬 事 申 請 事 前 相 談：1件  薬 事 取 得：1件  治 験 開 始 事 前 相 談：1件  「 国

民 保 健 に 重 要 な 治 療 ・ 診 断 に 用 い る 医 薬 品 ・ 医 療 機 器 の 研 究 開 発 」 対 面

助 言 ： 1件  医 師 主 導 治 験 開 始 ： 1件  高 度 医 療 事 前 相 談 ： 1件  高 度 医

療 ： 1件  薬 事 承 認 ： 1件  の 実 績 が あ っ た 。  

 

○ 研 究 実 施 体 制 の 整 備  

・ 高 度 な 専 門 的 知 識 及 び 経 験 を 有 す る 中 間 職 的 な 教 職 員 を 雇 用 で き る 制

度 で あ る 専 門 業 務 職 員 制 度 を 活 用 し て 、 平 成 23年 4月 1日 で 情 報 関 係 に 2

名 、 国 際 対 応 支 援 関 係 に 2名 、 ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー 専 門 技 術 関 係 に 5名 を 雇

用 し た 。 ま た 、 研 究 支 援 に お い て は 、 研 究 開 発 の 担 い 手 で あ る 研 究 者 が

研 究 に 専 念 で き る 環 境 を 整 備 す る た め 、 研 究 者 を 支 援 し 、 協 働 で 業 務 の

推 進 に 取 り 組 む 高 度 な 専 門 知 識 ・ 経 験 を 有 す る リ サ ー チ ・ ア ド ミ ニ ス ト

レ ー タ ー （ URA） 及 び 中 間 職 で あ る 特 定 専 門 業 務 職 員 ） 人 材 を 公 募 し 、

採 用 を 行 っ た （ 平 成 23年 度 採 用 実 績 ： 8名 ）。  

・ 本 学 名 誉 教 授 に よ る 競 争 的 資 金 獲 得 の た め の 応 募 書 類 の ア ド バ イ ス 事

業 に つ い て 、 研 究 戦 略 室 に お い て 実 施 し た 競 争 的 資 金 の 獲 得 状 況 に 関 す

る 調 査 結 果 に 基 づ き 、 獲 得 率 の 低 い 若 手 研 究 者 に 対 し て 、 平 成 23年 度 は

ア ド バ イ ス 対 象 研 究 種 目 を 2種 目 か ら 4種 目 へ 拡 大 し て 実 施 し た 。 ま た 、

新 た に 研 究 戦 略 室 プ ロ グ ラ ム オ フ ィ サ ー ・ プ ロ グ ラ ム デ ィ レ ク タ ー に よ

る ア ド バ イ ス 事 業 を 開 始 し 、 本 学 の 若 手 研 究 者 に 対 し て の 競 争 的 資 金 の

獲 得 の 支 援 策 を 強 化 し た 。  

・ 外 国 人 研 究 者 の 支 援 策 と し て 、 英 語 以 外 の 言 語 使 用 者 へ の 利 便 を 図 る た

め 多 言 語 版 京 都 大 学 概 要 （ 中 ・ 韓 ・ 越 ） を 関 係 部 局 等 に 配 付 の う え ホ ー

ム ペ ー ジ に 掲 載 し た 。  

・ 女 性 研 究 者 へ の 研 究 費 支 援 に つ い て は 、 文 部 科 学 省 科 学 技 術 人 材 育 成 費

補 助 金 女 性 研 究 者 養 成 シ ス テ ム 改 革 加 速 事 業 「 京 大 式 女 性 研 究 者 養 成

コ ー デ ィ ネ ー ト プ ラ ン 」 に て 、 平 成 23年 度 に 新 た に 採 用 さ れ た 女 性 研 究

者（ 理 工 農 系 分 野 の 研 究 を 行 う 者 ）に 対 し 、メ ン タ ー の 措 置・研 究 ス タ ー

ト の た め の 研 究 費 の 支 援 を 行 っ た 。  

・ 優 れ た 研 究 成 果 を 挙 げ た 本 学 の 女 性 研 究 者 を 顕 彰 す る こ と に よ り 、 そ の
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研 究 意 欲 を 高 め 、 も っ て 将 来 の 学 術 研 究 を 担 う 優 秀 な 女 性 研 究 者 を 担 う

優 秀 な 女 性 研 究 者 の 育 成 等 に 資 す る た め 、 平 成 20年 度 に 創 設 し た 「 た ち

ば な 賞 」 に つ い て 、 平 成 23年 度 に お い て は 、 研 究 者 部 門 1名 （ 推 薦 候 補

者 7名 ）、 学 生 部 門 1名 （ 推 薦 候 補 者 11名 ） の 第 4回 受 賞 者 を 決 定 し 、 優 秀

な 若 手 女 性 研 究 者 の 育 成 を 推 進 し た 。  

・ 次 世 代 を 担 う 先 見 的 な 研 究 者 の 育 成 を 目 的 と し た 京 都 大 学 次 世 代 研 究

者 育 成 支 援 事 業 「 白 眉 プ ロ ジ ェ ク ト 」 に お い て 、 平 成 23年 度 に お い て も

国 際 公 募 に よ る 募 集 を 行 い 、 応 募 者 数 ： 416名 （ う ち 外 国 人 82名 ）、 内 定

者 19名 （ う ち 外 国 人 6名 ） で あ っ た 。 平 成 23年 度 公 募 に よ る 内 定 者 に 対

し て は 、 内 定 式 及 び 研 究 計 画 発 表 会 （ 平 成 23年 12月 ） を 開 催 し た 。 採 用

さ れ た 白 眉 研 究 者 に 関 し て は 、 次 世 代 研 究 者 育 成 セ ン タ ー の プ ロ グ ラ ム

マ ネ ー ジ ャ ー が 受 入 先 と の 協 議 調 整 を 行 い 、 採 用 者 が 研 究 に 専 念 で き る

環 境 の 整 備 の 支 援 を 行 っ た 。  

 

○ 研 究 の 国 際 化  

・ 本 学 が 参 加 す る 国 際 大 学 連 合 （ 環 太 平 洋 大 学 協 会 APRU、 東 ア ジ ア 研 究 型

大 学 協 会 AEARU等 ） の 各 種 事 業 へ 引 き 続 き 参 画 し 、 東 ア ジ ア 研 究 型 大 学

協 会 AEARU事 業 に お い て は 第 17回 年 次 総 会 、 29回 理 事 会 及 び 第 1回 漢 字 文

化 シ ン ポ ジ ウ ム を 本 学 主 催 で 実 施 し た 。  

・ 大 学 間 学 術 交 流 協 定 に つ い て 、 平 成 23年 度 に お い て は ヘ ル シ ン キ 大 学

（ フ ィ ン ラ ン ド ）、 ワ シ ン ト ン 大 学 （ ア メ リ カ ）、 カ ー ル ス ル ー エ 工 科 大

学 （ ド イ ツ ）、 コ ッ チ 大 学 （ ト ル コ ）、 ブ リ ス ト ル 大 学 （ イ ギ リ ス ）、 カ

リ フ ォ ル ニ ア 大 学 デ ー ビ ス 校（ ア メ リ カ ）、ロ ン ド ン 大 学 教 育 研 究 所（ イ

ギ リ ス ） と 締 結 し た 。  

・ 平 成 23年 度 に お け る 大 学 間 学 術 交 流 協 定 数 は 91大 学 、 3大 学 群 1機 関 と な

り 、 学 術 交 流 協 定 に 基 づ く 研 究 者 の 派 遣 、 招 へ い 事 業 を 行 っ た （ 派 遣 ：

計 4名 、 招 へ い ： 計 3名 ）。  

・ 研 究 交 流 ネ ッ ト ワ ー ク の 整 備 に 向 け て 、 平 成 23年 度 に お い て は 日 本 学 術

振 興 会 事 業 に お け る 国 際 共 同 研 究 の 調 査 の 結 果 を 踏 ま え 、 学 術 交 流 協 定

校 と の 間 の 国 際 共 同 研 究 の 調 査 を 実 施 し た 。  

・ 研 究 交 流 ネ ッ ト ワ ー ク を 拡 充 す る た め 、 日 独 6大 学 長 会 議 を 開 催 (平 成 24

年 3月  於 ： 京 都 )し 、 ハ イ デ ル ベ ル グ 大 学 、 ゲ ッ チ ン ゲ ン 大 学 、 カ ー ル

ス ル ー エ 工 科 大 学 の ド イ ツ 3大 学 と 大 阪 大 学 、 東 北 大 学 と の 研 究 交 流

ネ ッ ト ワ ー ク を 拡 充 し た 。  

 

○ 社 会 と の 連 携 、 社 会 貢 献  

・ 文 化 庁 「 ミ ュ ー ジ ア ム 活 性 化 支 援 事 業 」 に 採 択 さ れ て い る 「 京 都 ・ 大 学

ミ ュ ー ジ ア ム 連 携 に よ る 京 都 市 内 大 学 ミ ュ ー ジ ア ム の 活 性 化 事 業 」 に 参

画 し 、 大 学 ミ ュ ー ジ ア ム 間 の 連 携 と 協 力 体 制 を 確 立 し 、 そ れ ら の 活 動 を

通 し た 京 都 の 地 域 連 携 や 観 光 振 興 等 に つ い て 検 討 を 行 っ た 。  

・ 京 都 市 を 中 心 と す る 関 西 圏 を 対 象 と し た 地 域 ラ ジ オ 局 「 α -station（ ア

ル フ ァ ス テ ー シ ョ ン ）」（ エ フ エ ム 京 都 ） と の 協 力 に よ り 、 平 成 23年 11月

か ら 平 成 24年 1月 に タ イ ア ッ プ コ ー ナ ー “ Kyoto U niv ersi ty A cade mic  

Talk” の 放 送 を 全 10回 実 施 し 、 10名 の 教 員 が 自 身 の 研 究 に つ い て ラ ジ オ

を 通 じ て 発 信 し 、 地 域 連 携 を 図 っ た 。  

・ 社 会 人 等 に 対 す る 生 涯 学 習 機 会 の 提 供 と し て 、 平 成 23年 度 に お い て は 、

様 々 な 分 野 で 活 躍 し て い る 本 学 の 卒 業 生 を 迎 え て 講 演 等 を 行 う 京 都 大

学 未 来 フ ォ ー ラ ム （ 5回 、 計 1,902名 参 加 ）、 京 都 大 学 の 学 術 研 究 活 動 の

中 で 培 わ れ た 知 的 財 産 に つ い て 、 学 内 外 の 人 々 と の 共 有 を 図 る 京 都 大 学
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春 秋 講 義 （ 春 季 ・ 秋 季 共 に 各 6回 、 計 2,072名 参 加 ）、 本 学 の 知 的 財 産 及

び 現 在 進 行 中 の 教 育 研 究 活 動 の 成 果 等 を 全 国 に 紹 介 す る 地 域 講 演 会 （ 松

山 市 、鹿 児 島 市 、計 568名 参 加 ）、京 都 大 学 市 民 講 座（ 2回 、計 792名 参 加 ）、

総 合 博 物 館 企 画 展 ・ 特 別 展 等 （ 計 5企 画 、 入 館 者 計 38,992名 ） を 開 催 し

た 。  

・ 本 学 百 周 年 時 計 台 記 念 館 を は じ め 学 内 各 種 施 設 を 利 用 し て 、「 京 都 大 学

ジ ュ ニ ア キ ャ ン パ ス 2011－ 世 界 か ら 日 本 を 診 て み よ う ー 」 を 開 催 し た

（ 参 加 者 数 は 中 学 生 407名 、 保 護 者 ・ 教 員 等 138名 、 計 545名 ）。  

・ 高 大 連 携 事 業 と し て 、 滋 賀 県 立 膳 所 高 等 学 校 に 対 し て 公 開 授 業 「 滋 賀 県

立 膳 所 高 等 学 校 生 徒 を 対 象 と し た 京 都 大 学 の 公 開 講 座 」 を 実 施 し た （ 前

期 21科 目 受 講 者 319名 、 後 期 25科 目  延 べ 受 講 者 608名 ）。  

・ 本 学 に 在 籍 し て い る 若 手 研 究 者 （ 常 勤 職 員 は 除 く ） を 小 中 高 校 へ 派 遣 し

て の 「 出 前 授 業 」 又 は 本 学 を 訪 れ た 小 中 高 校 生 に 対 し て の 「 オ ー プ ン 授

業 」 と い う 形 式 で 、 児 童 ・ 生 徒 へ 各 自 の 研 究 内 容 ・ 研 究 成 果 を 分 か り や

す く 紹 介 す る こ と を 通 じ て 、 科 学 の お も し ろ さ を 伝 え る こ と を 目 的 と し

て い る 、「 サ イ エ ン ス ・ コ ミ ュ ニ ケ ー タ ー ・ プ ロ ジ ェ ク ト 」 を に つ い て 、

応 募 98校 の う ち 49校 に 対 し て 実 施 し た （ 出 前 授 業 ： 計 43校 、 オ ー プ ン 授

業 ： 計 6校 、 受 講 者 数 ： 3,097名 ）。  

 

○ 国 際 化  

・ 国 際 交 流 推 進 機 構 に 国 際 交 流 セ ン タ ー を 統 合 す る と と も に 、 機 構 の 業 務

を よ り 柔 軟 に 遂 行 す る た め 、 国 際 交 流 セ ン タ ー の 業 務 の 一 部 を 国 際 企 画

連 携 部 門 が 担 当 す る こ と と し 、 教 育 を 主 た る 業 務 と す る 国 際 交 流 セ ン

タ ー と 、 企 画 ・ 連 携 等 を 主 た る 業 務 と す る 国 際 企 画 連 携 部 門 と の 連 携 を

強 化 し た 。 ま た 、 国 際 交 流 推 進 に 関 し て 、 よ り 機 能 的 か つ 実 質 的 に 審 議

を 行 う た め に 、 国 際 交 流 推 進 機 構 協 議 会 の も と に 幹 事 会 を 設 置 し た 。  

・ 国 際 化 に 対 応 し た 人 材 を 育 成 す る た め の 英 語 実 践 研 修 に つ い て は 、 職 場

で の 活 用 を 想 定 し て テ キ ス ト の 改 訂 を 行 い 、 平 成 23年 度 に お い て は 6ヶ

月 コ ー ス （ 週 1回 ・ 1回 2時 間 ） を 8ク ラ ス （ 82名 受 講 ） 開 講 し た 。  

・ 海 外 派 遣 の 実 績 と し て 、 文 部 科 学 省 海 外 長 期 研 修 プ ロ グ ラ ム で ア メ リ カ

合 衆 国 に 事 務 職 員 １ 名 を 派 遣 し 、 事 務 職 員 に よ る 事 務 職 員 の た め の 国 際

会 議 で あ る ユ ニ バ ー シ テ ィ ・ ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー ズ ・ ワ ー ク シ ョ ッ プ

（ UAW）（ 平 成 24年 2月 タ イ・バ ン コ ク ）に 事 務 職 員 2名 を 派 遣 し た 。ま た 、

京 都 大 学 と カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 デ ー ビ ス 校 と の 事 務 職 員 の 交 流 に 関 す

る 覚 書 に 基 づ き 、 カ リ フ ォ ル ニ ア 大 学 デ ー ビ ス 校 か ら 事 務 職 員 1名 を 受

け 入 れ た 。  

・ 本 学 へ の 留 学 希 望 者 へ 理 解 し や す い 情 報 を 収 集 し 、 国 際 交 流 推 進 機 構

ホ ー ム ペ ー ジ や 「 京 都 大 学 へ の 留 学 案 内 」、「 Kyoto U n iver sit y  Deg ree  

Prog ram s   f or I n tern ati on al St ude nts」 等 の 冊 子 に よ る 情 報 提 供 を

行 っ た 。  

・ 国 際 企 画 連 携 部 門 に お い て は 、 中 国 か ら の 留 学 希 望 者 に 対 す る 学 歴 検 証

（ ブ ロ ー カ ー の 特 徴 ・ 傾 向 等 ） や 交 換 留 学 生 の 各 国 の 派 遣 率 、 世 界 ラ ン

キ ン グ 等 に 関 す る 各 種 デ ー タ の 収 集 ・ 分 析 を 進 め た 。  

 

 

○ 附 属 病 院 に 関 す る 目 標  

(ⅰ )安 全 で 良 質 な 医 療 サ ー ビ ス  

・ 医 師 の 過 重 業 務 の 見 直 し の た め 、 病 院 の 事 業 （ 活 動 ） 計 画 に お け る 「 人

員 に 関 す る 要 望 」 及 び 人 事 に 関 す る ヒ ア リ ン グ を 通 じ て 、 医 師 の 負 担 軽
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減 に 関 す る 要 望 を 聴 取 し た 。 ま た 、 医 師 等 の 業 務 を 軽 減 さ せ る た め の 取

組 と し て 、 外 来 診 療 ア シ ス タ ン ト の 新 た な 導 入 に つ い て の 検 討 の 実 施 、

診 療 科 （ 部 ） に お い て 病 院 経 費 に よ る 診 療 科 （ 部 ） 医 師 （ 特 定 助 教 ） 及

び 医 療 技 術 職 員 （ コ ・ メ デ ィ カ ル ） 増 員 を 図 る な ど の 取 組 を 行 っ た （ 平

成 23年 度 実 績 ： 医 師 ： 9名 、 医 療 技 術 職 員 7名 ）。  

・ 各 種 医 療 安 全 管 理 マ ニ ュ ア ル に つ い て 所 要 の 整 備 ・ 改 定 を 行 い 、 平 成 23

年 度 に お い て は 、「 麻 薬 管 理 マ ニ ュ ア ル 」、「 高 濃 度 カ リ ウ ム 製 剤 取 り 扱

い 規 程 第 2版 」、「 手 術 部 安 全 管 理 マ ニ ュ ア ル 第 3版 」、「 術 後 静 脈 血 塞 栓

症 予 防 ガ イ ド ラ イ ン 第 2版 」、「 麻 薬 管 理 マ ニ ュ ア ル 第 2版 」、「 イ ン シ デ

ン ト レ ポ ー ト 提 出 要 綱 － 有 害 事 象 の 対 応 －  第 3版 」 に つ い て 実 施 し た 。

・ ニ ュ ー ク ッ ク チ ル 方 式 （ 加 熱 調 理 後 に 食 品 を 急 速 冷 却 す る こ と で 冷 蔵 保

存 し 、 提 供 直 前 に 温 食 は 再 加 熱 を 行 う 方 式 。 こ れ に よ り 、 食 品 の 温 度 時

間 管 理 が 連 続 し 、 細 菌 の 増 殖 を 防 ぐ こ と が で き る た め 、 安 全 で お し し い

食 事 提 供 が 可 能 と な る ） に よ る 業 務 運 用 が 確 立 し 、 安 全 な 食 事 を 安 定 し

て 提 供 で き る よ う に な っ た 。  

 

(ⅱ )良 質 な 医 療 人 の 育 成  

・ 医 学 部 医 学 科 の 「 臨 床 実 習 マ ニ ュ ア ル 」 に 従 い 、 前 半 期 と し て 、 内 科 ・

外 科 系 の 臨 床 実 習 を 、 後 半 期 と し て 、 内 科 ・ 外 科 系 以 外 各 科 の 臨 床 実 習

を 実 施 し た 。（ 前 半 期 ： 206名 、 後 半 期 ： 205名 ）  

・ 薬 学 部 及 び 医 学 部 人 間 健 康 科 学 科 の 臨 床 実 習 カ リ キ ュ ラ ム に 沿 っ て 、 薬

学 部 学 生 及 び 人 間 健 康 科 学 科 学 生 の 実 務 実 習 体 制 を 整 備 し 、 薬 学 部 29名

及 び 人 間 健 康 科 学 科 389名 を 受 け 入 れ て 臨 床 実 習 を 実 施 し た 。  

・ 総 合 臨 床 教 育・研 修 セ ン タ ー で は 将 来 の ビ ジ ョ ン 、日 常 生 活 に 至 る ま で 、

き め 細 か い サ ポ ー ト を 行 う メ ン タ ー 制 度 を 活 用 し た 卒 後 臨 床 研 修 プ ロ

グ ラ ム （ 初 期 臨 床 研 修 ） 及 び 専 門 医 養 成 プ ロ グ ラ ム （ 後 期 臨 床 研 修 ） を

計 画 し 実 施 し た 。  

・ 卒 後 臨 床 研 修 プ ロ グ ラ ム の 充 実 の た め に 、 平 成 22年 度 か ら 導 入 し た 夜 間

休 日 救 急 外 来 研 修 を 継 続 し て 取 り 組 み 、 概 ね 月 1回 研 修 医 向 け に Grand 

Roun dと 称 す る ラ ン チ ョ ン セ ミ ナ ー を 開 催 し た 。  

・ 医 師 臨 床 研 修 マ ッ チ ン グ（ 組 合 せ 決 定 ）成 立 者 率（ 平 成 23年 度 10月 発 表 ）

は 、 72.5％ で あ っ た 。 今 後 、 さ ら に 魅 力 的 で 充 実 し た 卒 後 臨 床 研 修 プ ロ

グ ラ ム （ 初 期 臨 床 研 修 ） 及 び 専 門 医 養 成 プ ロ グ ラ ム （ 後 期 臨 床 研 修 ） と

す る た め に 意 見 交 換 や 調 査 を 実 施 し 、 改 善 に 向 け た 対 応 策 を 講 じ た 。  

・ 文 部 科 学 省 「 大 学 病 院 人 材 養 成 機 能 強 化 事 業 （ 大 学 病 院 間 の 相 互 連 携 に

よ る 優 れ た 専 門 医 等 の 養 成 ）」 に よ る 「 マ グ ネ ッ ト 病 院 連 携 を 基 盤 と し

た 専 門 医 養 成 」 事 業 に お い て は 、 事 業 の 周 知 を 早 期 に 行 う こ と に よ り 新

た な 後 期 研 修 医 の 登 録 数 が 前 年 度 を 上 回 り 、 計 108名 と な っ た 。  

・ 平 成 23年 度 に お け る 「 プ ラ イ マ リ ・ ケ ア の 指 導 方 法 等 に 関 す る 講 習 会 」

と し て は 、 受 講 者 数 の 増 加 を 図 る た め 医 師 臨 床 研 修 指 導 医 講 習 会 を 平 日

に 開 催 す る こ と と し 、 2回 実 施 し た 。  

 

(ⅲ )先 端 的 医 療 の 開 発 と 実 践  

・ 国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所 「 ス ー パ ー 特 区 対 応 部 門 」 と の 薬 事 相 談 等 、

ス ー パ ー 特 区 専 用 に 設 け ら れ て い る 特 別 制 度 の 活 用 に よ り プ ロ ジ ェ ク

ト の 進 行 を 加 速 し 、 革 新 的 な 医 療 機 器 の 開 発 を 促 進 し た 。「 革 新 的 な 医

療 機 器 の 開 発 」 分 野 で は 、 薬 事 申 請 事 前 相 談 1件 、 薬 事 取 得 1件 、 治 験 開

始 事 前 相 談 1件 、「 国 民 保 健 に 重 要 な 治 療 ・ 診 断 に 用 い る 医 薬 品 ・ 医 療 機

器 の 研 究 開 発 」 分 野 で は 、 対 面 助 言 1件 、 医 師 主 導 治 験 1件 、 高 度 医 療 事
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前 相 談 1件 、 高 度 医 療 1件 、 薬 事 承 認 1件 の 実 績 が あ っ た 。  

・ 探 索 医 療 セ ン タ ー の 固 定 プ ロ ジ ェ ク ト 関 係 で は 、「 ポ ス ト ゲ ノ ム 」 が 各

段 階 を 標 的 と し た 疾 患 の 新 規 予 防 ・ 治 療 を 確 立 す る た め の 臨 床 研 究 を 継

続 し て 行 い 、流 動 プ ロ ジ ェ ク ト 関 係 で は 、「 レ プ チ ン・脂 肪 細 胞 プ ロ ジ ェ

ク ト 」 に お い て 医 師 主 導 治 験 を 実 施 し た ほ か 、 高 度 医 療 評 価 制 度 に よ る

臨 床 試 験 も 実 施 し 、 さ ら に 協 力 医 療 機 関 で あ る 福 岡 大 学 及 び 慶 應 義 塾 大

学 に お い て も 実 施 し た 。 ま た 、「 血 管 新 生 ・ 組 織 再 生 プ ロ ジ ェ ク ト 」 に

お い て は 、 平 成 22年 度 よ り 引 き 続 き 高 度 医 療 評 価 制 度 に よ る 臨 床 試 験 を

実 施 し た ほ か 、「 抗 PD-1免 疫 療 法 プ ロ ジ ェ ク ト 」 で は 、 医 薬 品 医 療 機 器

総 合 機 構 に よ る 対 面 助 言 の 実 施 及 び 医 師 主 導 治 験 を 実 施 し た 。  

・ 探 索 医 療 セ ン タ ー が 支 援 し て い る そ の 他 シ ー ズ に つ い て も 、「 難 治 性 皮

膚 潰 瘍 を 対 象 と し た 人 工 真 皮 プ ロ ジ ェ ク ト 」 が 目 標 症 例 数 を 達 成 し 、 プ

ロ ジ ェ ク ト の 取 り ま と め 作 業 を 行 っ た ほ か 、「 重 症 イ ン ス リ ン 依 存 状 態

糖 尿 病 に 対 す る 免 疫 抑 制 薬 を 併 用 し た 膵 島 移 植 の 開 発 」、「 γ δ 型 Ｔ 細

胞 を 標 的 と し た 癌 免 疫 療 法 の 開 発 」、「 メ ラ ノ ー マ を 対 象 に 樹 状 細 胞 を

利 用 し た 免 疫 療 法 に よ る 臨 床 試 験 」 に つ い て も 臨 床 試 験 を 推 進 し た 。  

・ 医 療 機 器 の 臨 床 研 究 か ら 薬 事 申 請 ま で 、 一 連 の 流 れ を 迅 速 か つ 適 正 に 行

う こ と を 目 指 し て 設 置 さ れ た 先 端 医 療 機 器 開 発 ・ 臨 床 研 究 セ ン タ ー に お

い て 、 8研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト が 研 究 活 動 を 開 始 し た 。 医 療 機 器 の 実 用

化 の た め の 臨 床 試 験 や 治 験 等 の 推 進 に 取 り 組 み 、 セ ン タ ー の 研 修 教 育 機

能 を 生 か し て 医 療 機 器 開 発 を 担 う 人 材 育 成 を 図 っ た 。  

 

(ⅳ )効 率 的 な 経 営 と 病 院 運 営 体 制 の 整 備  

・ 機 器 更 新 計 画 に 基 づ い た 、 機 器 更 新 （ 35件 ） を 実 施 し 、 さ ら に 診 療 科 ヒ

ア リ ン グ と 医 療 機 器 ・ 施 設 整 備 委 員 会 で の 審 議 を 踏 ま え 機 器 更 新 計 画 を

更 新 し 、 そ れ に 基 づ く 機 器 更 新 （ 25件 ） に つ い て も 行 い 、 医 療 機 器 の 集

約 化 を 促 進 し た 。  

・ 医 薬 品 、 医 療 材 料 等 の 採 用 品 目 の 適 正 化 及 び 標 準 化 に 向 け た 取 組 と し

て 、 医 薬 品 に お い て は 、 院 内 採 用 医 薬 品 削 除 候 補 27品 目 に 関 し て 各 診 療

科 に 照 会 し 、 そ の 結 果 16品 目 採 用 削 除 し 、 医 療 材 料 に つ い て は 、 長 期 間

使 用 実 績 の な い 材 料 等 に 関 す る 照 会 を 各 部 署 に 行 い 、 使 用 し な い 材 料 の

引 き 揚 げ を 行 っ た 。 ま た 、 2年 間 使 用 実 績 の な い 材 料 に つ い て 、 926品 目

を 削 除 し た 。  

・ 物 流 管 理 シ ス テ ム （ SPD： Suppl y Pr oces sin g  &  Di str ibut io n） に つ い

て は 、 昨 年 度 末 に バ ー ジ ョ ン UP及 び 新 機 能 の 追 加 を 行 い 、 本 格 稼 働 さ せ

る こ と に よ り 、 供 給 管 理 体 制 の 充 実 及 び 在 庫 削 減 を 図 っ た 。  

 

○ 産 官 学 連 携  

・ 産 官 学 連 携 に 関 す る 横 断 的 な 業 務 を 可 能 と す る た め 、 知 財 ・ ラ イ セ ン ス

化 部 門 及 び 企 業 化 促 進 部 門 の 2部 門 を 縦 軸 と し 、 関 連 す る 法 務 等 の 3室 を

横 軸 と す る 産 官 学 連 携 本 部 の 改 組 を 行 っ た 。  

・ 民 間 等 共 同 研 究 に か か る 産 官 学 連 携 推 進 経 費 の 率 （ 10％ ） に つ い て 、 各

部 局 ・ 研 究 科 へ の 意 見 聴 取 を 実 施 し た ほ か 、 ス ト ッ ク オ プ シ ョ ン の 活 用

開 始 に つ い て は 、 規 程 を 整 備 し た 。  

・ 東 京 地 区 に お け る 産 官 学 連 携 活 動 の 推 進 及 び ネ ッ ト ワ ー ク 構 築 に 関 し

て は 、 昨 年 度 に 引 き 続 き 、 京 都 大 学 東 京 オ フ ィ ス に 配 置 し て い る 客 員 教

授 を 中 心 と し て 、 企 業 の 研 究 開 発 担 当 役 員 等 や 業 界 協 会 と の 接 触 及 び 意

見 交 換 、 報 道 機 関 へ の 記 者 レ ク チ ャ ー 等 を 通 じ た 本 学 研 究 情 報 の 配 信 ・

記 事 掲 載 、 本 学 主 催 の シ ー ズ 発 表 会 ・ 展 示 会 等 の 告 知 と 聴 講 者 動 員 、 前
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項 の イ ベ ン ト 終 了 後 の 共 同 研 究 ／ 特 許 ラ イ セ ン ス ／ ベ ン チ ャ ー 起 業 等

に 向 け た フ ォ ロ ー ア ッ プ 等 を 実 施 し た 。  

・ 知 財 の 国 際 的 ラ イ セ ン ス 契 約 を 目 指 し て 、 最 近 の 新 し い 知 財 ラ イ セ ン ス

化 の 場 と し て 注 目 さ れ て い る 国 際 産 学 連 携 会 議 （ BioEp o 、

Bio-Eur op e201 1） で の 個 別 商 談 に 参 加 し 、 こ れ ま で に 構 築 し て き た 国 際

大 学 間 連 携 を 通 し た 海 外 で の ラ イ セ ン ス 活 動 を 活 発 化 し た 。  

・ 関 西 TLO株 式 会 社 に 委 託 し て い る 個 々 の ラ イ セ ン ス 活 動 の 進 捗 状 況 や 技

術 移 転 先 の 開 拓 に 関 し て 、 定 期 的 に 産 官 学 連 携 本 部 と 協 議 の 場 を 設 け 、

技 術 移 転 機 能 の 強 化 、 効 率 化 を 図 る と と も に 、 技 術 移 転 活 動 の 点 検 を

行 っ た 。  

・ 本 学 単 独 所 有 特 許 の ラ イ セ ン ス 化 に 関 し て は 、 関 西 TLO株 式 会 社 の 株 式

約 40％ の 取 得 し 、 重 要 事 項 の 議 決 へ の 拒 否 権 を 本 学 が 保 有 す る こ と に よ

り 、 同 社 へ の 本 学 の ガ バ ナ ン ス 強 化 を 図 っ た 。  

・ 増 加 す る 海 外 と の 契 約 へ の 対 応 機 能 強 化 の た め 、 法 務 担 当 特 定 研 究 員 を

1名 採 用 し 、 各 種 英 文 契 約 雛 形 （ 共 同 研 究 契 約 書 、 包 括 連 携 協 定 書 等 ）

の 完 成 に 努 め 、 米 国 特 許 法 改 正 に 準 じ た 改 良 を し 、 雛 形 に つ い て は 実 務

上 の 取 り 扱 い や す さ を 勘 案 し て 簡 易 な 説 明 書 を 作 成 し た 。  

・ 増 加 す る 国 際 案 件 へ の 対 応 策 と し て 、 国 際 案 件 を 多 く 扱 う 国 内 法 律 事 務

所 や 米 国 ・ 仏 国 等 各 国 の 現 地 法 律 事 務 所 と の ネ ッ ト ワ ー ク の 強 化 を 行

い 、 米 国 現 地 法 律 事 務 所 か ら の ニ ュ ー ヨ ー ク 州 弁 護 士 の 講 師 招 へ い に よ

る 米 国 特 許 法 改 正 に つ い て の セ ミ ナ ー 実 施 な ど を 行 っ た 。  
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3．沿革 
      
 明治 2 年 5 月 大阪に舎密局（せいみきょく）開校 
   9 月 大阪に洋学校開校 
 3 年 10 月 理学所（舎密局の後身）、洋学校と合併し、開成所と改称 
 13 年 12 月 大阪専門学校（開成所の後身）、大阪中学校と改称 
 18 年 7 月 大阪中学校、大学分校と改称 
 19 年 4 月 大学分校、第三高等中学校と改称 
 22 年 8 月 第三高等中学校、大阪から京都へ移転 
 27 年 9 月 第三高等中学校、第三高等学校と改称    
 30 年 6 月 京都帝国大学創設 
   9 月 理工科大学開設 
 32 年 9 月 法科大学、医科大学開設 
   12 月 附属図書館設置 
   12 月 医科大学附属医院設置 
 39 年 9 月 文科大学開設 
 大正 3 年 7 月 理工科大学が分けられ工科大学、理科大学となる 
 8 年 2 月 分科大学を学部と改称 
   5 月 経済学部設置 
 12 年 11 月 農学部設置 
 13 年 3 月 学生健康相談所設置 
   5 月 農学部附属農場設置 
   5 月 農学部附属演習林設置 
 15 年 10 月 化学研究所附置 
 昭和 14 年 8 月 人文科学研究所附置 
 16 年 3 月 結核研究所附置 
   11 月 工学研究所附置 
 19 年 5 月 木材研究所附置 
 21 年 9 月 食糧科学研究所附置 
 22 年 10 月 京都帝国大学を京都大学と改称 
 24 年 5 月 新制京都大学設置 
   5 月 教育学部設置 
   5 月 第三高等学校を統合 
   5 月 医学部附属医院を医学部附属病院と改称 
   8 月 分校設置 
   8 月 学生健康相談所を保健診療所と改称 
 25 年 3 月 第三高等学校廃止 
   5 月 宇治分校開設 
 26 年 4 月 防災研究所附置 
 28 年 4 月 新制大学院設置 
   8 月 基礎物理学研究所附置 
 29 年 3 月 分校を教養部と改称 
 30 年 7 月 新制大学院医学研究科設置 
 31 年 4 月 ウイルス研究所附置 
 35 年 4 月 薬学部設置 
 36 年 5 月 宇治分校廃止 
   5 月 工業教員養成所設置 
 37 年 4 月 経済研究所附置 
 38 年 4 月 教養部設置 
   4 月 数理解析研究所附置 
   4 月 原子炉実験所附置 
 40 年 4 月 東南アジア研究センター設置 
 41 年 4 月 保健管理センター設置 
 42 年 6 月 霊長類研究所附置 
   6 月 結核研究所を結核胸部疾患研究所と改称 
 44 年 4 月 大型計算機センター設置 
 45 年 3 月 工業教員養成所廃止 
 46 年 4 月 放射性同位元素総合センター設置 
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   4 月 工学研究所を原子エネルギー研究所と改称 
 47 年 5 月 体育指導センター設置 
 50 年 4 月 医療技術短期大学部設置 
 51 年 5 月 ヘリオトロン核融合研究センター設置 
   5 月 放射線生物研究センター設置 
  52 年 4 月 環境保全センター設置 
   7 月 埋蔵文化財研究センター設置 
 53 年 4 月 情報処理教育センター設置 
 55 年 4 月 医用高分子研究センター設置 
 56 年 4 月 超高層電波研究センター設置 
 61 年 4 月 アフリカ地域研究センター設置 
 63 年 4 月 遺伝子実験施設設置 
   4 月 結核胸部疾患研究所を胸部疾患研究所と改称 
   12 月 国際交流センター設置 
 平成 2 年 3 月 医用高分子研究センター廃止（10年時限） 
   6 月 生体医療工学研究センター設置 
   6 月 留学生センター設置（国際交流センター廃止） 
 3 年 4 月 大学院人間・環境学研究科設置 
   4 月 生態学研究センター設置 
   4 月 木材研究所を木質科学研究所と改称 
 4 年 10 月 総合人間学部設置 
 5 年 3 月 教養部廃止 
 6 年 6 月 高等教育教授システム開発センター設置 
 8 年 3 月 アフリカ地域研究センター廃止（10年時限） 
   4 月 大学院エネルギー科学研究科設置 
   4 月 アフリカ地域研究資料センター設置 
   4 月 学生懇話室設置 
   5 月 原子エネルギー研究所とヘリオトロン核融合研究センターを統合

しエネルギー理工学研究所に改組・転換 
 9 年 4 月 総合博物館設置 
   4 月 総合情報メディアセンター設置（情報処理教育センター廃止） 
 10 年 4 月 大学院アジア・アフリカ地域研究研究科設置 
   4 月 大学院情報学研究科設置 
   4 月 胸部疾患研究所と生体医療工学研究センターを統合し 

再生医科学研究所に改組・転換 
 11 年 4 月 大学院生命科学研究科設置 
   6 月 学生懇話室をカウンセリングセンターに改組 
 12 年 4 月 超高層電波研究センターを宙空電波科学研究センターに改組 
   11 月 大学文書館設置 
 13 年 4 月 食糧科学研究所廃止（大学院農学研究科と統合） 
   4 月 国際融合創造センター設置 
 14 年 3 月 大学情報収集・分析センター設置 
   4 月 大学院地球環境学堂・学舎設置 
   4 月 大型計算機センターと総合情報メディアセンターを統合し 

学術情報メディアセンターに改組・転換 
   4 月 低温物質科学研究センター設置 
   4 月 福井謙一記念研究センター設置 
 15 年 4 月 高等教育研究開発推進機構設置 
   4 月 高等教育研究開発推進センター設置 
   4 月 高等教育教授システム開発センター廃止 
   4 月 フィールド科学教育研究センター設置 
   4 月 農学研究科附属演習林廃止 
   4 月 体育指導センター廃止 
   10 月 医学部保健学科設置 
 16 年 4 月 国立大学法人京都大学設立 
   4 月 木質科学研究所と宙空電波科学研究センターを統合し 

生存圏研究所に改組・転換 
   4 月 東南アジア研究センターを廃止、東南アジア研究所に転換 
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   4 月 遺伝子実験施設廃止 
   12 月 大学情報収集・分析センター廃止 
 17 年 4 月 環境安全保健機構設置 
   4 月 国際イノベーション機構設置 
   4 月 国際交流推進機構設置 
   4 月 情報環境機構設置 
   4 月 図書館機構設置 
   4 月 留学生センターを国際交流センターに改組 
 18 年 4 月 大学院公共政策連携研究部・公共政策教育部設置 
   4 月 大学院経営管理研究部・経営管理教育部設置 
   4 月 地域研究統合情報センター設置 
   4 月 ナノメディシン融合教育ユニット設置 
   4 月 生存基盤科学研究ユニット設置 
   7 月 次世代開拓研究ユニット設置 
   9 月 女性研究者支援センター設置 
 19 年 4 月 こころの未来研究センター設置 
   4 月 先端医工学研究ユニット設置 
   4 月 生命科学系キャリアパス形成ユニット設置 
   4 月 医療技術短期大学部廃止 
   7 月 国際イノベーション機構廃止 
   7 月 産官学連携本部設置 
   7 月 国際融合創造センターを産官学連携センターに改組 
   10 月 物質－細胞統合システム拠点設置 
 20 年 4 月 野生動物研究センター設置 
   4 月 埋蔵文化財研究センター廃止 
   4 月 文化財総合研究センター設置 
   4 月 宇宙総合学研究ユニット設置 
   10 月 先端技術グローバルリーダー養成ユニット設置 
 21 年 9 月 次世代研究者育成センター設置 
 22 年 3 月 学際融合教育研究推進センター設置 

   4 月 iPS細胞研究所設置 

   4 月 産官学連携センター廃止（産官学連携本部に統合） 

   4 月 ナノメディシン融合教育ユニット廃止 

   4 月 先端医工学研究ユニット廃止 

   4 月 生命科学系キャリアパス形成ユニット廃止 

 23 年 4 月 放射性同位元素総合センター廃止（環境安全保健機構に統合）

   4 月 環境保全センター廃止（環境安全保健機構に統合） 

   4 月 国際交流センター廃止（国際交流推進機構に統合） 

   4 月 保健管理センター廃止（環境安全保健機構に統合） 

   4 月 生存基盤科学研究ユニット廃止 

   4 月 次世代開拓研究ユニット廃止 

 

 

 

4．設立根拠法 

 国立大学法人法（平成15年法律第112号） 

 

 

5．主務大臣（主務省所管局課） 

 文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 

 



- 30 -

6．組織図 

 

文学研究科
教育学研究科
法学研究科
経済学研究科
理学研究科
医学研究科

京都大学 薬学研究科
大 学 院  

(17) 
工学研究科
農学研究科
人間・環境学研究科 
エネルギー科学研究科 
アジア・アフリカ地域研究研究科
情報学研究科
生命科学研究科 
地球環境学堂・地球環境学舎
公共政策連携研究部・公共政策教育部
経営管理研究部・経営管理教育部

総合人間学部
文学部
教育学部

学 部 

(10) 

法学部
経済学部
理学部
医学部  附属病院
薬学部
工学部
農学部

化学研究所
人文科学研究所 
再生医科学研究所 
エネルギー理工学研究所 
生存圏研究所

附 置 研 究 所 

(14) 

防災研究所
基礎物理学研究所 
ウイルス研究所 
経済研究所
数理解析研究所 
原子炉実験所
霊長類研究所
東南アジア研究所 
iPS 細胞研究所 

附属図書館

学術情報メディアセンター 
放射線生物研究センター 
生態学研究センター 
地域研究統合情報センター 
高等教育研究開発推進センター
総合博物館
低温物質科学研究センター 
フィールド科学教育研究センター
福井謙一記念研究センター 

教育研究施設等 

(20) 

こころの未来研究センター 
野生動物研究センター 
文化財総合研究センター 

カウンセリングセンター 
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大学文書館
先端技術グローバルリーダー養成ユニット
宇宙総合学研究ユニット 
アフリカ地域研究資料センター 
女性研究者支援センター 
次世代研究者育成センター 
学際融合教育研究推進センター 

高等教育研究開発推進機構 
機 構 等  

(6) 

環境安全保健機構 
国際交流推進機構 
情報環境機構
図書館機構
産官学連携本部

物質-細胞統合システム拠点 

総長室

監査室

総務部
渉外部
財務部

事 務 本 部 

(7) 
施設部 
学務部
研究国際部
情報部

 
 
7．所在地 
 吉田キャンパス（本部） 
 桂キャンパス 
 宇治キャンパス 

京都府京都市左京区吉田本町 
京都府京都市西京区京都大学桂 
京都府宇治市五ヶ庄 

 
 
8．資本金の状況 

  244,526,308,034円（全額 政府出資） 

 
 
9．学生の状況 

  総学生数 
   学士課程 
   修士課程 
   博士課程 
   専門職学位課程 

22,589人
13,387人
4,793人
3,680人

729人
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10．役員の状況 
 

役職 氏名 任期 経歴 

学長 松本  紘 平成20年10月1日 
～平成26年9月30日 

平成17年10月 
～平成20年9月 

京都大学副学長 
（研究・財務担当） 

理事 
（学生担当） 

 

赤 松  明 彦  平成22年10月1日 
～平成24年9月30日 

平成22年4月 
～平成22年9月 

京都大学  
文学研究科長・文学部長 

理事 
(教育担当） 

淡 路  敏 之  平成22年10月1日 
～平成24年9月30日 

平成20年11月 
～平成22年9月 

京都大学理事補 

理事 
(企画担当) 

江﨑 信芳 平成20年10月1日 
～平成24年9月30日 

平成17年4月 
～平成20年3月 

京都大学 
化学研究所長 

理事 
(渉外担当) 

大西 有三 平成20年10月1日 
～平成24年9月30日 

平成17年4月 
～平成20年9月 

京都大学 
図書館機構長 

理事 
(総務・人事

担当） 

塩田 浩平 平成20年10月1日 
～平成24年9月30日 

平成19年10月 
～平成20年9月 

京都大学 
医学研究科長 

理事 
(財務・施設

担当） 

西阪 昇 平成22年8月1日 
～平成24年9月30日 

平成21年7月 
～平成22年7月 

文部科学省大臣官房 
文教施設企画部長 

理事 
(研究担当) 

吉川 潔 平成20年10月1日 
～平成24年9月30日 

平成19年4月 
～平成20年9月 

京都大学 研究推進部 
研究企画支援室長 

監事 平井 紀夫 平成20年4月1日 
～平成24年3月31日 

平成18年6月 
～平成20年3月 

京都大学 総長特別顧問 

監事 
(非常勤) 

畑  守 人  平成22年4月1日 
～平成24年3月31日 

弁護士 
竹林・畑・中川・福島法律事務所

 
 
11．教職員の状況 
 
 教員8,135人（うち常勤3,817人、非常勤4,318人） 

 職員5,655人（うち常勤3,035人、非常勤2,620人） 

 （常勤教職員の状況） 

 常勤教職員は前年度比で191人（2.9％）増加しており、平均年齢は41.6歳（前年度41.2歳）と

なっている。このうち、国からの出向者は3人、地方公共団体からの出向者2人、民間からの出向

者は35人。 
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「Ⅲ 財務諸表の概要」 

1．貸借対照表 

（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/disclosure/guide/accounting/documents/2011/zaimu_2011.pdf） 
 

（単位：百万円）

 資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

有形固定資産 

土地 

 減損損失累計額 

建物 

減価償却累計額等 

構築物 

減価償却累計額等 

工具器具備品 

減価償却累計額等 

図書 

その他の有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

 

流動資産 

現金及び預金 

有価証券 

その他の流動資産 

405,194

388,701

166,618

△2

210,169

△73,473

15,866

△6,163

113,481

△76,227

33,359

5,073

2,237

14,256

46,066

16,569

20,999

8,498

固定負債 

資産見返負債 

センター債務負担金 

長期未払金 

引当金 

退職給付引当金 

  その他の固定負債  

流動負債 

運営費交付金債務 

寄附金債務 

未払金 

その他の流動負債 

107,075

78,959

13,752

11,256

142

142

2,966

55,548

7,862

14,980

21,575

11,131

負債合計 162,623

純資産の部  

資本金 

政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

244,526

244,526

15,545

28,566

純資産合計 288,637

資産合計 451,260 負債純資産合計 451,260

 
（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 
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2．損益計算書 

（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/disclosure/guide/accounting/documents/2011/zaimu_2011.pdf） 
 

（単位：百万円） 

  金額 

経常費用（A） 143,155 

業務費 

教育経費 

研究経費 

診療経費 

教育研究支援経費 

受託研究経費 

受託事業経費 

人件費 

一般管理費 

財務費用 

雑損 

137,957 

5,173 

23,016 

19,720 

3,321 

20,293 

865 

65,569 

4,155 

991 

52 

経常収益(B) 144,961 

運営費交付金収益 

学生納付金収益 

附属病院収益 

受託研究等収益 

寄附金収益 

補助金等収益 

施設費等収益 

研究関連収入 

資産見返負債戻入 

その他の収益 

52,292 

13,736 

31,466 

19,500 

4,403 

9,109 

368 

3,296 

8,561 

2,230 

臨時損失(C) △152 

臨時利益(D) 32 

前中期目標期間繰越積立金取崩額(E) 50 

当期総利益（当期総損失）（B-A+C+D+E） 1,736 
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3．キャッシュ・フロー計算書 

（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/disclosure/guide/accounting/documents/2011/zaimu_2011.pdf） 

（単位：百万円） 

 

 金額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 2 5 , 0 4 2  

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

 人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 附属病院収入 

  受託研究等収入 

 その他の業務収入 

△46,671 

△66,379 

△3,843 

5 6 , 8 4 2  

1 2 , 6 2 7  

30,603 

18,540 

23,323 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) △15,414 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △8,114 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) － 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 1 , 5 1 4  

Ⅵ資金期首残高(F) 12,055 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 13,569 

 

4．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/disclosure/guide/accounting/documents/2011/zaimu_2011.pdf） 

（単位：百万円） 

 

 金額 

Ⅰ業務費用 67 , 7 6 0  

 損益計算書上の費用 

 （控除）自己収入等 

143 , 3 0 8  

△75,548 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 

Ⅲ損益外減損損失相当額 

Ⅳ損益外利息費用相当額 

Ⅴ損益外除売却差額相当額 

Ⅵ引当外賞与増加見積額 

Ⅶ引当外退職給付増加見積額 

Ⅷ機会費用 

Ⅸ（控除）国庫納付額 

 

8 , 5 4 2  

1 6  

△0  

94  

   △14  

△167  

3 , 6 6 9  

－ 

Ⅹ国立大学法人等業務実施コスト 79 , 9 0 0  
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5．財務情報 
(1) 財務諸表の概況 

① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 
ア．貸借対照表関係 
（資産合計） 

平成 23 事業年度末現在の資産合計は、前年度比 4,816 百万円（１％、以下、特に断らない
限り前年度比・合計）減の 451,260 百万円である。 

主な増加要因は、建物が、（南部）総合研究棟（旧再生研西館）や（本部）総合研究棟（旧
工学部８号館）等の改修工事の竣工により、4,573 百万円（2％）増の 210,169 百万円となっ
たこと等である。 

主な減少要因は、有価証券が、償還期間をむかえたことにより、3,002 百万円（13％）減
の 20,999 百万円となったこと等である。 

     
（負債合計） 

平成 23 事業年度末現在の負債合計は、1,757 百万円（1％）減の 162,623 百万円である。 
主な増加要因は、資産見返負債が、大学運営費や補助金などによる資産購入等の増加によ

り、3,762 百万円（5％）増の 78,959 百万円となったこと等である。 
主な減少要因は、国立大学財務・経営センター債務負担金が償還により、2,371 百万円

（15％）減の 13,752 百万円となったこと、長期未払金が、PFI 事業（（桂）総合研究棟、（北
部）総合研究棟、（南部）総合研究棟）等の支払いにより、2,642 百万円（19％）減の 11,256
百万円となったこと等である。 

 
（純資産合計） 

平成 23 事業年度末現在の純資産合計は、3,059 百万円（1％）減の 288,637 百万円である。 
主な減少要因は、資本剰余金が損益外減価償却累計額の増加により、4,745 百万円（23%）

減の 15,545 百万円となったこと等である。 
 
イ．損益計算書関係 
（経常費用） 

平成 23 事業年度の経常費用は、5,398 百万円（4％）増の 143,155 百万円である。 
主な増加要因は、教員人件費が、教員定年に伴う退職手当の支給額の増加により、3,517

百万円（10％）増の 39,578 百万円となったこと、受託研究費が、国等からの受託研究費の受
入金額の増加に伴い、2,794 百万円（16％）増の 20,293 百万円となったこと等である。 

主な減少要因は、受託事業費が、国等からの委託事業の受入金額の減少に伴い、2,984 百
万円（78％）減の 865 百万円となったこと等である。 
 

（経常収益） 
平成 23 事業年度の経常収益は、5,860 百万円（4％）増の 144,961 百万円である。 
主な増加要因は、受託研究等収益が、国等からの受託研究費の受入金額の増加に伴い、2,835

百万円（17％）増の 19,500 百万円となったこと、附属病院収益が、患者数及び手術件数等の
上昇による病院収入の増加により、1,810 百万円（6％）増の 31,466 百万円となったこと等
である。 

主な減少要因は、受託事業等収益が、国等からの委託事業からの受託事業費の受入金額の
減少に伴い、2,989 百万円（78％）減の 865 百万円となったこと等である。 

 
（当期総損益） 

上記の経常費用及び経常収益を計上し、臨時損失として△152 百万円、臨時利益として 32
百万円、前中期目標期間繰越積立金を使用したことによる前中期目標期間繰越積立金取崩額
50 百万円を計上した結果、平成 23 年度における当期総損益は、1,736 百万円である。 
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ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 23 事業年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、484 百万円（2％）減の 25,042
百万円である。 

主な増加要因は、補助金等収入が、1,776 百万円（14％）増の 14,144 百万円となったこと、
附属病院収入が、病床稼働率の上昇等により、1,657 百万円（6％）増の 30,603 百万円となっ
たこと等である。 

主な減少要因としては、受託事業等収入が、国等からの委託事業の受入金額の減少に伴い、
2,912 百万円（76％）減の 935 百万円となったこと等である。 

 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 23 事業年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度△49,688 百万円から、
34,274 百万円（69％）増の△15,414 百万円である。 

主な増加要因としては、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出が 13,160 百万円
（39％）減の△20,484 百万円となったこと等である。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成 23 事業年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前年度△8,624 百万円から、510
百万円（6％）増の△8,114 百万円である。 

主な増加要因としては、PFI 債務の返済による支出が、636 百万円（32％）減の△1,350 百
万円となったこと等である。 

  
エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

     （国立大学法人等業務実施コスト計算書） 
平成 23 事業年度の国立大学法人等業務実施コストは、1,552 百万円（2％）増の 79,900 百

万円である。 
主な増加要因としては、国又は地方公共団体の無償又は減額された使用料による賃貸借取引

の機会費用が、319 百万円（38％）増の 1,154 百万円となったこと等である。 
主な減少要因としては、引当外退職給付増加見込額が、対象人員の減少により、1,567 百万

円（112％）減の△167 百万円となったこと等である。 
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 (表) 主要財務データの経年表 

（単位：百万円） 

区分 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

資産合計 417 , 0 5 8 430 , 6 1 5 459 , 9 5 9 456,077 451,260

負債合計 144 , 1 1 6 154 , 1 3 9 166 , 0 2 7 164,380 162,623

純資産合計 272 , 9 4 2 276 , 4 7 6 293 , 9 3 2 291,697 288,637

経常費用 122 , 9 0 2 128 , 4 2 8 134 , 7 4 5 137,758 143,155

経常収益 128 , 8 6 1 134 , 9 6 3 141 , 8 3 2 139,101 144,961

当期総損益 6 , 2 5 2 6 , 8 6 4 12 , 6 4 8 933 1,736

業務活動によるキャッシュ・フロー 16 , 2 8 9 23 , 9 9 7 25 , 3 7 6 25 , 5 2 7  2 5 , 0 4 2

投資活動によるキャッシュ・フロー △20 , 0 4 9 △15 , 8 7 3 18 , 4 5 7 △49,688 △ 1 5 , 4 1 4

財務活動によるキャッシュ・フロー △6 , 2 10 △6 , 9 06 △6 , 6 92 △8,624 △ 8 , 1 1 4

資金期末残高 6 , 4 8 2 7 , 6 8 0 44 , 8 4 1 1 2 , 0 5 5  1 3 , 5 6 9

国立大学法人等業務実施コスト 73 , 0 1 2 72 , 7 6 9 74 , 1 0 8 78 , 3 4 8  7 9 , 9 0 0

（内訳）  

 業務費用 61 , 9 5 3 62 , 6 8 9 64 , 2 8 6 64 , 4 1 2  6 7 , 7 6 0

  うち損益計算書上の費用 123 , 0 1 6 128 , 5 9 4 134 , 8 6 8 138 , 2 4 0  1 4 3 , 3 0 8

  うち自己収入 △61 , 0 6 3 △65 , 9 0 5 △70 , 5 8 2 △73,828 △ 7 5 , 5 4 8

 損益外減価償却等相当額 8 , 6 4 7 7 , 8 9 8 7 , 9 0 8 8 , 4 3 5  8 , 5 4 2

 損益外減損損失相当額 1 80 19 １  1 6

 損益外利息費用相当額 － － － 0 △ 0

 損益外除売却差額相当額 － － － 6 3  9 4

 引当外賞与増加見積額 △82 △385 7 △22 △ 1 4

 引当外退職給付増加見積額 △1 , 028 △1 , 3 76 △2 , 3 63 1 , 4 0 0  △ 1 6 7

 機会費用 3 , 5 2 2 3 , 8 6 3 4 , 2 5 1 4,059 3 , 6 6 9

 （控除）国庫納付額 － － － － －
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② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 
ア．業務損益 

研究科・学部等セグメントの業務損益は△1,323 百万円と、前年度比 193 百万円（17％）
減となっている。これは、受託事業等収益の減少などによるものである。 

附属病院セグメントの業務損益は 2,512 百万円と、前年度比 601 百万円（31％）
増となっている。これは、手術件数の増加などにより、附属病院収益が 1,810 百万
円（6％）増となったことが主な要因である。 

共同利用型研究所等セグメントの業務損益は 308 百万円と、前年度比 932 百万円
（-）となっている。これは、研究経費が 421 百万円（6%）減ととなったことと受託
研究等収益が 909 百万円（31％）増となったことが主な要因である。 

法人共通セグメントの業務損益は 309 百万円と、前年度比 877 百万円（74％）減
となっている。これは、研究経費が 440 百万円（97%）増となるなど業務費が 3,140
百万円（45%）増となったことが主な要因である。 

   (表)  業務損益の経年表                    （単位：百万円)

 

  

 

 

 

 

区分 19年度 20年度 21年 度  22年 度  23年 度  

研究科・学部等 3 , 7 8 7 4 , 9 9 6 5 , 5 7 2 △1 , 1 30  △1 , 3 23

附属病院 1 , 8 8 9 1 , 3 9 1 1 , 2 0 5 1 , 9 1 1  2 , 5 1 2

共同利用型研究所等 － △33 △2 △623  308

法人共通 283 181 312 1 , 1 8 6  3 09

合計 5 , 9 5 9 6 , 5 3 5 7 , 0 8 7 1 , 3 4 4  1 , 8 0 6

（注 ）20 年 度 の共 同 利 用 型 研 究 所 等 セグメントは、19 年 度 以 前 においては研 究 科 ・学 部 等 セグメントに含 まれている。 

 
イ．帰属資産 

研究科・学部等セグメントの帰属資産は、216,960 百万円と、前年度比 23,401 百
万円（10％）減となっている。これは、22 年度において研究科・学部等セグメント
としていた 2 研究所等（エネルギー理工学研究所、野生動物研究センター）を「共
同利用・共同研究拠点」認定に伴い、23 年度より共同利用型研究所等セグメントに
変更したことが主な要因である。 

附属病院セグメントの帰属資産は、51,642 百万円と、前年度比 4,992 百万円（9％）
減となっている。これは、資産の一部研究所セグメントへの変更が主な要因である。 

共同利用型研究所等セグメントの帰属資産は、72,257 百万円と、前年度比 3,984
百万円（6%）増となっている。これは、上記のセグメント変更が主な要因である。 

法人共通セグメントの帰属資産は、110,402 百万円と、前年度比 19,592 百万円
（22％）増となっている。これは、法人共通へのセグメント変更が主な要因である。  

   (表)  帰属資産の経年表                         （単位：百万円） 

区分 19年度 20年度 21年 度  22年 度  23年 度  

研究科・学部等 296 , 5 6 8 253 , 8 9 5 267 , 5 1 4 240 , 3 6 0  2 16 , 9 6 0

附属病院 44 , 7 2 6 45 , 3 6 3 52 , 8 6 9 56 , 6 3 3  5 1 , 6 4 2

共同利用型研究所等 － 47 , 8 56 49 , 7 9 6 68 , 2 7 4  7 2 , 2 5 7

法人共通 75 , 7 6 4 83 , 5 0 1 89 , 7 8 0 90 , 8 1 0  1 10 , 4 0 2

合計 417 , 0 5 8 430 , 6 1 5 459 , 9 5 9 456 , 0 7 7  4 51 , 2 6 1

（注 ）20 年 度 の共 同 利 用 型 研 究 所 等 セグメントは、19 年 度 以 前 においては研 究 科 ・学 部 等 セグメントに含 まれている。 
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③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 
当期総利益 1,736 百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研

究の質の向上に充てるため、285 百万円を目的積立金として申請している。 
 平成 23 年度においては、前中期目標期間繰越積立金の使途目的に充てるため、50
百万円を使用した。   
 

(2) 施設等に係る投資等の状況（重要なもの） 
①  当事業年度中に完成した主要施設等 

（南部）総合研究１号館・再生研西館改修（取得原価 1,389 百万円）  
（中央）総合研究棟（旧工学部８号館）等改修（取得原価 1,125 百万円） 
（南部）先端医療機器開発・臨床研究センター新営（取得原価 1,088 百万円） 

②  当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 
（中央）国際人材育成拠点施設新営 

（当事業年度増加額 376 百万円、総投資見込額 941 百万円） 
③  当事業年度中に処分した主要施設等 

工学部８号館の一部除却  (取得価額 81 百万円、減価償却累計額 31 百万円） 
④  当事業年度において担保に供した施設等 

   病院（東部）の土地（取得価格 12,300 百万円、被担保債務 3,239 百万円） 
 
 
 (3) 予算・決算の概況 

以下の予算・決算は、国立大学法人等の運営状況について、国のベースにて表示して
いるものである。 
 

  (単位：百万円） 

  

 

 

 

 

 

 

区   分 
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差 異 理 由  

収   入 135 ,544  140 ,688  143 ,383  148 ,212 153 ,131 167 ,807 146 ,351 153 ,879 144 ,476  150 ,770   

運 営 費 交 付 金 収 入  

補助金等収入 

 

 

 

学生納付金収入 

附属病院収入 

その他収入 

60 ,874  

12 ,284  

 

 

 

13 ,242  

23 ,63  

25 ,509  

60 ,874  

15 ,174  

 

 

 

12 ,975  

24 ,680  

26 ,985  

60 ,868  

8 ,951  

 

 

 

13 ,176  

24 ,081  

41 ,818  

60 ,868

13 ,917

12 ,919

26 ,509

41 ,546

59 ,640

16 ,672

13 ,133

24 ,527

50 ,639

59 ,640

29 ,012

12 ,927

28 ,007

53 ,069

58 ,000

17 ,083

13 ,189

28 ,975

29 ,104

58 ,000

21 ,643

12 ,831

28 ,946

32 ,459

56 ,843  

16 ,287  

 

 

 

13 ,124  

29 ,254  

28 ,968  

56 ,843  

19 ,162  

 

 

 

12 ,656  

30 ,603  

31 ,506  

 

 

予算段階では予定

していなかった国か

らの補助金の獲得

に努めたため。 

 

 

 

支   出 135 ,544  138 ,915  143 ,383  138 ,697 153 ,131 167 ,071 146 ,351 146 ,648 144 ,476  145 ,928   

教 育 研 究 経 費   

診 療 経 費  

一般管理費 

その他支出 

 

67 ,990  

23 ,465  

7 ,457  

36 ,632  

 

63 ,009  

24 ,846  

6 ,470  

44 ,590  

 

68 ,262  

23 ,600  

7 ,939  

43 ,582  

 

60 ,941

26 ,933

7 ,048

43 ,775

68 ,949

24 ,266

7 ,071

52 ,845

63 ,618

30 ,068

 7 ,684

65 ,701

73 ,652

25 ,787

－

46 ,912

63 ,826

28 ,777

 －

54 ,045

71 ,827  

25 ,647  

－ 

47 ,002  

 

65 ,549  

30 ,332  

－ 

50 ,047  

 

 

 

 

補助金等収入の

増による。 

収入－支出  －  1 ,773  －   9 ,515 － 736 － 7,231 － 4 ,842   
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「Ⅳ 事業の実施状況」 

(1) 財 源 構 造 の 概 略 等  

当 法 人 の 経 常 収 益 は 144,96 1 百 万 円 で 、 そ の 内 訳 は 運 営 費 交 付 金 収 益

52,292百 万 円 （ 36％ （ 対 経 常 収 益 比 、 以 下 同 じ 。 ） ） 、 附 属 病 院 収 益 31,466

百 万 円（ 22％ ）、受 託 研 究 等 収 益 19,500百 万 円（ 13％ ）、学 生 納 付 金 収 益 13,735

百 万 円 （ 9％ ） 、 そ の 他 の 収 益 27,968百 万 円 （ 20％ ） と な っ て い る 。  

  

(2) 財 務 デ ー タ 等 と 関 連 付 け た 事 業 説 明  

ア ． 研 究 科 ・ 学 部 等 セ グ メ ン ト  

研 究 科 ・ 学 部 等 セ グ メ ン ト は 、 大 学 院 、 学 部 、 共 同 利 用 型 研 究 所 等 セ グ メ

ン ト に 属 す る も の を 除 く 研 究 所 及 び 教 育 研 究 施 設 等 、 機 構 等 及 び 情 報 部 に よ

り 構 成 さ れ て お り 、 教 育 ・ 研 究 を 主 た る 目 的 と し て い る 。  

  平 成 23年 度 に お い て は 、 年 度 計 画 に お い て 定 め た 「 新 た な 免 除 制 度 又 は 奨

学 制 度 の 導 入 に 向 け 、 予 算 措 置 を 含 め 具 体 的 検 討 を 行 っ た 上 で 、 実 施 計 画 を

策 定 す る 。 ま た 、 Ｔ Ａ ・ Ｒ Ａ 制 度 の 拡 充 に 向 け た 見 直 し を 行 う 。 」 、 「 施 設

の 整 備 計 画 及 び 課 外 教 養 行 事 等 の 改 善 計 画 を 基 に 、 施 設 の 整 備 及 び 課 外 教 養

行 事 等 の 充 実 に 努 め る と と も に 、 学 生 企 画 事 業 へ の 支 援 を 行 う 。 」 、 「 若 手

研 究 者 育 成 の 推 進 に 向 け て 、 各 種 の 取 組 を 実 施 す る 。 」 と い う 方 針 に 沿 い 、

 

①  京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実 施 計 画「 経 済 的 学 生 支 援 強 化 事 業 」に よ り 予 算

措 置 さ れ た 本 学 独 自 の 授 業 料 免 除 実 施 枠 に 加 え 、東 日 本 大 震 災 に よ る 被 災

学 生 に 対 す る 特 別 枠 と し て の 予 算（ 実 績 額 ： 26,785千 円 ）を 確 保 し 、入 学

料 免 除 及 び 授 業 料 免 除 並 び に 生 活 支 援 奨 学 金 の 給 付 を 実 施 し た 。 ま た 、

ゴ ー ル ド マ ン・サ ッ ク ス 証 券 株 式 会 社 か ら の 寄 附 金 を も と に 、学 資 支 弁 が

困 難 な 日 本 人 の 学 部 学 生 （ 2回 生 以 上 ） を 対 象 に 新 た な 奨 学 金 制 度 を 平 成

23年 度 （ 採 用 者 数 ： 10名 、 奨 学 金 総 額 ： 5,000千 円 ） よ り 実 施 し た 。 さ ら

に 、ゴ ー ル ド マ ン ・ サ ッ ク ス ・ ア セ ッ ト ・ マ ネ ジ メ ン ト 株 式 会 社 か ら の 寄

附 金 を も と に 東 日 本 大 震 災 被 災 学 生 に 対 し て も 奨 学 金 支 援 を 行 っ た (平 成

23年 度 は 5名 )。ま た 、Ｒ Ａ の 経 費 の 配 分 方 針 を 見 直 し 、配 分 割 合 を 増 や し

た （ 予 算 措 置 額 ： 94,030千 円 ） 。  

 

②  課 外 活 動 施 設 の 整 備 に つ い て は 、施 設 老 朽 化 等 の 現 地 調 査 や サ ー ク ル 等 か

ら の 要 望 を 踏 ま え 、 順 次 改 修 整 備 を 行 っ た （ 体 育 館 水 銀 灯 、 体 育 館 床 面 、

ア メ フ ト ク ラ ブ ハ ウ ス の 老 朽 化 改 修（ 特 に 浴 室 等 水 回 り 改 修 ）、北 部 グ ラ

ン ド 照 明 、ス ポ ー ツ 会 館 外 部 鉄 扉 及 び 建 具 の 改 修 、プ ー ル 脱 衣 場 の 耐 震 改

修 （ 内 部 機 能 改 修 も 含 む ） 等 ） ほ か 、 吉 田 南 グ ラ ン ド フ ェ ン ス の 改 修 （ 第

2期 ） を 行 っ た （ 予 算 措 置 額 ： 36,027千 円 ） 。 ま た 、 福 利 厚 生 施 設 に つ い

て は 、 生 協 中 央 食 堂 （ 工 学 部 8号 館 ） の 耐 震 改 修 工 事 に あ わ せ て エ レ ベ ー

タ ー 、 ト イ レ の 新 設 等 を 行 っ た 。  

 

③  今 後 の 競 争 的 資 金 等 の 獲 得 に 結 び つ く 研 究 の ス タ ー ト ア ッ プ 及 び ス テ ッ

プ ア ッ プ を 研 究 費 の 面 か ら 支 援 を 行 う た め 、本 学 独 自 の 予 算 で 運 営 す る 本

学 に 採 用 さ れ た ば か り の 若 手 研 究 者 等 の 大 学 で の 研 究 の ス タ ー ト ア ッ プ

を 支 援 す る「 若 手 研 究 者 ス タ ー ト ア ッ プ 研 究 費 」の 公 募 を 行 い 、54名 に 対

し 28,367千 円 の 研 究 費 の 支 援 を 行 っ た 。ま た 、研 究 キ ャ リ ア を 積 ん だ 若 手

研 究 者 の 意 欲 的 な 活 動 を 支 援 す る「 若 手 研 究 者 ス テ ッ プ ア ッ プ 研 究 費 」の

公 募 に つ い て も 行 い 、78名 の 応 募 者 の う ち 、19名 に 対 し 26,650千 円 の 研 究

費 の 支 援 を 行 い 、若 手 研 究 者 の 研 究 環 境 の 整 備 を 図 っ た 。な お 、前 年 度 の

当 該 経 費 の 採 択 者 か ら の 意 見 等 を 踏 ま え 、「 若 手 研 究 者 ス テ ッ プ ア ッ プ 研
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究 費 」に つ い て 、応 募 対 象 年 齢 を 36才 か ら 38才 に 引 き 上 げ を 行 う 等 の 制 度

の 充 実 を 図 っ た 。  

 

研 究 科 ・ 学 部 等 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益

25,098百 万 円 （ 38％ （ 当 該 セ グ メ ン ト に お け る 業 務 収 益 比 、 以 下 同 じ ） ） 、

学 生 納 付 金 収 益 13,715百 万 円（ 21％ ）、受 託 研 究 等 収 益 10,184百 万 円（ 15％ ）、

そ の 他 17,620百 万 円（ 26％ ）と な っ て い る 。 ま た 、事 業 に 要 し た 経 費 は 、教

育 経 費 4,149百 万 円 、研 究 経 費 13,597百 万 円 、教 育 研 究 支 援 経 費 1,366百 万 円 、

一 般 管 理 費 1,417百 万 円 、 そ の 他 47,411百 万 円 と な っ て い る 。  

 

イ ． 附 属 病 院 セ グ メ ン ト  

附 属 病 院 セ グ メ ン ト は 、 医 学 部 附 属 病 院 で 構 成 さ れ て お り 、 診 療 を 主 た る

目 的 と し て い る 。平 成 23年 度 に お い て は 、年 度 計 画 に お い て 定 め た「 医 療 サ ー

ビ ス の 向 上 に 向 け た 各 種 の 取 組 の 実 施 。 」 、 「 前 年 度 の マ ッ チ ン グ 実 績 等 を

勘 案 し 、 卒 後 臨 床 研 修 プ ロ グ ラ ム 及 び 専 門 医 養 成 プ ロ グ ラ ム の 充 実 に 取 り 組

む と と も に 、 文 部 科 学 省 「 大 学 病 院 連 携 型 高 度 医 療 人 養 成 推 進 事 業 」 を 推 進

す る 。 」 、 「 先 端 医 療 開 発 特 区 （ ス ー パ ー 特 区 ） を 推 進 す る 。 」 、 「 エ ビ デ

ン ス （ 科 学 的 根 拠 ） に 基 づ い た 医 薬 品 、 医 療 材 料 等 の 採 用 品 目 の 適 正 化 及 び

標 準 化 に 取 り 組 む と と も に 、 物 流 管 理 シ ス テ ム （ Ｓ Ｐ Ｄ ） に よ る 供 給 管 理 体

制 の 充 実 及 び 在 庫 削 減 の 取 組 を 強 化 す る 。 」 と い う 方 針 に 沿 い 、  

 

①  医 師 の 過 重 業 務 の 見 直 し の た め 、病 院 の 事 業（ 活 動 ）計 画 に お け る「 人 員

に 関 す る 要 望 」及 び 人 事 に 関 す る ヒ ア リ ン グ を 通 じ て 、医 師 の 負 担 軽 減 に

関 す る 要 望 を 聴 取 し 、医 師 等 の 業 務 を 軽 減 さ せ る た め の 取 組 と し て 、外 来

診 療 ア シ ス タ ン ト の 新 た な 導 入 に つ い て の 検 討 の 実 施 、診 療 科（ 部 ）に お

い て 病 院 経 費 に よ る 診 療 科（ 部 ）医 師（ 特 定 助 教 ）及 び 医 療 技 術 職 員（ コ ・

メ デ ィ カ ル ） 増 員 を 図 る な ど の 取 組 を 行 っ た （ 平 成 23年 度 実 績 ： 医 師 ： 9

名 、医 療 技 術 職 員 ： 7名 ）。ま た 、各 種 医 療 安 全 管 理 マ ニ ュ ア ル に つ い て 所

要 の 整 備 ・ 改 定 を 行 い 、「 麻 薬 管 理 マ ニ ュ ア ル 」、「 高 濃 度 カ リ ウ ム 製 剤 取

り 扱 い 規 程 第 2版 」、「 手 術 部 安 全 管 理 マ ニ ュ ア ル 第 3版 」、「 術 後 静 脈 血 塞

栓 症 予 防 ガ イ ド ラ イ ン 第 2版 」、「 麻 薬 管 理 マ ニ ュ ア ル 第 2版 」、「 イ ン シ デ

ン ト レ ポ ー ト 提 出 要 綱 － 有 害 事 象 の 対 応 －  第 3版 」 に つ い て 実 施 し た 。  

②  医 学 部 医 学 科 の 「 臨 床 実 習 マ ニ ュ ア ル 」 に 従 い 、 前 半 期 と し て 、 内 科 ・ 外

科 系 の 臨 床 実 習 を 、後 半 期 と し て 、内 科 ・ 外 科 系 以 外 各 科 の 臨 床 実 習 を 実

施 し た 。（ 前 半 期 ： 206名 、 後 半 期 ： 205名 ） 薬 学 部 及 び 医 学 部 人 間 健 康 科

学 科 の 臨 床 実 習 カ リ キ ュ ラ ム に 沿 っ て 、薬 学 部 学 生 及 び 人 間 健 康 科 学 科 学

生 の 実 務 実 習 体 制 を 整 備 し 、 薬 学 部 29名 及 び 人 間 健 康 科 学 科 389名 を 受 け

入 れ て 臨 床 実 習 を 実 施 し た ほ か 、総 合 臨 床 教 育・研 修 セ ン タ ー で は 将 来 の

ビ ジ ョ ン 、日 常 生 活 に 至 る ま で 、き め 細 か い サ ポ ー ト を 行 う メ ン タ ー 制 度

を 活 用 し た 卒 後 臨 床 研 修 プ ロ グ ラ ム（ 初 期 臨 床 研 修 ）及 び 専 門 医 養 成 プ ロ

グ ラ ム（ 後 期 臨 床 研 修 ）を 計 画 し 実 施 し た 。ま た 、卒 後 臨 床 研 修 プ ロ グ ラ

ム の 充 実 の た め に 、平 成 22年 度 か ら 導 入 し た 夜 間 休 日 救 急 外 来 研 修 を 継 続

し て 取 り 組 み 、 概 ね 月 1回 研 修 医 向 け に Grand R oundと 称 す る ラ ン チ ョ ン セ

ミ ナ ー を 開 催 し た 。医 師 臨 床 研 修 マ ッ チ ン グ（ 組 合 せ 決 定 ）成 立 者 率（ 平

成 23年 度 10月 発 表 ）は 、 72.5％ で あ っ た 。今 後 、さ ら に 魅 力 的 で 充 実 し た

卒 後 臨 床 研 修 プ ロ グ ラ ム（ 初 期 臨 床 研 修 ）及 び 専 門 医 養 成 プ ロ グ ラ ム（ 後

期 臨 床 研 修 ）と す る た め に 意 見 交 換 や 調 査 を 実 施 し 、改 善 に 向 け た 対 応 策

を 講 じ た 。ま た 、文 部 科 学 省「 大 学 病 院 人 材 養 成 機 能 強 化 事 業（ 大 学 病 院

間 の 相 互 連 携 に よ る 優 れ た 専 門 医 等 の 養 成 ）」 に よ る 「 マ グ ネ ッ ト 病 院 連
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携 を 基 盤 と し た 専 門 医 養 成 」事 業 に お い て は 、事 業 の 周 知 を 早 期 に 行 う こ

と に よ り 新 た な 後 期 研 修 医 の 登 録 数 が 前 年 度 を 上 回 り 、計 108名 と な っ た 。

「 プ ラ イ マ リ ・ ケ ア の 指 導 方 法 等 に 関 す る 講 習 会 」は 、受 講 者 数 の 増 加 を

図 る た め 医 師 臨 床 研 修 指 導 医 講 習 会 を 平 日 に 開 催 す る こ と と し 、 2回 実 施

し た 。  

③  国 立 医 薬 品 食 品 衛 生 研 究 所「 ス ー パ ー 特 区 対 応 部 門 」と の 薬 事 相 談 等 、ス ー

パ ー 特 区 専 用 に 設 け ら れ て い る 特 別 制 度 の 活 用 に よ り プ ロ ジ ェ ク ト の 進

行 を 加 速 し 、 革 新 的 な 医 療 機 器 の 開 発 を 促 進 し た 。「 革 新 的 な 医 療 機 器 の

開 発 」分 野 で は 、薬 事 申 請 事 前 相 談 1件 、薬 事 取 得 1件 、治 験 開 始 事 前 相 談

1件 、「 国 民 保 健 に 重 要 な 治 療・診 断 に 用 い る 医 薬 品・医 療 機 器 の 研 究 開 発 」

分 野 で は 、 対 面 助 言 1件 、 医 師 主 導 治 験 1件 、 高 度 医 療 事 前 相 談 1件 、 高 度

医 療 1件 、薬 事 承 認 1件 の 実 績 が あ っ た 。探 索 医 療 セ ン タ ー の 固 定 プ ロ ジ ェ

ク ト 関 係 で は 、「 ポ ス ト ゲ ノ ム 」 が 各 段 階 を 標 的 と し た 疾 患 の 新 規 予 防 ・

治 療 を 確 立 す る た め の 臨 床 研 究 を 継 続 し て 行 い 、流 動 プ ロ ジ ェ ク ト 関 係 で

は 、「 レ プ チ ン ・ 脂 肪 細 胞 プ ロ ジ ェ ク ト 」 に お い て 医 師 主 導 治 験 を 実 施 し

た ほ か 、高 度 医 療 評 価 制 度 に よ る 臨 床 試 験 も 実 施 し 、さ ら に 協 力 医 療 機 関

で あ る 福 岡 大 学 及 び 慶 應 義 塾 大 学 に お い て も 実 施 し た 。 ま た 、「 血 管 新

生 ・ 組 織 再 生 プ ロ ジ ェ ク ト 」に お い て は 、平 成 22年 度 よ り 引 き 続 き 高 度 医

療 評 価 制 度 に よ る 臨 床 試 験 を 実 施 し た ほ か 、「 抗 PD-1免 疫 療 法 プ ロ ジ ェ ク

ト 」で は 、医 薬 品 医 療 機 器 総 合 機 構 に よ る 対 面 助 言 の 実 施 及 び 医 師 主 導 治

験 を 実 施 し た 。 当 該 セ ン タ ー が 支 援 し て い る そ の 他 シ ー ズ に つ い て も 、

「 難 治 性 皮 膚 潰 瘍 を 対 象 と し た 人 工 真 皮 プ ロ ジ ェ ク ト 」が 目 標 症 例 数 を 達

成 し 、 プ ロ ジ ェ ク ト の 取 り ま と め 作 業 を 行 っ た ほ か 、「 重 症 イ ン ス リ ン 依

存 状 態 糖 尿 病 に 対 す る 免 疫 抑 制 薬 を 併 用 し た 膵 島 移 植 の 開 発 」、「 γ δ 型

Ｔ 細 胞 を 標 的 と し た 癌 免 疫 療 法 の 開 発 」、「 メ ラ ノ ー マ を 対 象 に 樹 状 細 胞

を 利 用 し た 免 疫 療 法 に よ る 臨 床 試 験 」に つ い て も 臨 床 試 験 を 推 進 し た 。医

療 機 器 の 臨 床 研 究 か ら 薬 事 申 請 ま で 、一 連 の 流 れ を 迅 速 か つ 適 正 に 行 う こ

と を 目 指 し て 設 置 さ れ た 先 端 医 療 機 器 開 発 ・ 臨 床 研 究 セ ン タ ー に お い て 、

8研 究 開 発 プ ロ ジ ェ ク ト が 研 究 活 動 を 開 始 し 、 医 療 機 器 の 実 用 化 の た め の

臨 床 試 験 や 治 験 等 の 推 進 に 取 り 組 み 、セ ン タ ー の 研 修 教 育 機 能 を 生 か し て

医 療 機 器 開 発 を 担 う 人 材 育 成 を 図 っ た 。  

④  医 薬 品 、 医 療 材 料 等 の 採 用 品 目 の 適 正 化 及 び 標 準 化 に 向 け た 取 組 と し て 、

医 薬 品 に お い て は 、院 内 採 用 医 薬 品 削 除 候 補 27品 目 に 関 し て 各 診 療 科 に 照

会 し 、そ の 結 果 16品 目 採 用 削 除 し 、医 療 材 料 に つ い て は 、長 期 間 使 用 実 績

の な い 材 料 等 に 関 す る 照 会 を 各 部 署 に 行 い 、使 用 し な い 材 料 の 引 き 揚 げ を

行 っ た 。 ま た 、 2年 間 使 用 実 績 の な い 材 料 に つ い て 、 926品 目 を 削 除 し た 。

物 流 管 理 シ ス テ ム （ SPD： Suppl y P r oces sin g  & D ist r ibut ion） に つ い て

は 、昨 年 度 末 に バ ー ジ ョ ン UP及 び 新 機 能 の 追 加 を 行 い 、本 格 稼 働 さ せ る こ

と に よ り 、 供 給 管 理 体 制 の 充 実 及 び 在 庫 削 減 を 図 っ た 。  

 

附 属 病 院 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 附 属 病 院 収 益 31,466百 万

円 （ 77％ （ 当 該 セ グ メ ン ト に お け る 業 務 収 益 比 、 以 下 同 じ ） ） 、 運 営 費 交 付

金 収 益 4,984百 万 円 （ 12％ ） 、 そ の 他 4,351百 万 円 （ 11％ ） と な っ て い る 。 一

方 、事 業 に 要 し た 経 費 は 、教 育 経 費 57百 万 円 、研 究 経 費 1,363百 万 円 、診 療 経

費 19,720百 万 円 、 一 般 管 理 費 292百 万 円 、 そ の 他 16,857百 万 円 と な っ て い る 。

差 引 き 2,511百 万 円 の 利 益 が 生 じ て い る が 、 う ち 1,601百 万 円 は 、 法 人 化 に 伴

う 特 殊 な 会 計 処 理 に よ る も の で 、 こ れ を 考 慮 す る と 、 910百 万 円 と な る 。  

ま た 、附 属 病 院 セ グ メ ン ト に お け る 収 支 の 状 況 に お い て 、収 入 に つ い て は 、

総 額 41,634百 万 円 で 、内 訳 は 業 務 活 動 に よ る 収 入 38,099百 万 円（ 92%（ 当 該 収
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支 の 状 況 に お け る 総 収 入 比 、以 下 同 じ ））、投 資 活 動 に よ る 収 入 7百 万 円（ 0%）、

財 務 活 動 に よ る 収 入 484百 万 円（ 1%）、外 部 資 金 を 財 源 と し て 行 う 活 動 に よ る

収 入 3,044百 万 円 （ 7%） と な っ て い る 。 一 方 、 支 出 に つ い て は 、 総 額 40,790

百 万 円 で 、内 訳 は 業 務 活 動 に よ る 支 出 31,125百 万 円（ 76%（ 当 該 収 支 の 状 況 に

お け る 総 支 出 比 、以 下 同 じ ））、投 資 活 動 に よ る 支 出 2,253百 万 円（ 6%）、財

務 活 動 に よ る 支 出 4,419百 万 円 （ 11%） 、 外 部 資 金 を 財 源 と し て 行 う 活 動 に よ

る 支 出 2,993百 万 円 （ 7%） と な っ て い る 。  

附 属 病 院 で は 、借 入 金 に よ り 施 設・設 備 の 整 備 を 行 っ て お り 、償 還 に 当 た っ

て は 附 属 病 院 収 入 を 借 入 金 の 返 済 に 優 先 的 に 充 当 す る こ と と な る た め 、 投 資

活 動 に お い て 資 金 的 な 赤 字 が 生 じ な い よ う 運 営 し て お り 、 診 療 機 器 等 の 取 得

に つ い て も 計 画 通 り 実 施 し た 。  

こ の よ う に 、 教 育 、 研 究 、 診 療 業 務 の 実 施 に 必 要 な 資 金 の 獲 得 は 依 然 と し

て 厳 し い 状 況 に あ る が 、 今 後 と も 附 属 病 院 の 使 命 を 果 た す た め に 必 要 な 財 源

を 確 保 し つ つ 、 附 属 病 院 の 機 能 の 維 持 向 上 に 必 要 な 診 療 機 器 等 の 取 得 を 引 き

続 き 実 施 す る こ と と し て い る 。  
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附属病院セグメントにおける収支の状況 

（平成２３年４月１日～平成２４年３月３１日） 

（単 位 ：百 万 円 ）  

 金 額  

Ⅰ業 務 活 動 による収 支 の状 況 （A）  6 , 9 7 4

人 件 費 支 出  

その他 の業 務 活 動 による支 出  

運 営 費 交 付 金 収 入  

附 属 病 院 運 営 費 交 付 金  

特 別 運 営 費 交 付 金  

特 殊 要 因 運 営 費 交 付 金  

その他 の運 営 費 交 付 金  

附 属 病 院 収 入  

補 助 金 等 収 入  

その他 の業 務 活 動 による収 入  

△14 , 1 7 7

△16 , 9 4 8

4 , 9 8 4

-

907

378

3 , 6 9 9

31 , 4 6 6

1 , 4 6 2

187

Ⅱ投 資 活 動 による収 支 の状 況 （B）  △2 , 2 46

診 療 機 器 等 の取 得 による支 出  

病 棟 等 の 取 得 による 支 出  

無 形 固 定 資 産 の 取 得 による支 出  

有 形 固 定 資 産 及 び 無 形 固 定 資 産 売 却 による収 入  

施 設 費 による収 入  

その他 投 資 活 動 による支 出  

その他 投 資 活 動 による収 入  

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額  

△1 , 364

△889

-

-

7

-

-

-

Ⅲ財 務 活 動 による収 支 の状 況 （C）  △3 , 9 35

借 入 れによる収 入  

借 入 金 の 返 済 による 支 出  

国 立 大 学 ・財 務 経 営 センター債 務 負 担 金 の返 済 による支 出  

リース債 務 の返 済 による支 出  

その他 財 務 活 動 による支 出  

その他 財 務 活 動 による収 入  

利 息 の 支 払 額  

484

△413

△2 , 5 68

△777

-

-

△661

Ⅳ収 支 合 計 （D=A+B+C）  7 93

Ⅴ外 部 資 金 を財 源 と して行 う活 動 による収 支 の状 況 （E）  5 1

受 託 研 究 及 び受 託 事 業 等 の 実 施 による 支 出  

寄 附 金 を財 源 とした活 動 による 支 出  

受 託 研 究 及 び受 託 事 業 等 の 実 施 による 収 入  

寄 附 金 収 入  

△1 , 778

△1 , 2 15

1 , 8 2 9

1 , 2 1 5

Ⅵ収 支 合 計 （F＝D＋E）  8 44
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ウ ． 共 同 利 用 型 研 究 所 等 セ グ メ ン ト  

共 同 利 用 型 研 究 所 等 セ グ メ ン ト は 、 化 学 研 究 所 、 人 文 科 学 研 究 所 、 再 生 医

科 学 研 究 所 、 エ ネ ル ギ ー 理 工 学 研 究 所 、 生 存 圏 研 究 所 、 防 災 研 究 所 、 ウ イ ル

ス 研 究 所 、経 済 研 究 所 、基 礎 物 理 学 研 究 所 、数 理 解 析 研 究 所 、原 子 炉 実 験 所 、

霊 長 類 研 究 所 、 東 南 ア ジ ア 研 究 所 、 放 射 線 生 物 研 究 セ ン タ ー 、 生 態 学 研 究 セ

ン タ ー 、 学 術 情 報 メ デ ィ ア セ ン タ ー 、 野 生 動 物 研 究 セ ン タ ー 、 地 域 研 究 統 合

情 報 セ ン タ ー の 18の 附 置 研 究 所 及 び 研 究 セ ン タ ー か ら 構 成 さ れ 、 当 該 分 野 の

全 国 の 関 連 研 究 者 に 使 用 さ せ る こ と に よ り 、 我 が 国 の 学 術 研 究 の 発 展 を 図 る

こ と を 主 た る 目 的 と し て い る 。 平 成 23年 度 に お い て は 、 年 度 計 画 に お い て 定

め た 「 本 学 の 国 際 的 研 究 拠 点 と し て の 機 能 を 高 め る た め に 国 際 的 共 同 研 究 を

推 進 し 、産 官 学 連 携 本 部 海 外 拠 点 等 の 協 力 に よ り 、研 究 活 動 の 充 実 を 図 る 。」

と い う 方 針 に 沿 い 、  

 

①  東 南 ア ジ ア 研 究 所 で は 、バ ン コ ク（ タ イ ）及 び ジ ャ カ ル タ（ イ ン ド ネ シ ア ）

に あ る 本 学 の 海 外 連 絡 事 務 所 の 共 同 利 用 化 を 推 進 し た ほ か 、 フ ィ ー ル ド

ワ ー ク 支 援 や 東 南 ア ジ ア 諸 国 で の 研 究 会 の 開 催 等 に よ り 、学 術 交 流 拠 点 と

し て の 活 用 を 推 進 し た 。外 国 人 客 員 研 究 員 ポ ス ト を 活 用 し た 国 際 共 同 研 究

や 、バ ン コ ク・ジ ャ カ ル タ 連 絡 事 務 所 駐 在 派 遣 制 度 を 活 用 し た フ ィ ー ル ド

滞 在 型 研 究 な ど 国 際 的 拠 点 事 業 を 引 き 続 き 展 開 し た ほ か 、 グ ロ ー バ ル COE

プ ロ グ ラ ム「 生 存 基 盤 持 続 型 の 発 展 を 目 指 す 地 域 研 究 」、ア ジ ア 研 究 教 育

拠 点 事 業「 グ ロ ー バ ル 時 代 に お け る 文 明 共 生：東 南 ア ジ ア 社 会 発 展 モ デ ル

の 構 築 」 を 推 進 し た 。 「 Green a nd Life in ASEA N: C oexi ste nc e and  

Sust ain ab ilit y in East  A sia n C onn ect ions  -  Th e 2 nd CSE AS-K ASE AS  Jo in t  

Inte rna ti onal Symp osium」 （ 平 成 23年 10月 ） 等 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム や 国 際

集 会 を 開 催 し た ほ か（ 平 成 23年 度 実 績 ： 28回 ）、平 成 23年 度 年 次 研 究 成 果

発 表 会 （ 平 成 24年 3月 ） 等 を 開 催 し 、 引 き 続 き 研 究 学 術 動 向 の 把 握 や 情 報

発 信 を 行 っ た 。  

②  化 学 研 究 所 で は 、 分 野 選 択 型 課 題 の 5分 野 に つ い て 40件 、 課 題 提 案 型 課 題

23件 、 連 携 ・ 融 合 促 進 型 課 題 3件 、 施 設 ・ 機 器 利 用 型 課 題 8件 を 採 択 し た 。

ま た 、 東 日 本 大 震 災 枠 を 設 け 、 課 題 提 案 型 課 題 1件 を 採 択 し た 。 国 際 共 同

研 究 及 び 国 際 連 携 に 資 す る た め 、多 数 の 海 外 研 究 機 関 と 部 局 間 学 術 交 流 協

定 （ MOU） を 締 結 し （ 平 成 23年 度 実 績  3件 、 累 計 ： 55件 ） 、 海 外 か ら の 研

究 者 に 共 同 研 究 の 場 を 提 供 し た 。 な お 、 こ れ ら MOU締 結 先 を 中 心 と す る 海

外 研 究 機 関 へ の 若 手 研 究 者 派 遣・ 受 入 に つ い て の 経 済 的 支 援 を 、平 成 23年

9月 よ り 開 始 す る な ど 若 手 研 究 者 育 成 を 推 進 し た（ 平 成 23年 度：派 遣 実 績 7

名 、 受 入 実 績 2名 ） 。 情 報 発 信 に 関 す る 取 組 と し て は 、 国 際 シ ン ポ ジ ウ ム

「 ICR Sy mpos ium  to C ele b rate  th e  Bio inf o rmat ics  Cent er’ s 10 Y ear 

Anni ver sa ry a nd Ne w Re str uc turi ng」 等 を 開 催 し た 。  

 

共 同 利 用 型 研 究 所 等 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金

収 益 16,619百 万 円（ 67％（ 当 該 セ グ メ ン ト に お け る 業 務 収 益 比 、以 下 同 じ ））、

受 託 研 究 等 収 益 3,875百 万 円 （ 16％ ） 、 そ の 他 4,442百 万 円 （ 18％ ） と な っ て

い る 。 ま た 、 事 業 に 要 し た 経 費 は 、 教 育 経 費 206百 万 円 、 研 究 経 費 7,162百 万

円 、 教 育 研 究 支 援 経 費 1,811百 万 円 、 一 般 管 理 費 580百 万 円 、 そ の 他 14,869百

万 円 と な っ て い る 。  

 

エ ． 法 人 共 通 セ グ メ ン ト  

法 人 共 通 セ グ メ ン ト は 、事 務 本 部（ 情 報 部 を 除 く ）に よ り 構 成 さ れ て お り 、

教 育 ・ 研 究 ・ 診 療 の サ ポ ー ト を 主 た る 目 的 と し て い る 。  
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平 成 23年 度 に お い て は 、 年 度 計 画 に お い て 定 め た 「 教 員 が 本 来 の 教 育 ・ 研

究 に 専 念 で き る よ う 、 専 門 的 な 知 見 ・ 経 験 を 持 つ 教 職 員 を 中 間 職 と し て 位 置

付 け る 制 度 （ 専 門 業 務 職 制 度 ） に よ り 配 置 し た 職 員 を 活 用 す る 。 」 、 「 耐 震

性 に 問 題 の あ る 施 設 等 、 教 育 ・ 研 究 ・ 医 療 活 動 に 支 障 の あ る 施 設 の 再 生 に 向

け て 「 京 都 大 学 耐 震 化 推 進 方 針 」 を 見 直 す 。 」 、 「 大 学 の 財 政 状 況 を 踏 ま え

つ つ 、 引 き 続 き 戦 略 的 な 人 員 ・ 経 費 の 措 置 を 行 う 。 」 と い う 方 針 に 沿 い 、  

 

①  高 度 な 専 門 的 知 識 及 び 経 験 を 有 す る 中 間 職 的 な 教 職 員 を 雇 用 で き る 制 度

で あ る 専 門 業 務 職 員 制 度 を 活 用 し て 、新 た に 平 成 23年 4月 1日 で 情 報 関 係 に

2名 、 国 際 対 応 支 援 関 係 に 2名 、 ナ ノ テ ク ノ ロ ジ ー 専 門 技 術 関 係 に 5名 、 研

究 支 援 関 係 に 8名 を 雇 用 し た 。  

②  耐 震 対 策 に つ い て は 、施 設 整 備 費 補 助 金 等 に よ り 約 14,800㎡ の 施 設（ 平 成

23年 10月 30日 ま で に 予 算 化 さ れ た 事 業 ： 計 5事 業 ） の 耐 震 化 に 着 手 し 、 一

部 が 完 了 し た ほ か 、京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実 施 計 画「 地 震 に よ る 生 命 の

安 全 確 保 の た め の 耐 震 事 業 」に 基 づ き 、未 壊 建 物 や 小 規 模 建 物 の 耐 震 補 強

を 行 っ た こ と に よ り 、 当 初 計 画 を 上 回 る 耐 震 対 策 を 実 施 し 、 耐 震 化 率 が

86％ か ら 89％ に 向 上 し た 。  

③  本 学 の 教 育 ・ 研 究 ・ 医 療 活 動 の 更 な る 発 展 に 向 け 、全 学 的 な 機 能 を 担 う 組

織 を は じ め 、新 た な 教 育 ・ 研 究 等 の 諸 領 域 に 係 る 組 織 な ど に つ い て 、総 長

が 必 要 と 認 め る 教 員 の 定 員 を 全 学 的 な 観 点 か ら 戦 略 的 に 措 置 す る「 戦 略 定

員 」制 度 に 基 づ き 、戦 略 定 員 検 討 委 員 会 に お い て 戦 略 定 員 の 措 置 に つ い て

検 討 し 、必 要 か つ 緊 急 性 の 高 い と 判 断 し た 事 項 に 加 え 、国 際 化 の 推 進 、男

女 共 同 参 画 に 資 す る と 考 え ら れ る 事 項 に 対 し 、 20名 の 措 置 を 行 っ た ほ か 、

既 措 置 分 の 一 部 変 更 （ 措 置 期 限 の 延 長 等 3事 項 ） を 行 っ た 。 事 務 の 簡 素 化

等 に よ り 大 学 全 体 で 60名 の 再 配 置 枠 を 設 定 し 、 iPS細 胞 研 究 所 等 の 新 組 織

対 応 、プ ロ ジ ェ ク ト 等 の 業 務 対 応 、共 用 施 設 の 管 理 運 営 業 務 な ど 強 化 ・ 充

実 が 必 要 な 部 署 へ の 配 置 を 行 い 、部 局 等 事 務 組 織 の 業 務 実 施 に 係 る 機 能 を

高 め た 。  

④  経 費 配 分 に つ い て は 、教 育 研 究 活 動 の 更 な る 活 性 化 に つ な が る 各 部 局 の 積

極 的 な 活 動 や 、特 色 あ る 取 組 に 等 に 対 し て 、イ ン セ ン テ ィ ブ 附 与 を 目 的 と

し た「 部 局 運 営 活 性 化 経 費 」の 見 直 し を 図 り 、中 期 目 標 ・ 中 期 計 画 に 基 づ

く 重 点 課 題 に 対 し て 、 各 部 局 が 積 極 的 に 取 り 組 む こ と を 促 進 す る た め の 、

「 指 標 型 」（ 63課 題 ） と 、 現 在 の 多 様 化 す る 社 会 に 対 応 し 、 こ れ か ら の 京

都 大 学 に お け る 教 育 研 究 の 発 展 を 支 え る た め 、組 織 の 大 胆 な 見 直 し や 改 編

な ど の 大 学 改 革 を 促 進 す る た め の 、 「 事 業 型 」 （ 3事 業 ） を 採 択 し た 。  

 

法 人 共 通 セ グ メ ン ト に お け る 事 業 の 実 施 財 源 は 、 運 営 費 交 付 金 収 益 5,591

百 万 円（ 44％（ 当  該 セ グ メ ン ト に お け る 業 務 収 益 比 、以 下 同 じ ））、受 託 研

究 等 収 益 3,693百 万 円 （ 29％ ） 、 受 託 事 業 等 収 益 77百 万 円 （ 1％ ） 、 財 務 収 益

258百 万 円（ 2％ ）、寄 附 金 収 益 171百 万 円（ 1％ ）、そ の 他 2,817百 万 円（ 23％ ）

と な っ て い る 。ま た 、事 業 に 要 し た 経 費 は 、教 育 経 費 761百 万 円 、研 究 経 費 894

百 万 円 、教 育 研 究 支 援 経 費 144百 万 円 、一 般 管 理 費 1,867百 万 円 、そ の 他 8,632

百 万 円 と な っ て い る 。  

 

(3) 課 題 と 対 処 方 針 等   

当 法 人 で は 、 運 営 費 交 付 金 の 縮 減 に 対 応 す る た め 、 経 費 の 節 減 や 寄 附 金 な

ど の 外 部 資 金 の 獲 得 に 努 め る と と も に 、 有 効 な 資 金 活 用 を 積 極 的 に 行 っ た 。

経 費 の 節 減 に つ い て は 、 従 来 、 郵 送 で 行 っ て い た 本 学 か ら の 振 込 通 知 に つ

い て 、 電 子 メ ー ル を 活 用 し 通 知 す る こ と に よ り 郵 便 ・ 印 刷 の コ ス ト 削 減 (8百



- 48 -

万 円 ） が 図 れ た 。 ま た 、 平 成 21年 度 に 契 約 を 締 結 し た 「 情 報 入 出 力 運 用 支 援

サ ー ビ ス 」 に よ り 、 平 成 23年 度 の 複 写 機 経 費 は 前 年 度 に 比 べ て 約 45百 万 円 の

削 減 を 実 現 し た 。 ま た 、 光 熱 費 削 減 の 取 組 と し て 、 東 日 本 大 震 災 後 の 給 電 能

力 の 低 下 及 び 電 気 料 金 の 高 騰 を 踏 ま え て 、夏 季「 7月 ～ 9月 」及 び 冬 季「 12～ 3

月 」 の 間 、 京 都 大 学 独 自 の 節 電 プ ロ グ ラ ム を 作 成 し た 。 平 日 に お け る 電 力 使

用 量 を 分 か り や す く グ ラ フ 化 し て ホ ー ム ペ ー ジ 上 で 公 開 す る こ と に よ っ て 、

構 成 員 の 意 識 を 高 め 、 夏 季 に お い て は 約 400万 kWh（ 前 年 同 期 間 比 7％ 削 減 ） 、

冬 季 に お い て は 約 83万 kWh（ 前 年 同 期 間 比 1.6％ 削 減 ） の 電 力 量 の 削 減 を 実 現

し た 。  

外 部 資 金 の 積 極 的 獲 得 を よ り 一 層 図 る た め に 、 文 部 科 学 省 事 業 （ 研 究 支 援

体 制 整 備 事 業 費 補 助 金 ） の 「 リ サ ー チ ・ ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー を 育 成 ・ 確 保

す る シ ス テ ム の 整 備 」 に 申 請 し 、 採 択 さ れ た （ 平 成 23年 10月 採 択 ） 。 当 該 事

業 の 採 択 に よ り 、 研 究 者 を 支 援 し 、 協 働 で 業 務 の 推 進 に 取 り 組 む 高 度 な 専 門

知 識 ・ 経 験 を 有 す る 者 を リ サ ー チ ・ ア ド ミ ニ ス ト レ ー タ ー （ URA） と し て 8名

採 用 し 、部 局 長 等 で 構 成 す る「 学 術 研 究 企 画 支 援 部（ 仮 称 ）設 置 準 備 委 員 会 」

を 開 催 し 、 URAを 支 援 す る 学 術 研 究 支 援 室 を 設 置 す る こ と を 決 定 し た 。  

附 属 病 院 に つ い て は 、差 額 病 床 の 効 率 的 な 運 用 、小 児 科 保 育 士 配 置 、ＨＣ Ｕ（ハ

イケアユニ ット）／ＳＣＵ（脳 卒 中 ケアユニッ ト）の増 床 、手 術 の 空 き 枠 利 用 の 促 進 、医 療

材 料 等 購 買 額 の 削 減 、 Ｄ Ｐ Ｃ チ ェ ッ ク ソ フ ト に よ る 管 理 体 制 の 強 化 、 後 発 医 薬 品 採 用

の 推 進 等 に よ り 、当 事 業 年 度 に お い て は 計 画 を 達 成 す る こ と が で き た が 、 運 営

費 交 付 金 の 縮 減 な ど 、 厳 し い 経 営 状 況 の 中 で 施 設 整 備 や 老 朽 化 し た 医 療 機 器 の 更

新 等 の 課 題 を 着 実 に 実 施 す る 必 要 が あ る 。 今 後 も 、 引 き 続 き 国 立 大 学 法 人 化 に よ っ

てもたらされた変 化 を 見 据 え、平 成 19年 2月 に 策 定 し た  「 京 都 大 学 医 学 部 附 属 病

院 の 将 来 構 想 （ http:/ /ww w. kuhp .ky ot o-u. ac. jp /out lin e/ koso .pd f） 」 を 実

行 す る た め に 必 要 な 附 属 病 院 収 入 の 確 保 に 努 め る 。  

施 設 、 設 備 の 整 備 に つ い て は 、 施 設 整 備 委 員 会 、 吉 田 キ ャ ン パ ス 整 備 専 門

委 員 会 、 本 部 構 内 暫 定 再 配 置 計 画 作 業 部 会 に て 、 本 部 構 内 の 再 配 置 案 を 取 り

ま と め 、 そ の 中 で 施 設 担 当 理 事 が 所 掌 す る 全 学 共 用 ス ペ ー ス （ 31,440 ㎡ ） を

位 置 づ け 、 こ の ス ペ ー ス を マ ネ ジ メ ン ト す る た め 全 学 共 用 ス ペ ー ス 有 効 活 用

専 門 委 員 会 の 議 を 経 て 、 施 設 整 備 委 員 会 に て 、「 全 学 ス ペ ー ス 利 用 シ ス テ ム 」

を 決 定 し た 。 ま た 、 耐 震 対 策 事 業 の 実 施 に よ り 、 約 14,800 ㎡ の 施 設 （ 平 成

23 年 10 月 30 日 ま で に 予 算 化 さ れ た 事 業 ： 計 5 事 業 ） の 耐 震 化 に 着 手 し 、 一

部 が 完 了 し た ほ か 、 京 都 大 学 第 二 期 重 点 事 業 実 施 計 画 「 地 震 に よ る 生 命 の 安

全 確 保 の た め の 耐 震 事 業 」に 基 づ き 、未 壊 建 物 や 小 規 模 建 物 の 耐 震 補 強 を 行 っ

た こ と に よ り 、 当 初 計 画 を 上 回 る 耐 震 対 策 を 実 施 し 、 耐 震 化 率 が 86％ か ら

89％ に 向 上 し た 。  

今 後 は 、 引 き 続 き 、 経 費 の 削 減 や 外 部 資 金 の 獲 得 、 資 金 管 理 計 画 に 基 づ い

た 資 金 運 用 、 施 設 ・ 設 備 の 有 効 活 用 等 の 取 組 み を 実 施 し 、 運 営 費 交 付 金 の 見

直 し に 伴 う 厳 し い 財 政 状 況 に 対 応 し 、 本 学 の 教 育 ・ 研 究 活 動 を こ れ ま で に も

増 し て 活 性 化 さ せ る と と も に 、 更 な る 戦 略 性 を も っ て こ れ に あ た る 必 要 が あ

る 。  
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「Ⅴ その他事業に関する事項」 

1．予算、収支計画及び資金計画 

(1)．予算 

決算報告書参照 

（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/disclosure/guide/accounting/documents/2011/kessan_2011.pdf） 

 (2)．収支計画 

年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

(年度計画：http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/operation/year/documents/nendo_23.pdf) 

(財務諸表：http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/disclosure/guide/accounting/documents/2011/zaimu_2011.pdf) 

  (3)．資金計画 

年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

(年度計画：http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/operation/year/documents/nendo_23.pdf) 

(財務諸表：http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/disclosure/guide/accounting/documents/2011/zaimu_2011.pdf) 
 
 

2．短期借入れの概要 

 

 借入実績はありません。 

 
 
 

 

3．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 
（1）運営費交付金債務の増減額の明細 

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 交付金 
当期交付金

当期振替額 

期末残高 
運営費交
付金収益

資産見返
運 営 費
交 付 金

資  本 
剰余金 小 計 

平成22年度 5,265 － 2,085 143 － 2,228 3,037

平成23年度 － 56,842 50,158 1,859 － 52,017 4,825

 
 
（2）運営費交付金債務の当期振替額の明細 

 
平成 22 年度交付分                                             
                                                                 （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業 務 達 成  
基 準 に よ る 
振 替 額  

運 営 費 交 付
金収益 171

①業務達成基準を採用した事業等：
・ファーマコゲノミクスの確 立 に向 けた先 端 的 研 究 推 進  －ゲノム、
EBM、トランスレーショナルリサーチ、バイオインフォマティクス、ケミ
カルバイオロジーの融合プロジェクト－ 
・人文学諸領域の複合的共同研究国際拠点 
・再生医学・再生医療の先端融合的共同研究 
・総合解剖センター地階ＣＴ装置移設に伴う一次側電源等工事 
・総合解剖センター東芝ＣＴ装置 Aqilion8 移設据付作業 
・分散並列型強震応答実験装置オイルクーラー内部洗浄 
・中型三軸圧縮試験機移設工事 
・原子炉施設放射線安全管理のための野外ダストモニタ改修整備
事業 
・京都大学（宇治）エネ研北４号棟空調熱源用設備改修工事 
・京都大学（熊取）熊取体育館照明設備改修工事 
・メディカル・イノベーション推進に係る研究環境整備事業 
・教育研究環境改善プロジェクト 

資 産 見 返 運
営費交付金 143

資本剰余金 －

計 314
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・複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性化事業 
・教育研究医療等施設・設備環境改善事業 

 

②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：171 
  （消 耗 品 ：11、報 酬 委 託 手 数 料 ：6、旅 費 交 通 費 ：1、雑 費 ：15、

賃借料：0、修繕費：129、その他経費：9） 
  ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 
 ｳ)固定資産の取得額：143 

（工 具 ・器 具 及 び備 品 ：24、建 物 ：97、構 築 物 ：20、その他 資 産 ：
2） 

 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

ファーマコゲノミクスの確 立 に向 けた先 端 的 研 究 推 進  －ゲノ
ム、EBM、トランスレーショナルリサーチ、バイオインフォマティクス、
ケミカルバイオロジーの融合 プロジェクト－については、十分な成 果
を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額 収 益
化。 

人文学諸領 域の複合的共 同研究国際 拠点については、十分な
成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額 収
益化。 

再 生 医 学 ・再 生 医 療 の先 端 融 合 的 共 同 研 究 については、十 分
な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額
収益化。 

総 合 解 剖 センター地 階 ＣＴ装 置 移 設 に伴 う一 次 側 電 源 等 工 事
については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交
付金債務を全額収益化。 

総合解剖センター東芝ＣＴ装置 Aqilion8 移設据付作業について
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

分 散 並 列 型 強 震 応 答 実 験 装 置 オイルクーラー内 部 洗 浄 につい
ては、十分な成果を上げたと認められることから、運営費交付金債
務を全額収益化。 

中 型 三 軸 圧 縮 試 験 機 移 設 工 事 については、十 分 な成 果 を上 げ
たと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

原 子 炉 施 設 放 射 線 安 全 管 理 のための野 外 ダストモニタ改 修 整
備 事 業 については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運
営費交付金債務を全額収益化。 

京 都 大 学 （宇 治 ）エネ研 北 ４号 棟 空 調 熱 源 用 設 備 改 修 工 事 に
ついては、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付
金債務を全額収益化。 

京 都 大 学 （熊 取 ）熊 取 体 育 館 照 明 設 備 改 修 工 事 については、
十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を
全額収益化。 

メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 につい
ては、業務が達成されていないため、収益化しない。 

教 育 研 究 環 境 改 善 プロジェクトについては、計 画 に対 する達 成
率 が28%であったため、当 該 業 務 に係 る運 営 費 交 付 金 債 務 のうち
28%相当額9百万円を収益化。 

複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用
活 性 化 事 業 については、業 務 が達 成 されていないため、収 益 化 し
ない。 

教 育 研 究 医 療 等 施 設 ・設 備 環 境 改 善 事 業 については、計 画 に
対 する達 成 率 が8%であったため、当 該 業 務 に係 る運 営 費 交 付 金
債務のうち8%相当額252百万円を収益化。 
 
 

期 間 進 行  
基 準 に よ る 
振 替 額  

運 営 費 交 付
金収益 －

該当なし

資 産 見 返 運
営費交付金 －

資本剰余金 －

計  －

費 用 進 行  
基 準 に よ る 

運 営 費 交 付
金収益 1,914

①費用進行基準を採用した事業等：
・退職手当、ＰＦＩ事業維持管理経費等 
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振 替 額  資 産 見 返 運
営費交付金 －

②当該業務に関する損益等
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：1,914 
 （人件費：1,904、支払利息：10） 
 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 
 ｳ)固定資産の取得額：0 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 
 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務1,914を収益化。 
 
 

資本剰余金 －

計 1,914

国立大学法
人会計基準
第78第3項に
よる振替額 

 
-

該当なし

合計  2,228  

 
平成 23 年度交付分                                             
                                                                 （単位：百万円） 

区  分 金 額 内     訳 

業 務 達 成  
基 準 に よ る 
振 替 額  

運 営 費 交 付
金収益 2,192

①業務達成基準を採用した事業等：
・iPS 細胞研究拠点形成事業 －iPS 細胞の臨床応用に向けた取
り組み－ 
・統 合 物 質 創 製 化 学 推 進 事 業  －先 導 的 合 成 の新 学 術 基 盤 構
築と次世代中核研究者の育成－ 
・革新的ナノバイオ創薬研究の推進 －国立-私立大学間 薬-工
連携プロジェクト－ 
・大学教員教育研修のための相互研修型 FD 拠点形成 
・ライフとグリーンを基 軸 とする持 続 型 社 会 発 展 研 究 のアジア展 開
－東アジア共同体構想を支える理念と人的ネットワークの強化－ 
・人間の進化の霊長類的基 盤に関する国際共同先端研究の戦略
的推進 －人間の本性と心の健康を探る先端研究－ 
・先 端 政 策 分 析 研 究 推 進 事 業 －イノベーションの創 出・活 用 によ
り豊かな国民生活を実現する新経済社会システムの構築－ 
・横断的統合型教育による創薬・育薬力育成プログラム 
・｢安 寧 の都 市 ｣を創 る高 度 融 合 型 人 材 教 育 ユニット支 援 事 業 －
地域社会の協働と共に成長する教育ステージの実現－ 
・知 識 社 会 におけるイノベーション人 材 養 成 のための全 学 共 通 情
報教育プログラムの開発・実施 
・子どもの生命性と有能性を育てる教育・研究推進事業  
・日 本 型 高 品 質 サービスのグローバル展 開 を担 う人 材 育 成 プロ
ジェクト －新 たな成 長 を実 現 するサービス・イノベーション創 出 へ
向けて－ 
・法科大学院制度下における実定法学後継者（法科大学院教員）
養成のための全国的拠点の形成 
・ファーマコゲノミクスの確 立 に向 けた先 端 的 研 究 推 進  －ゲノム、
EBM、トランスレーショナルリサーチ、バイオインフォマティクス、ケミ
カルバイオロジーの融合プロジェクト－ 
・ゲノム医学を用いた地域疫学コホート事業 －大学と自治体の連
携による 21 世紀型の新たな健康づくりの試み－ 
・超高層大気長期変動の全球地上ネットワーク観測・研究  
・森里海連環学による地域循環木文化社会創出事業 
・生存基盤科学におけるサイト型機動研究の推進 
・食 と健 康 の生 理 化 学 の創 生   －農 ・薬 連 携 によるライフ・イノ
ベーションプロジェクト－ 
・絶滅危惧野生動物保全研究の推進プロジェクト 
・化 学 関 連 分 野 の深 化 ・連 携 を基 軸 とする先 端 ・学 際 研 究 拠 点 形
成 
・人文学諸領域の複合的共同研究国際拠点 
・再生医学・再生医療の先端融合的共同研究 
・生存圏科学ミッションの全国・国際共同利用研究拠点形成 
・自然災害に関する総合防災学の共同利用・共同研究推進事業
・基礎物理学の発展を目指す大学横断型全国共同研究 
・ウイルス感染症・生命科学先端融合的共同研究拠点事業 
・先端経済理論の国際的共同研究拠点 
・基礎数理共同研究の推進 
・複合原子力科学の有効利用に向けた先導的研究の推進 
・霊長類研究を基にした国際共同研究拠点の推進 

資 産 見 返 運
営費交付金 247

資本剰余金 －

計 2,439
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・東南アジア研究の国際共同研究拠点 
・放射線生物学の研究推進拠点 
・生態学・生物多様性科学における共同利用・共同研究拠点の形
成 
・地域情報資源の共有化と相関型地域研究の推進 
・ゼロエミッションエネルギー研究拠点形成 
・絶 滅 の危 機 に瀕 する野 生 動 物 （大 型 哺 乳 類 等 ）の保 全 に関 する
研究拠点 
・教育能力向上に向けた実践的な研究と方策の構築 
・一般施設借料（土地建物借料） 
・移転費 
・不用建物工作物撤去費 
・建物新営設備費 
・災害支援関連経費 
・ＰＣＢ廃棄物処理費 
・メディカル・イノベーション推進に係る研究環境整備事業 
・教育研究環境改善プロジェクト 
・複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性化事業 
・教育研究医療等施設・設備環境改善事業 
・全学共用施設整備事業 
・地震による生命の安全確保のための耐震事業 
 
 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：2,192 
  （人 件 費 ：584、消 耗 品 ：445、報 酬 委 託 手 数 料 ：213、旅 費 交 通

費 ：308、雑 費 ：92、賃 借 料 ：127、修 繕 費 ：43、その他 経 費 ：
380） 

  ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 
 ｳ)固定資産の取得額：247 

（工具・器具及び備品：169、その他資産：78） 
 
 
③運営費交付金収益化額の積算根拠 

iPS 細胞研究拠点形成事業 －iPS 細胞の臨床応用に向けた
取 り組 み－については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることか
ら、運営費交付金債務を全額収益化。 

統 合 物 質 創 製 化 学 推 進 事 業  －先 導 的 合 成 の新 学 術 基 盤 構
築 と次 世 代 中 核 研 究 者 の育 成 －については、十 分 な成 果 を上 げ
たと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

革 新 的 ナノバイオ創 薬 研 究 の推 進  －国 立 -私 立 大 学 間  薬 -
工 連 携 プロジェクト－については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められ
ることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

大学教員教育研修のための相互研修型 FD 拠点形成について
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

ライフとグリーンを基 軸 とする持 続 型 社 会 発 展 研 究 のアジア展
開  －東 アジア共 同 体 構 想 を支 える理 念 と人 的 ネットワークの強
化 －については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営
費交付金債務を全額収益化。 

人 間 の進 化 の霊 長 類 的 基 盤 に関 する国 際 共 同 先 端 研 究 の戦
略 的 推 進  －人 間 の本 性 と心 の健 康 を探 る先 端 研 究 －について
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

先 端 政 策 分 析 研 究 推 進 事 業  －イノベーションの創 出 ・活 用 に
より豊かな国民生活を実現する新経済社会システムの構築－につ
いては、十分 な成 果を上げたと認められることから、運 営 費 交付 金
債務を全額収益化。 

横 断 的 統 合 型 教 育による創 薬・育 薬 力 育 成 プログラムについて
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

｢安 寧 の都 市 ｣を創 る高 度 融 合 型 人 材 教 育 ユニット支 援 事 業 －
地 域 社 会 の協 働 と共 に成 長 する教 育 ステージの実 現 －について
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

知 識 社 会 におけるイノベーション人 材 養 成 のための全 学 共 通 情
報教育プログラムの開発・実施については、十分な成果を上げたと
認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 
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子 どもの生 命 性と有 能 性を育てる教 育・研 究 推 進 事 業について
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

日 本 型 高 品 質 サービスのグローバル展 開 を担 う人 材 育 成 プロ
ジェクト －新 たな成 長 を実 現 するサービス・イノベーション創 出 へ
向 けて－については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、
運営費交付金債務を全額収益化。 

法 科 大 学 院 制 度 下 における実 定 法 学 後 継 者 （法 科 大 学 院 教
員）養成のための全国的 拠 点の形成については、十分 な成果を上
げたと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

ファーマコゲノミクスの確 立 に向 けた先 端 的 研 究 推 進  －ゲノ
ム、EBM、トランスレーショナルリサーチ、バイオインフォマティクス、
ケミカルバイオロジーの融合 プロジェクト－については、十分な成 果
を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額 収 益
化。 

ゲノム医 学 を用 いた地 域 疫 学 コホート事 業  －大 学 と自 治 体 の
連携による 21 世紀型の新たな健康づくりの試み－については、十
分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全
額収益化。 

超高層大 気 長期変動の全 球地上ネットワーク観測・研究につい
ては、十分な成果を上げたと認められることから、運営費交付金債
務を全額収益化。 

森 里 海 連 環 学 による地 域 循 環 木 文 化 社 会 創 出 事 業 について
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

生存基 盤科 学におけるサイト型機動研 究の推進については、十
分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全
額収益化。 

食 と健 康 の生 理 化 学 の創 生   －農 ・薬 連 携 によるライフ・イノ
ベーションプロジェクト－については、十 分 な成 果 を上 げたと認 めら
れることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

絶 滅 危 惧 野 生 動 物 保 全 研 究 の推 進 プロジェクトについては、十
分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全
額収益化。 

化 学 関 連 分 野 の深 化 ・連 携 を基 軸 とする先 端 ・学 際 研 究 拠 点
形 成 については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営
費交付金債務を全額収益化。 

人文学諸領 域の複合的共 同研究国際 拠点については、十分な
成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額 収
益化。 

再 生 医 学 ・再 生 医 療 の先 端 融 合 的 共 同 研 究 については、十 分
な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額
収益化。 

生存 圏科 学ミッションの全国 ・国際共 同利 用研 究拠 点 形成につ
いては、十分 な成 果を上げたと認められることから、運 営 費 交付 金
債務を全額収益化。 

自 然 災 害 に関 する総 合 防 災 学 の共 同 利 用 ・共 同 研 究 推 進 事
業 については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費
交付金債務を全額収益化。 

基 礎 物 理 学 の発 展 を目 指 す大 学 横 断 型 全 国 共 同 研 究 につい
ては、十分な成果を上げたと認められることから、運営費交付金債
務を全額収益化。 

ウイルス感 染 症 ・生 命 科 学 先 端 融 合 的 共 同 研 究 拠 点 事 業 につ
いては、十分 な成 果を上げたと認められることから、運 営 費 交付 金
債務を全額収益化。 

先端経済理 論の国際的共 同研究拠点については、十分な成果
を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額 収 益
化。 

基 礎 数 理 共 同 研 究 の推 進 については、十 分 な成 果 を上 げたと
認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

複 合 原 子 力 科 学 の有 効 利 用 に向 けた先 導 的 研 究 の推 進 につ
いては、十分 な成 果を上げたと認められることから、運 営 費 交付 金
債務を全額収益化。 

霊 長 類 研 究 を基 にした国 際 共 同 研 究 拠 点 の推 進 については、
十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を
全額収益化。 

東 南 アジア研 究 の国 際 共 同 研 究 拠 点 については、十 分 な成 果
を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額 収 益
化。 
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放 射 線 生 物 学 の研 究 推 進 拠 点 については、十 分 な成 果 を上 げ
たと認められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

生 態 学 ・生 物 多 様 性 科 学 における共 同 利 用 ・共 同 研 究 拠 点 の
形 成 については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営
費交付金債務を全額収益化。 

地 域 情 報 資 源 の共 有 化 と相 関 型 地 域 研 究 の推 進 については、
十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を
全額収益化。 

ゼロエミッションエネルギー研 究 拠 点 形 成 については、十 分 な成
果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債 務 を全 額 収 益
化。 

絶 滅 の危 機 に瀕 する野 生 動 物 （大 型 哺 乳 類 等 ）の保 全 に関 す
る研 究 拠 点 については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることか
ら、運営費交付金債務を全額収益化。 

教 育 能 力 向 上 に向 けた実 践 的 な研 究 と方 策 の構 築 について
は、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、運 営 費 交 付 金 債
務を全額収益化。 

一 般 施 設 借 料 （土 地 建 物 借 料 ）については、土 地 借 料 の金 額
変更があったため、当該分を除いた 108 百万円を収益化。 

移 転 費 については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められることから、
運営費交付金債務を全額収益化。 

不 用 建 物 工 作 物 撤 去 費 については、十 分 な成 果 を上 げたと認
められることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

建 物 新 営 設 備 費 については、十 分 な成 果 を上 げたと認 められる
ことから、運営費交付金債務を全額収益化。 

災害支援関 連経費については、十分な成果を上げたと認められ
ることから、運営費交付金債務を全額収益化。 

ＰＣＢ廃 棄 物 処 理 費については、業 務が達 成されていないため、
収益化しない。 

メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 につい
ては、業務が達成されていないため、収益化しない。 

教 育 研 究 環 境 改 善 プロジェクトについては、業 務 が達 成 されて
いないため、収益化しない。 

複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用
活 性 化 事 業 については、業 務 が達 成 されていないため、収 益 化 し
ない。 

教 育 研 究 医 療 等 施 設 ・設 備 環 境 改 善 事 業 については、業 務 が
達成されていないため、収益化しない。 

全 学 共 用 施 設 整 備 事 業 については、業 務 が達 成 されていない
ため、収益化しない。 

地 震 による生 命 の安 全 確 保 のための耐 震 事 業 については、業
務が達成されていないため、収益化しない。 
 
 

期 間 進 行  
基 準 に よ る 
振 替 額  

運 営 費 交 付
金収益 44,866

①期間進行基準を採用した事業等：
・業 務 達 成 基 準 及 び費 用 進 行 基 準 を採 用 した業 務 以 外 の全 ての
事業 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：44,866 
  （人件費：43,867、その他経費：999） 
 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 
 ｳ)固定資産の取得額：1,573 

（建 物 ：29、建 物 附 属 設 備 ：365、工 具 ・器 具 及 び備 品 ：595、構
築物：115、図書：340、その他資産：129） 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 
学 生 収 容 定 員 が一 定 数 （90％）を満 たしていたため、期 間 進 行 業
務に係る運営費交付金債務を全額収益化。 
 
 

資 産 見 返 運
営費交付金 1,573

資本剰余金 －

計 46,439

費 用 進 行  
基 準 に よ る 
振 替 額  

運 営 費 交 付
金収益 3,100

①費用進行基準を採用した事業等：
・退職手当、ＰＦＩ事業維持管理経費等 
②当該業務に関する損益等 
 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：3,100 
 （人件費：2,571、支払利息：271、保守管理費：258） 
 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

資 産 見 返 運
営費交付金 39

資本剰余金 －
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計 3,139  ｳ)固定資産の取得額：39 
（建物39） 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 
 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務3,100を収益化。 
 
 

国立大学法
人会計基準
第78第3項に
よる振替額 

 
－

該当なし

合計  52,017  

 
 
 
（3）運営費交付金債務残高の明細 

 
（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

平成22年度 

業 務 達 成 基 準
を採 用 した業 務
に係る分 

3,037

一般施設借料（土地建物借料）（4百万円） 
・一 般 施 設 借 料 （土 地 建 物 借 料 ）に係 る執 行 残 であり、翌 事 業 年
度以降で収益化する予定である。 
 
メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 （40百 万
円） 
・メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 について
は、H23.1.4～H25.9.30の事業期間により実施されるものであり、計
画に対する達成率が0％であったため、全額を債務として翌事業年
度に繰越したもの。 
・メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 について
は、翌 事 業 年 度 において計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であ
り、当該債務は、翌事業年度で収益化する予定である。 
 
教育研究環境改善プロジェクト（25百万円） 
・教 育 研 究 環 境 改 善 プロジェクトについては、H23.1.4～H27.3.31の
事業期間により実施されるものであり、計 画に対 する達 成 率が28％
であったため、72％相 当 額 を債 務 として翌 事 業 年 度 に繰 越 したも
の。 
・教 育 研 究 環 境 改 善 プロジェクトについては、翌 事 業 年 度 以 降 に
おいて計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であり、翌 事 業 年 度 以
降で収益化する予定である。 
 
複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性化事業（220百万円） 
・複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性 化 事 業 については、H22.12.13～H27.3.31の事業期間により実施
されるものであり、計 画 に対 する達 成 率 が0％であったため、全 額 を
債務として翌事業年度に繰越したもの。 
・複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性化事業については、翌事業年度以降において計画どおりに業務
を達 成 できる見 込 であり、翌 事 業 年 度 以 降 で収 益 化 する予 定 であ
る。 
 
教育研究医療等施設・設備環境改善事業（2,748百万円） 
・教育研究医 療等施設・設 備環境改善 事業については、H23.1.4～
H27.12.28の事業期間により実施されるものであり、計 画に対 する達
成 率 が8％であったため、92％相 当 額 を債 務 として翌 事 業 年 度 に
繰越したもの。 
・教 育 研 究 医 療 等 施 設 ・設 備 環 境 改 善 事 業 については、翌 事 業
年 度 以 降 において計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であり、翌
事業年度以降で収益化する予定である。 
 
 

期 間 進 行 基 準
を採 用 した業 務
に係る分 

－
該当なし 
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費 用 進 行 基 準
を採 用 した業 務
に係る分 

－

該当なし 

計 3,037

平成23年度 

業 務 達 成 基 準
を採 用 した業 務
に係る分 

3,300

一般施設借料（土地建物借料）（2百万円） 
・一 般 施 設 借 料 （土 地 建 物 借 料 ）については、土地借料の金額変
更があったため、計 画 に対 する達 成 率 が98％となり、2％相 当 額 を
債務として翌事業年度に繰越したもの。 
・一 般 施 設 借 料 （土 地 建 物 借 料 ）については、翌 事 業 年 度 以 降 で
収益化する予定である。 
 
ＰＣＢ廃棄物処理費(6百万円) 
・ＰＣＢ廃 棄 物 処 理 費 については、23年 度 内 に高 濃 度 分 及 び低 濃
度 分 をそれぞれの処 理 業 者 で処 分 することを予 定 していたが、低
濃 度 分 の処 理 業 者 の選 定 に時 間 を要 したこと、処 理 業 者 が極 め
て限 定されていることから、処理 を依 頼した業 者より23年度 内の引
き受 けができない旨 の申 し出 があったため、計 画 に対 する達 成 率
が95％となり、5％相 当 額 を債 務 として翌 事 業 年 度 に繰 越 したも
の。 
・ＰＣＢ廃 棄 物 処 理 費 については、翌 事 業 年 度 以 降 で収 益 化 する
予定である。 
 
メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 （30百 万
円） 
・メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 について
は、H23.1.4～H25.9.30の事業期間により実施されるものであり、計
画に対する達成率が0％であったため、全額を債務として翌事業年
度に繰越したもの。 
・メディカル・イノベーション推 進 に係 る研 究 環 境 整 備 事 業 について
は、翌 事 業 年 度 において計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であ
り、当該債務は、翌事業年度で収益化する予定である。 
 
教育研究環境改善プロジェクト（30百万円） 
・教 育 研 究 環 境 改 善 プロジェクトについては、H23.1.4～H27.3.31の
事業期間により実施されるものであり、計 画 に対 する達 成 率 が0％
であったため、全額を債務として翌事業年度に繰越したもの。 
・教 育 研 究 環 境 改 善 プロジェクトについては、翌 事 業 年 度 以 降 に
おいて計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であり、翌 事 業 年 度 以
降で収益化する予定である。 
 
複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性化事業（101百万円） 
・複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性 化 事 業 については、H22.12.13～H27.3.31の事業期間により実施
されるものであり、計 画 に対 する達 成 率 が0％であったため、全 額 を
債務として翌事業年度に繰越したもの。 
・複 合 原 子 力 科 学 の新 展 開 へ向 けた原 子 炉 ・放 射 線 施 設 利 用 活
性化事業については、翌事業年度以降において計画どおりに業務
を達 成 できる見 込 であり、翌 事 業 年 度 以 降 で収 益 化 する予 定 であ
る。 
 
教育研究医療等施設・設備環境改善事業（1,077百万円） 
・教育研究医 療等施設・設 備環境改善 事業については、H23.1.4～
H27.12.28の事業期間により実施されるものであり、計 画に対 する達
成 率が0％であったため、全 額を債務として翌 事業 年 度に繰越した
もの。 
・教 育 研 究 医 療 等 施 設 ・設 備 環 境 改 善 事 業 については、翌 事 業
年 度 以 降 において計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であり、翌
事業年度以降で収益化する予定である。 
 
全学共用施設整備事業（716百万円） 
・全 学 共 用 施 設 整 備 事 業 については、H24.1.10～H25.3.31の事業
期間により実施されるものであり、計 画に対する達 成 率 が0％であっ
たため、全額を債務として翌事業年度に繰越したもの。 
・全 学 共 用 施 設 整 備 事 業 については、翌 事 業 年 度 以 降 において
計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であり、翌 事 業 年 度 以 降 で収
益化する予定である。 
 



- 57 -

地震による生命の安全確保のための耐震事業（1,338百万円） 
・地 震 による生 命 の安 全 確 保 のための耐 震 事 業 については、H24.
1.10～H28.3.31の事業期間により実施されるものであり、計 画 に対
する達成率が0％であったため、全額を債務として翌事業年度に繰
越したもの。 
・地 震 による生 命 の安 全 確 保 のための耐 震 事 業 については、翌 事
業 年 度 以 降 において計 画 どおりに業 務 を達 成 できる見 込 であり、
翌事業年度以降で収益化する予定である。 
 
 

期 間 進 行 基 準
を採 用 した業 務
に係る分 

－
該当なし 

費 用 進 行 基 準
を採 用 した業 務
に係る分 

1,525

退職手当(1,519百万円) 
・退職手当の執行残であり、翌事業年 度 以降に使用する予定であ
る。 
 
特殊要因経費(6百万円) 
・ＰＦＩ事業 維 持 管理 経 費に係る執 行 残であり、翌事 業 年 度以 降に
使用する予定である。 
 
 

計 4,825
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（別紙） 

 

■財務諸表の科目 

1．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物等、国立大学法人等が長期にわたって使用する有

形の固定資産。 

減損損失累計額：減損処理（固定資産の使用実績が、取得時に想定した使用計画に比

して著しく低下し、回復の見込みがないと認められる場合等に、当該固定資産の価額を

回収可能サービス価額まで減少させる会計処理）により資産の価額を減少させた累計額。 

減価償却累計額等：減価償却累計額及び減損損失累計額。 

その他の有形固定資産：車両運搬具・船舶等が該当。 

無形固定資産：特許権等、借地権が該当。 

投資その他の資産：投資有価証券等が該当。 

現金及び預金：現金(通貨及び小切手等の通貨代用証券)と預金（普通預金、当座預金                                

 及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）の合計額。 

有価証券：一年以内に満期の到来する有価証券。 

その他の流動資産：未収附属病院収入、未収学生納付金収入、医薬品及び診療材料、

たな卸資産等が該当 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借

対照表計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された

資産見返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返

負債から資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

センター債務負担金：旧国立学校特別会計から独立行政法人国立大学財務・経営セン

ターが承継した財政融資資金借入金で、国立大学法人等が債務を負担することとされた

相当額。 

長期借入金等：事業資金の調達のため国立大学法人等が借り入れた長期借入金、PFI

債務、長期リース債務等が該当。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。

退職給付引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

2．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

診療経費：国立大学附属病院における診療報酬の獲得が予定される行為に要した経費。 

受託研究経費：受託研究及び共同研究の実施に要した経費。 

教育研究支援経費：附属図書館、学術情報メディアセンター等の特定の学部等に所属

せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されている施設又は組織で

あって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託事業等収益、財務収益、財産貸付料収益等。 
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臨時損益：固定資産の売却（除却）損益、災害損失等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）

のうち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それか

ら取り崩しを行った額。 

3．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、

人件費支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金

の収支状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・

支出等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況

を表す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・

償還及び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状

況を表す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

4．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の

税財源により負担すべきコスト。 

損益計算書上の費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用

から学生納付金等の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が

予定されない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもか

かわらず生じた減損損失相当額。 

損 益 外 利 息 費 用 相 当 額 ： 資 産 除 去 債 務 に 係 る 特 定 の 除 去 費 用 等 の 会 計 処 理 」

を 行 う こ と と さ れ た 除 去 費 用 等 に 係 る 損 益 外 利 息 費 用 の 相 当 額  

損 益 外 除 売 却 差 額 相 当 額：政 府 か ら 出 資 さ れ た 土 地 の 譲 渡 取 引 で 、当 該 譲 渡

取 引 に よ り 生 じ た 収 入 額 か ら 独 立 行 政 法 人 国 立 大 学 財 務 ・ 経 営 セ ン タ ー へ の

納 付 額 を 差 し 引 い た 額 を 資 本 的 支 出 に 充 て た 場 合 で 、 譲 渡 取 引 に よ り 生 じ た

譲 渡 差 額 及 び 譲 渡 取 引 に か か る 費 用  

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場

合の賞与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度

における引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと

認められる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業

年度における引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場

合の本来負担すべき金額等。 

 

 




